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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第85期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

回次 第82期 第83期 第84期 第85期 第86期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（千円） － － － 7,322,810 39,520,037 

経常利益（千円） － － － 2,794,179 2,802,225 

当期純利益（千円） － － － 1,496,839 2,450,270 

純資産額（千円） － － － 8,702,634 21,286,035 

総資産額（千円） － － － 15,161,537 64,742,513 

１株当たり純資産額（円） － － － 179.46 383.81 

１株当たり当期純利益（円） － － － 33.47 46.77 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － 32.27 45.68 

自己資本比率（％） － － － 57.40 32.88 

自己資本利益率（％） － － － 17.20 16.34 

株価収益率（倍） － － － 40.22 19.88 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － － △4,734,199 △8,368,661 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － － △1,994,745 △7,877,458 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － － 7,939,551 23,174,365 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
－ － － 2,466,210 9,394,457 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）

（人） 

－ － － 73 
742 

(349) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．第85期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッ

シュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりませ

ん。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

回次 第82期 第83期 第84期 第85期 第86期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（千円） 1,451,338 1,999,713 1,395,432 5,917,403 8,114,802 

経常利益（千円） 22,091 － － 2,860,862 3,473,186 

経常損失（千円） － 81,814 345,595 － － 

当期純利益（千円） 7,874 － － 1,573,116 2,094,578 

当期純損失（千円） － 118,858 1,221,254 － － 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 750,000 750,000 1,462,790 3,840,439 8,665,286 

発行済株式総数（千株） 15,000 15,000 33,958 48,506 55,475 

純資産額（千円） 2,330,931 2,245,135 2,448,874 8,774,609 20,784,882 

総資産額（千円） 9,987,235 10,228,659 5,222,021 14,251,439 42,306,834 

１株当たり純資産額（円） 155.41 149.71 72.12 180.95 374.77 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当額）

（円） 

0 

(－) 

0 

(－) 

0 

(－) 

0 

(－) 

0 

(－) 

１株当たり当期純利益（円） 0.52 － － 35.17 39.98 

１株当たり当期純損失（円） － 7.92 43.51 － － 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － 33.91 39.05 

自己資本比率（％） 23.34 21.95 46.90 61.60 49.13 

自己資本利益率（％） 0.34 － － 28.00 14.17 

株価収益率（倍） 705.77 － － 38.27 23.26 

配当性向（％） － － － － － 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
205,669 △24,219 △622,479 － － 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△30,145 158,893 4,658,235 － － 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△175,459 △35,238 △2,945,550 － － 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
93,864 193,300 1,283,506 － － 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

53 

(8) 

50 

(5) 
48 60 52 



３．第83期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号（企業会計基準委員会 平成

14年９月25日））及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４

号（企業会計基準委員会 平成14年９月25日））を適用しております。 

４．第82、83期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

５．第84期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。 

６．第84期から第86期までの平均臨時雇用者数については、臨時雇用者数が相当数（従業員の１割）未満となっ

たため、記載しておりません。 



２【沿革】 

 当社は、昭和27年６月、東京都中央区に設立し、都築紡績株式会社より鉄筋コンクリート造８階建ての都心倉庫を

借用して営業を開始しました。 

 その後、昭和38年４月１日をもって株式額面変更のため、日本橋倉庫株式会社（旧称岡田織布株式会社）に吸収合

併される形をとりました。 

 従って、登記上の設立年月日は、合併会社（旧称岡田織布株式会社）の設立年月日である大正11年２月７日となっ

ております。 

 当社の設立からの沿革は次のとおりであります。 

昭和27年６月 本社地に資本金500万円で倉庫業営業開始 

昭和31年１月 小型貨物自動車運送業営業開始 

昭和35年２月 日本橋（旧箱崎）営業所開始 

昭和36年６月 倉庫証券発行許可倉庫となる 

昭和36年12月 東京繊維商品取引所指定倉庫となる 

昭和38年７月 東京証券取引所第２部市場に上場 

昭和44年４月 愛知県大府市に大府営業所開設 

昭和45年３月 事業部制とし東京物流事業部（旧東京事業部）・名古屋物流事業部（旧名古屋事業

部）設置 

昭和46年６月 名古屋市に名古屋（旧中切）営業所開設 

昭和46年６月 埼玉県戸田市に戸田営業所開設 

昭和46年９月 名古屋繊維取引所指定倉庫となる 

昭和49年３月 名古屋市に鶴舞営業所開設 

昭和50年８月 静岡県浜松市に浜松営業所開設 

昭和52年４月 大阪物流事業部（旧大阪事業部）設置 

昭和52年７月 大阪府茨木市に茨木営業所開設 

昭和53年３月 愛知県海部郡に名古屋港営業所開設 

昭和63年３月 日本橋第１ビル（本社ビル）竣工 

昭和63年４月 名古屋市に木場町営業所開設 

平成元年４月 リビング関連事業部設置 

平成２年４月 不動産事業部設置 

平成５年12月 日本橋第２ビル竣工 

平成８年３月 大府営業所閉鎖 

平成10年10月 リビング関連事業部休止 

平成14年６月 軽貨急配株式会社（大阪証券取引所市場第２部上場）との業務提携契約締結に基づ

く軽貨物事業の開始 

平成15年３月 名古屋港営業所閉鎖 

平成15年４月 日本橋第１ビル、第２ビルを流動化により売却 

平成15年７月 上記に伴い不動産事業部を廃止 

平成15年９月 日本橋営業所を閉鎖 

平成15年10月 社名を株式会社ＮＤＢとする 

平成15年11月 通信事業の開始 

平成16年３月 戸田営業所及び木場町営業所の一部を売却、通信事業並びに軽貨物事業から撤退 

平成16年５月 企業活性化投資ビジネスへの参入 

平成16年７月 社名をジェイ・ブリッジ株式会社とする 

平成16年８月 鶴舞営業所閉鎖 

平成16年８月 関連事業部の設置 

平成17年３月 小杉産業株式会社との資本提携契約締結 

 



平成17年６月 小杉産業㈱の子会社化 

平成17年10月 ホールディングカンパニーへ移行 

平成17年10月 国際航業株式会社（東証一部上場）の株式取得 

平成17年10月 ロトール・シンガポール社の第三者割当増資の引受 

平成17年10月 孫会社三生興産株式会社（伊東温泉競輪場施設賃貸会社）の買収 

平成17年10月 株式会社タスコシステム（JASDAQ上場）との資本・業務提携 

平成18年２月 センチュリー証券との業務資本提携 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（ジェイ・ブリッジ株式会社）、連結子会社37社及び関連会社

他５社により構成されており、既存事業である投資事業、不動産事業、物流事業に加え当連結会計期間より新規事業

として旅行クーポン事業及び繊維製品製造販売事業を開始いたしました。 

 また、新規事業の追加に伴い、当連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更しております。変更の内容につ

いては、「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等 (1）連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」に記載のと

おりであります。 

 なお、当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業における位置づけは次のとおりであります。 

(1）投資事業 

 投資事業は、当社の主力事業であります。株式を中心として国内外への出資を行い、他社の事業活性化を目的と

して、投資先の経営にも関与するハンズオン型投資を実施しております。また、主に子会社においてファンドを組

成・管理し、自らも匿名組合等への出資を行い、コンサルティング業務等でも手数料収入を計上しております。 

(2）不動産事業 

 不動産事業は、多くの案件情報をもとに中小型不動産の売買を行い、同時に主に子会社を通じて安定収益である

不動産賃貸料収入を計上しております。 

(3）物流事業 

 物流事業は、倉庫業法による許可を得て物品を倉庫に保管し、保管料、荷役料等を収受しており、貨物の保管に

代えて、倉庫を賃貸しその対価として賃貸料を収受しております。また、貨物運送取扱事業を登録、顧客の用に供

する貨物運送の取扱いを行い、その対価として運送料を収受しております。 

(4）旅行クーポン事業 

 旅行クーポン事業は、ホテル・旅館等の顧客に対し、旅行宿泊券等の精算サービス事業を行っております。 

(5）繊維製品製造販売事業 

 繊維製品製造販売事業は、紳士外着、婦人外着、子供外着、肌着・ナイティなど各種繊維二次製品の製造及び販

売を行っております。 

(6）その他事業 

 その他の事業は、カーテンウォール事業と商品販売事業から成っております。カーテンウォール事業につきまし

ては、アルミ製外壁材（カーテンウォール）コーティング塗装、デザイン、施行等の事業を実施し、商品販売事業

につきましては、各種サプリメント類、什器を仕入販売し、投資先企業の商品も市場に提供しております。 



［事業系統図］ 



４【関係会社の状況】 

名称 住所 
資本金又は出資
金 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
割合又は被所
有割合（％） 

関係内容

（連結子会社） 

㈱ジェイ・アセット （注）２ 
東京都港区 50,000千円 

不動産の賃貸

および管理業
100.0 

運転資金の貸付

役員の兼任あり

㈱テレサイクルサービス長崎 

（注）１ 
長崎県諫早市 80,000千円 

場外車券売場

の施設運営・

賃貸 

100.0 

(100.0) 
役員の兼任あり

㈱サテライト朝日 （注）１・３ 東京都千代田区 55,000千円 

場外車券売場

の施設運営・

賃貸 

54.55 

(54.55) 

運転資金の貸付

役員の兼任あり

㈲エムイー・サービス・セブン 東京都港区 3,000千円 

不動産及び有

価証券の保有

等 

100.0 役員の兼任あり

㈲港ブリッジキャピタル・ワン 東京都港区 3,000千円 投資業 100.0 役員の兼任あり

㈲麻布ブリッジキャピタル・ワン 

（注）１ 
東京都港区 3,000千円 投資業 

100.0 

(100.0) 
役員の兼任あり

Jファイナンス㈱ （注）４・８ 東京都千代田区 10,000千円 
旅行クーポン

業等 
100.0 

運転資金の貸付

役員の兼任あり

ジェイ・ベックス㈱ （注）５ 東京都港区 10,000千円 

サプリメン

ト・什器の販

売 

100.0 
運転資金の貸付

役員の兼任あり

㈲狸穴ブリッジキャピタル・ワン 東京都港区 3,000千円 投資業 100.0 役員の兼任あり

有限責任中間法人ジェービーシーワ

ン 
東京都港区 3,000千円 投資業 100.0 

  

  

Ｊ SINGAPORE INVESTMENT PTE.,LTD

（注）７ 
シンガポール 

22,000,001シン

ガポールドル 
投資業 100.0 役員の兼任あり

ROTOL SINGAPORE LTD （注）１・７ シンガポール 
38,400,000シン

ガポールドル 

カーテンウオ

ールの製造等

57.29 

(57.29) 
役員の兼任あり

小杉産業㈱ （注）６・７・９ 東京都中央区 5,389,940千円 

各種衣料品・

繊維製品の製

造・販売・輸

入 

53.26 
運転資金の貸付

役員の兼任あり

㈱ミナミ （注）１ 東京都千代田区 103,500千円 

スポーツ用

品・衣料の製

造販売 

100.0 

(100.0) 
役員の兼任あり

㈲ニーズ （注）１ 東京都渋谷区 3,000千円 衣料品の卸他
100.0 

(100.0) 

  

  

㈱グッドタイム （注）１ 東京都中央区 80,000千円 
ニット製品の

製造販売 

100.0 

(100.0) 

  

  

㈱グレース南部 （注）１ 東京都中央区 22,000千円 
ニット製品の

製造販売 

100.0 

(100.0) 

  

  

 



 （注）１．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

２．債務超過会社で債務超過の額は、平成18年３月期末時点で867百万円となっております。 

３．債務超過会社で債務超過の額は、平成18年３月期末時点で1,118百万円となっております。 

４．債務超過会社で債務超過の額は、平成18年３月期末時点で１百万円となっております。 

５．債務超過会社で債務超過の額は、平成18年３月期末時点で16百万円となっております。 

６．有価証券報告書提出会社であります。 

７．特定子会社に該当しております。 

８．Ｊファイナンス株式会社につきましては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占

める割合が10％を超えておりますが、当該連結子会社の売上高は事業の種類別セグメントにおける旅行クー

ポン事業の売上高の90％を超えておりますので、主要な損益情報等の記載を省略しております。 

９．小杉産業株式会社は、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超

えておりますが、有価証券報告書の提出会社であるため、主要な損益情報等の記載を省略しております。 

10．ＪＢインベストメントパートナーズ㈱は、当中間連結会計期間末（平成17年８月24日付）において株式の売

却により連結対象子会社から外れました。 

11．ジェイ・キャピタルマネジメント㈱は、当連結会計年度首において株式の売却により連結対象子会社から外

れました。 

名称 住所 
資本金又は出資
金 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
割合又は被所
有割合（％） 

関係内容

㈱ファミリーウエイ （注）１ 東京都中央区 10,000千円 衣料品の小売
100.0 

(100.0) 

  

  

㈱ジェーエヌジェー （注）１ 東京都中央区 10,000千円 
ライセンス管

理 

70.0 

(70.0) 

  

  

㈱コスギファッションネット 

（注）１ 
東京都中央区 50,000千円 物流業務 

100.0 

(100.0) 

  

  

㈱タガラ （注）１ 東京都渋谷区 50,000千円 
アパレルの企

画・製造販売

92.0 

(92.0) 

  

  

㈱新潟コスギニット （注）１ 
新潟県岩船郡関

川村 
10,000千円 

ニット製品の

製造販売 

100.0 

(100.0) 

  

  

㈱栃木コスギニット （注）１ 栃木県矢板市 10,000千円 
ニット製品の

製造販売 

100.0 

(100.0) 

  

  

ＪＥＭ㈱ 東京都千代田区 10,000千円 
電子部品の製

造・販売 
55.0 

  

  

㈲Ｊインシュランス （注）１ 東京都港区 3,000千円 保険代理業 
100.0 

(100.0) 

  

  

三生興産㈱ （注）１ 静岡県伊東市 490,000千円 

場外車券売場

の施設運営・

賃貸 

100.0 

(100.0) 

  

  

㈱ジェイ・ロジネット 東京都港区 50,000千円 物流業 100.0 
  

  

㈱ジェイ・フィナンシャルホールデ

ィングス 
東京都千代田区 10,000千円 投資業 100.0 

運転資金の貸付

役員の兼任あり

その他連結子会社９社 － － － － 
  

  

（持分法適用会社） 

㈱コージツ （注）１・６ 
兵庫県神戸市 1,065,160千円 

登山用品等の

小売 

60.26 

(60.26) 
役員の兼任あり

オートキューブ㈱ 韓国 
3,965,065,000 

ウオン 

車輌・部品販

売等 
26.36 運転資金の貸付

白石興産㈱ 宮城県白石市 80,000千円 製麺加工業 47.5 役員の兼任あり

SIAM PLANET SATURN CO.,LTD 

（注）１ 
タイ 

30,000,000 

バーツ 

電子通信機器

製造・販売 

30.0 

(30.0) 

  

  

国際航業㈱（注）６ 東京都千代田区 16,939,000千円 

技術サービス

事業、不動産

事業 

29.34 
  

  



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ669名増加しましたのは、主に小杉産業㈱他同社子会社が連結対象とな

ったためであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員は就業人員を記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 提出会社には労働組合はありません。 

 なお、労使関係は安定しております。 

 子会社である小杉産業㈱には、UIゼンセン同盟小杉産業労働組合が組織（組合員数207名）されており、UIゼン

セン同盟に属しており、労使関係は極めて安定しており、特記すべき事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

物流事業 12 (4) 

不動産事業 38 (45) 

投資事業 18 (－) 

旅行クーポン事業 4 (－) 

繊維製品製造販売事業 566 (300) 

その他の事業 74 (－) 

全社（共通） 30 (－) 

合計 742 (349) 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

52 38.9 3.8 6,253,450 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度における我が国経済は、企業収益の改善等により設備投資は増加を続け、所得環境の好転により

個人消費も持ち直しました。このように、景気指数は全般的に回復傾向で推移し、同時にデフレ経済の終焉を感じ

させました。しかし、原油価格の大幅な高騰に伴い原材料価格も上昇し、景気の後退局面からは脱却しつつあるも

のの、依然として景気回復は不透明な状況でございます。 

 投資業界におきましては、我が国の買収市場はここ数年急速な拡大傾向をみせており、５年ほど前と比べ実に10

倍以上の規模に達しており、近年継続して市場拡大を続けている状況にあります。この様な状況の中、当社連結グ

ループにおける投資事業におきましては、時代のニーズにあった企業活性化というコンセプトの基で新規の投資事

業を積極的に実施し、前連結会計年度と比べ売上高は大幅に増加致しました。 

 不動産業界におきましては、不動産証券化市場の拡大等により、市場の底上げ・回復基調は続いている状況にあ

ります。また、場外車券場施設運営事業におきましては、新規営業開始により１施設、買収により１施設の計２施

設を増加し、現在３施設での運営を行っております。この様な状況の中、当社連結グループにおける不動産事業に

おきましては、前連結会計年度と比べ売上高は大幅に増加致しました。 

 物流業界におきましては、顧客企業の物流合理化に加え、サプライチェーンマネジメントの進展による在庫の削

減や、中国での生産拡大による国内貨物の減少などが加わり、より厳しい環境となりました。この様な状況の中、

当社連結グループにおける物流事業におきましては、経営政策からの営業所閉鎖等により前連結会計年度と比べ売

上高は減少致しました。 

 繊維製品製造販売業界におきましては、衣類の購入比率の高い若年人口の減少等の理由により、アパレル市場全

体が厳しい状況となりましたが、当社連結グループにおける繊維製品製造販売事業におきましては、昨年、環境省

が主導して始めたクールビズ、ウォームビズなどの追い風に加え、小売会社の買収等により、売上高は堅調に増加

致しました。 

 旅行クーポン業界におきましては、景気の回復により、個人消費支出が上向きになり、旅行の需要も堅調であ

り、旅行クーポン券の取扱いが増加している状況にあります。この様な状況の中、当社連結グループにおける旅行

クーポン事業におきましては、売上高は事業初年度としては十分な業績を上げることができました。 

 上記のように様々な業種を抱える持株会社として、グループ全体の収益改善、財務体質の向上・強化に向けて、

連結財務諸表提出会社は、公募増資並びに新株予約権行使による新株式発行等で9,593百万円の資金調達を行いま

した。また同時に、投資事業の強化に向けて外部より証券・銀行・会計分野出身の専門性の高い人材の確保を積極

的に進め、投資事業を中心とした新規事業の拡大を図って参りました。 

 当連結会計年度におきましては、このように連結財務諸表提出会社のもつ経営資源（人、不動産、技術、資金）

を最大限に活用し、企業活性化を目的とした不動産を含めた新規の投資を積極的に拡大して参りました。 

 この結果、当連結会計年度の業績につきましては、売上高が39,520百万円（前年同期比439.7％増加）となり、

前連結会計年度と比較して大幅な増収となりました。損益につきましても、営業利益2,948百万円（前年同期比

1.2％増加）、経常利益2,802百万円（前年同期比0.3％増加）、当期純利益2,450百万円（前年同期比63.7％増加）

となりました。 

① セグメント別売上高 

（投資事業） 

 当社連結グループの中心事業であります、企業活性化を目的とした投資事業におきましては、有価証券の保

有・運用及び企業活性化を目的としたコンサルティング等を主力とし、前連結会計年度に引続き事業の拡大を図

って参りました。まず当連結会計年度上期においては、営業投資有価証券売却益2,890百万円を計上し、コンサ

ルタント手数料及び業務受託報酬等の経営指導料収入133百万円を計上致しました。さらに、匿名組合出資金の

運用益等の営業投資有価証券運用益1,899百万円も上期に計上致しました。 

 また当連結会計年度下期においては、営業投資有価証券売却益1,091百万円を計上し、連結財務諸表提出会社

が組成したファンドからの設立報酬・管理手数料等による投資組合管理料51百万円を計上致しました。さらに上

期同様に、匿名組合出資金の運用益等の営業投資有価証券運用益16百万円も下期に計上致しました。しかし、そ

の一方、投資先株式等の株価下落により、有価証券運用損1,035百万円及び営業出資金運用損25百万円を計上す

る結果となりました。 

 その結果、当連結会計年度の投資事業における売上高は5,349百万円（前年同期比44.4％増）となりました。 



（不動産事業） 

 不動産事業におきましては、不動産のバリューアップによるキャピタルゲインの獲得を目的として、当連結会

計年度は首都圏のビル等12物件を購入し、10物件を売却致しました。これらの物件の売却により、連結財務諸表

提出会社における不動産事業では2,474百万円の不動産売上高を計上致しました。また、安定的収益である不動

産賃貸料収入等48百万円を計上致しました。さらに、その他仲介手数料等を加え、連結財務諸表提出会社におけ

る不動産事業の売上高は2,554百万円となりました。 

 連結子会社である㈱ジェイ・アセットについては、不動産売上高及び賃貸料収入等364百万円を計上し、同様

に㈱テレサイクルサービス長崎についても施設運営事業者としての賃貸料収入等126百万円を計上しておりま

す。さらに、当連結会計年度下期において子会社化致しました三生興産㈱についても賃貸料収入等361百万円を

計上致しております。しかし、連結子会社である㈱サテライト朝日につきましては、昨年６月に新規営業開始致

しましたが、売上業績が当初予定を下回りました。 

 その結果、当連結会計年度の不動産事業における売上高は3,539百万円（前年同期比101.7％増）となりまし

た。 

（物流事業） 

 物流事業におきましては、当連結会計年度下期首において分社型新設分割により、㈱ジェイ・ロジネットを分

社化致しました。営業の拠点となる営業所の数につきましては、前連結会計年度におきましては１営業所を閉鎖

売却し、当連結会計年度におきましては１営業所を休止致しております。これは前連結会計年度に引続き、当社

連結グループの経営政策の見直しによるものであり、物流事業を全事業の中での安定収益事業という位置づけと

しながらも、所有不動産を最大限効率良く活用するという方針によるためであります。また前連結会計年度と比

較し、全社倉庫営業面積の縮小に伴い取扱貨物量を減らし、賃貸面積も減少致しました。 

 その結果、当連結会計年度の物流事業における売上高は579百万円（前年同期比16.8％減）となりました。 

（繊維製品製造販売事業） 

 繊維製品製造販売事業におきましては、当連結会計年度おいて株式取得により小杉産業㈱を連結子会社化した

ことにより、新たなセグメント区分を新設致しました。「クールビズ」「ウォームビズ」の追い風を背に、百貨

店向け紳士・婦人衣料が好調に推移したことや、Ｍ＆Ａにより小杉産業㈱の子会社となった㈱ミナミにおいて、

厳冬効果によるスキー・スノーボードのウェア＆ギアが大きく売上を伸ばしました。 

 その結果、当連結会計年度の繊維製品製造販売事業における売上高は25,565百万円となりました。 

（旅行クーポン事業） 

 旅行クーポン事業におきましては、連結子会社であるJファイナンス㈱が、昨年８月に㈱ティーシーエープラ

ザより旅行クーポン買取事業の営業譲渡を受け、新たに旅行クーポン買取事業を開始致しました。 

 その結果、当連結会計年度の旅行クーポン事業における売上高は4,380百万円となりました。 

（その他の事業） 

 その他の事業におきましては、連結子会社であるジェイ・ベックス㈱において、各種サプリメント、什器、ア

パレル製品等を仕入販売し、一般市場及び投資先企業に提供して参りました。 

 その結果、当連結会計年度のその他の事業における売上高は210百万円（前年同期比82.0％減）となりまし

た。 

② 売上原価及び売上総利益 

 売上原価につきましては、投資事業において59百万円、不動産事業において2,620百万円を計上致しました。 

 また、繊維製品製造販売事業において商品売上原価等14,957百万円、旅行クーポン事業におけるクーポン仕入

高4,320百万円、物流事業における諸経費259百万円等が発生致しました。以上により、当連結会計年度において

売上原価22,586百万円（前年同期比591.6％増）となり、売上高に占める原価率は57.2％となりました。 

 その結果、当連結会計年度において売上総利益は16,933百万円（前年同期比317.4％増）となり、売上高総利

益率は42.8％となりました。 

③ 販売費及び一般管理費 

 販売費及び一般管理費につきましては、新規事業の立ち上げ等を含む事業の拡大及びグループ組織再編等の結

果、賃借料・支払手数料等の本部管理費用が増加致しました。また、投資事業における人的資源への先行投資

や、連結調整勘定償却の増加等も販売費及び一般管理費の増加要因となっております。 

 その結果、当連結会計年度において販売費及び一般管理費は13,985百万円（前年同期比1,122.3％増）とな

り、売上高に占める販売費及び一般管理費の割合は35.3％となりました。 



④ 営業外収益及び費用 

 営業外収益につきましては、当連結会計年度において国際航業㈱の株式取得等により生じた持分法による投資

損益407百万円、主に貸付金からの利息である受取利息58百万円及び外貨建金銭債権の換算等により生じた為替

差損益26百万円を計上致しました。 

 その結果、当連結会計年度において営業外収益662百万円（前年同期比976.6％増）となりました。 

 営業外費用につきましては、新株発行費104百万円が発生致しました。これは、連結財務諸表提出会社におい

て投資・不動産の新規事業等の運営資金として8,621百万円の公募増資を行い、また小杉産業㈱におきましても

無議決権型優先株式の発行（発行総額2,000百万円）、ならびに第三者割当増資（発行総額4,250百万円）を実施

したことにより発生したものであります。また、金融機関等からの借入金に伴う支払利息628百万円を計上致し

ました。 

 その結果、当連結会計年度において営業外費用808百万円（前年同期比349.1％増）となりました。 

⑤ 特別利益及び損失 

 特別利益につきましては、連結子会社である小杉産業㈱等の株式を一部売却したことによる関係会社株式売却

益916百万円を計上し、小杉産業㈱等の新株予約権を売却したことによる投資有価証券売却益1,663百万円を計上

致しました。また、連結子会社である小杉産業㈱において、有利子負債削減のための資産売却により固定資産売

却益646百万円を計上致しました。 

 その結果、当連結会計年度において特別利益3,463百万円（前年同期比1,757.8％増）となりました。 

 特別損失につきましては、場外車券場を手掛けている連結子会社であります㈱サテライト朝日の業績が当初計

画を下回る結果となり、それに伴う減損損失を主として連結全体で減損損失1,001百万円を計上致しました。ま

た、連結子会社である小杉産業㈱において、財務構造再編費用263百万円、特別退職金156百万円を計上致しまし

た。 

 その結果、当連結会計年度において特別損失1,966百万円（前年同期比424.4％増）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況におきましては、Ｍ＆Ａや企業活性化投資、不動産投資等を目的と

して公募増資等で資金の調達を行いました。一方で投資、不動産事業における仕入れ、国内外への出資の結果、現

金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比較し6,928百万円増加し、当連結会計年度

末には9,394百万円となりました。 

 営業活動の結果、使用した資金は8,368百万円となりました。これは主として、税金等調整前当期純利益が4,299

百万円と高水準でありましたが、商品有価証券、営業用投資有価証券及び営業用出資金の購入等による支出があ

り、また当連結会計年度において多額の投資有価証券売却益を計上したことによるものです。 

 投資活動の結果、使用した資金は7,877百万円となりました。これは主として、関係会社株式の取得による支出

及び貸付による支出の増加によるものです。 

 財務活動の結果、増加した資金は23,174百万円となりました。これは主として、コマーシャル・ペーパーの発行

や公募増資等の株式の発行等による収入があり、借入金・社債により資金調達を行ったことによるものでありま

す。 



２【仕入及び営業の状況】 

(1）仕入実績 

 当連結会計年度の仕入実績は次のとおりであります。 

(2）営業実績 

 当連結会計年度の事業別売上高は次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．最近２連結会計年度における主な相手先別の営業実績及び当該営業実績の総営業実績に対する割合は次のと

おりであります。 

３．ジャパンアクティブファンドは、旧商法第535条に規定する匿名組合契約に基づくいわゆる匿名組合であ

り、当該匿名組合の営業者は（有）マーケットデザインであります。 

４．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

不動産事業 2,561,052 53.7 

旅行クーポン事業 4,320,525 － 

繊維製品製造販売事業 12,446,889 － 

その他の事業 39,732 83.7 

合計 19,368,199 1,047.5 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

物流事業 574,536 △17.5 

不動産事業 3,539,961 101.7 

投資事業 5,349,649 44.4 

旅行クーポン事業 4,380,306 － 

繊維製品製造販売事業 25,565,301 － 

その他の事業 110,282 △90.6 

合計 39,520,037 439.7 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

㈱ファイ 株式評価益 1,706,600 23.3 － － 

ジャパンアクティブファンド（注３） 

（機動建設工業㈱新株予約権売却）  
－ － 2,890,500 7.3 

ジャパンアクティブファンド 

（ファンド出資持分利益） 
－ － 1,878,732 4.8 



３【対処すべき課題】 

① 収益の多角化 

 当社グループは、平成17年３月期より企業活性化支援ビジネスとして投資事業を新たに立ち上げ、投資先の株式

評価益・売却益による利益拡大を進めて参りました。投資事業におきましては、立ち上げ間もないということもあ

り、投資先の株式の評価益・売却益であるキャピタルゲインに依存する傾向にありましたが、株式市場の予期せぬ

変化による投資先株価の変動は、当社の資本コストの上昇、並びに収益の変動要因ともなっております。このよう

な状況を回避するため、当社グループは、今後株式市場の変動リスクに影響されないフィービジネスの拡大に注力

して参ります。 

② 投資案件発掘の強化 

 日本経済が回復基調になるとともに、競争の激化により、新規案件の発掘の強化が重要な課題となってきており

ます。今後は、従来の投資案件のネットワークを強化するのに加えて、新しい紹介先の発掘、及びグループ企業内

での投資情報の共有化により投資案件発掘を強化して参ります。 

③ 不動産事業の黒字化 

 このところの不動産価格の上昇の追い風もあり、不動産投資売買による収益は好調に推移しておりますが、場外

車券場の運営及び賃貸事業について、㈱サテライト朝日の業績が当初計画よりも大幅に下回ったため、不動産事業

全体としては営業赤字を計上するに至りました。 

 今後は、上記施設の運営及び賃貸を行っております㈱サテライト朝日のリストラ等を強化し、早期に不動産事業

の黒字化を目指して参ります。 

④ 専門性の高い人材の確保 

 当社グループが推進する企業活性化支援ビジネスは、「専門性の高い人材」の確保が重要な課題となっておりま

す。各グループ企業に必要なトップマネジメント・幹部クラスの人材、及びグループ経営を管理・推進する上での

管理部門の人材の採用と育成が必要不可欠であり、新人事評価制度の導入など継続的な人材確保を図って参りま

す。 



４【事業等のリスク】 

 当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のある事項には以下のようなものがあります。  

 なお、文中における将来に関する事項は、提出日現在において当社グループが判断したものであり、当社グループ

の事業等に関するリスクを全て網羅するものではありません。 

① 事業戦略について 

 当社グループは、平成17年３月期より企業活性化支援ビジネスとして投資事業を新たに立ち上げ、投資先の株式

評価益・売却益による利益拡大を進めて参りました。投資事業におきましては、投資先の株式の評価益・売却益で

あるキャピタルゲインに依存する傾向にありますが、株式市場の予期せぬ変化による投資先株価の変動は、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。当社グループが計画する事業戦略や事業展開は、主にＭ＆Ａによ

るため、当初の計画が予定通り実行できる保証はありません。企業買収、企業提携その他必要な行為を行い、ある

いは有効な対策を講じるのが遅れた場合、または何らかの理由によりこれらを実行し得なかった場合には、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

② 事業内容について 

(ア）投資事業について 

 投資事業におきましては、既存事業とのシナジー効果や、投資先企業の中長期的な企業価値の向上を目指し

て、経営にも関与するハンズオン型投資による事業拡大を目指しておりますが、多額の先行投資を要し、対象企

業を取り巻く事業環境の変化や投資先内部の経営環境の変化により、その投資資金の回収スケジュールに影響を

及ぼす可能性があり、投資事業の収益は株式市場の動向に大きく影響を受けることから、期待した利益をあげら

れる保証はありません。また、当社の役職員が、投資先企業の経営または業務を兼務する場合もあり、効率的で

バランスのとれた経営資源の活用を行うことができなかった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。また、商品有価証券（売買目的有価証券）の株価に基づく商品有価証券運用益（評価益）につい

ては、購入の対象となった上場会社の株価の変動等によって、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

(イ）不動産事業について 

 不動産事業におきましては、マクロ的な景気動向およびミクロ的な不動産市況に大きく左右されます。不動産

売買については投資収益率が高く、大都市圏を中心に流動性が高く、バリューアップの見込める物件を中心に投

資していく方針でありますが、長期金利や不動産市場動向の変動等により期待した利回りやキャピタルゲインを

獲得できない場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、不動産賃貸については、連結子会社である㈱サテライト朝日、㈱テレサイクルサービス長崎等における

競輪の施設運営事業の家賃収入が大きなウエイトを占めておりますが、車券売上の減少等により、当社グループ

の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(ウ）物流事業について 

 物流事業におきましては、売上高が減少しております。このため、残存する営業倉庫については、新規クライ

アントの獲得等により増収策を行うのと同時に、外注委託費の見直し、物流施設の集約化により収益率の向上を

目指しておりますが、これらの対策が実行し得ない可能性があります。 

 また、物流事業においては、他人のために物品を倉庫に保管し、その対価として保管料、荷役料等を収受して

いるため、倉庫業法の規制を受けております。そのため、当該法的規制の変更等があった場合には、当社グルー

プの業績に影響を及ぼす可能性があります。 



(エ）繊維製品製造販売事業について 

(A）国内衣料消費や気象状況の動向によるリスク 

 売上の大部分を国内での百貨店、チェーンストアの売上に依存しており、個人消費の動向、特に衣料品消費

の動向に左右されることが考えられます。また、変化に対応した商品企画に傾注しておりますが、冷夏暖冬等

の気象状況の変化が市場動向を大きく左右することで、商品の売れ残りまたは相当の売上値引並びに売上返品

が発生し、当社グループの業績に影響を及ぼすリスクがあります。 

(B）自然災害や事故における生産リスク 

 大部分を協力メーカーに生産を委託しており、企画時から納品まで随時生産状況の進捗を確認しておりま

す。 

 しかしながら、予想し得ない自然災害や事故等による欠品や納期遅れ等により、当社グループの業績に影響

を及ぼす可能性があります。 

(C）ブランドのライセンス供与中止等によるリスク 

 ライセンスブランドは、ライセンサーとの密接な関係を保ちつつ、綿密な打ち合わせのもと企画生産を行な

っております。しかし、一方的なライセンス供与の中止や契約内容の大きな変更等により、当社グループの業

績に影響を及ぼす可能性があります。これらに伴う商品評価減や売上高の減少、返品調整引当金増大などのリ

スクがあります。 

(D）品質管理に関するリスク 

 厳しい品質管理基準に従って各種製品を提供しておりますが、予測し得えない品質トラブルや製造物責任に

関わる事故が発生した場合は、企業及びブランドイメージが損なわれ、当社グループの業績に影響を及ぼす可

能性があります。 

(E）情報管理に関するリスク 

 直営店及び百貨店等の店頭での顧客管理上、多くの個人情報を保有しております。これらの情報の管理・取

扱いについて子会社である小杉産業㈱のコンプライアンス推進委員会で社内ルールを決定し、管理体制を整え

万全を期しております。しかしながら、情報流出や漏洩が発生した場合は、当社グループの社会的信用を低下

させ、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

(オ）旅行クーポン事業について 

 旅行クーポン事業におきましては、景況感及び景気動向による消費者マインドに左右されるリスクがありま

す。また、商慣行の変更により、大手旅行代理店が発行する旅行クーポンが廃止された場合に、重大な影響を受

ける可能性があります。さらに、その年度における天候によりましても、当社グループの業績に影響を及ぼす可

能性があります。 

③ 資金調達について 

 当社グループは営業活動に必要な資金の調達を、金融機関からの借入による間接金融と、増資等の直接金融にて

行っておりますが、株式市況の変動や金利上昇により、当社グループの資金調達動向や業績に影響を及ぼす可能性

があります。 

④ 海外事業について 

 当社グループは、シンガポールをはじめとする東南アジア地域において投資事業を展開しており、為替レートの

変動により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループが営業を行う地域におけ

る経済成長の停滞や悪化、不安定な政治・経済情勢、投資活動に影響する法律や政策、取引慣行の変更等により、

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

（提出会社） 

 提出会社の主要な契約は、企業価値向上のための資本・業務提携に関するものであり、その内容は次のとおりであ

ります。 

・相手先…㈱タスコシステム（ＪＡＳＤＡＱ上場） 

・基本合意書締結日…平成17年10月28日 

・基本合意書の内容…①経済的支援………………新株予約権800個（６億４千万円）の引受 

②人的支援等………………役員の派遣 

（連結子会社） 

① 当社の連結子会社であるＪファイナンス㈱は、平成17年５月17日に㈱ティーシーエープラザと営業譲受契約を締

結し、旅行宿泊券等の精算サービス事業に進出することとなりました。 

② 当社の連結子会社である小杉産業㈱の主要な契約は製造販売権に関するもので、その内容は次のとおりでありま

す。 

③ 当社の連結子会社である㈱ジェーエヌジェーの主要な契約は製造販売権に関するもので、その内容は次のとおり

であります。 

６【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

・相手方名称………………… ペリーエリス社（米国） 

・権利の内容………………… 紳士・婦人・子供スポーツカジュアルウェア及び肌着・ナイティの製造販売 

・ブランド名………………… ジャンセン 

・ロイヤリティー支払条件… 売上高に対する一定の割合 

・契約期間…………………… 2000年２月１日から2010年１月31日まで 

・相手方名称………………… ＪＮＡＩ（米国） 

・権利の内容………………… 紳士・婦人・子供スポーツカジュアルウェア及び肌着・ナイティの製造販売 

・ブランド名………………… ジャック・ニクラウス 

・ロイヤリティー支払条件… 売上高に対する一定の割合 

・契約期間…………………… 2005年６月１日から2015年６月30日まで 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。文

中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

 当社の経営陣は、特に以下の重要な会計方針又は見積りが、当社の財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす

と判断しております。 

① 商品有価証券、営業用投資有価証券、及び投資有価証券の評価 

 当企業グループにおいて投資事業は重要な位置を占めており、投資の評価にあたっては重要な判断と見積りが

なされております。 

 市場性のある売買目的有価証券は流動資産における「商品有価証券」として保有しており、市場価額で公正に

評価し評価差額を当期の営業損益に計上しております。 

 M＆A目的有価証券は流動資産における「営業用投資有価証券」として保有しており、市場性のあるものについ

ては市場価額で公正に評価し、評価差額を当期の資本の部における「その他有価証券評価差額金」と負債の部に

おける「繰延税金負債」に計上しております。 

 未公開企業の有価証券については、固定資産における「投資有価証券」として計上しており、特に業績が著し

く悪化した投資先においては、将来の回復可能性を考慮しマネジメントの判断により公正価額まで評価損を計上

する方針としています。 

② 繰延税金資産 

 財務諸表と税務上の資産負債との間に生じる一時的な差異に係る税効果については、当該差異の解消時に適用

される法定実効税率を使用して繰延税金資産を計上しております。 

 評価性引当額は、将来税務上減算される一時差異及び繰越欠損金などについて計上した繰延税金資産のうち、

実現が不確実であると考えられる部分に対して設定しています。 

 将来の税金の回収予想額は、当企業グループ各社の将来の課税所得見込み額に基づき各社で算出されます。評

価性引当額差引後の繰延税金資産の実現については、十分な可能性があると考えておりますが、将来の課税所得

見込額の変化により、評価性引当額が変動する場合があります。 

③ たな卸資産 

 販売用不動産については、個別法による原価法を提供しております。また商品については、主として最終仕入

原価法による原価法によっておりますが、季節商品については販売可能価額まで評価減を実施し、これによる評

価減は売上原価に算入しております。 

④ 返品調整引当金 

 連結会計年度末日後に予想される販売した商品の返品による損失に備えるため、連結会計年度末前２ヶ月間の

売上高及び返品の実績率等を基に算出した損失見込額を計上しております。 

⑤ 連結範囲に関する事項、及び持分法の適用に関する事項 

 積極的な投資活動を行なった結果、連結財務諸表作成の基本となる重要な事項として、連結子会社及び持分法

適用の関連会社が変動いたしました。 

・連結子会社は前連結会計年度の10社から37社に増加しました。増加した主な会社は、以下の通りです。 

小杉産業㈱、三生興産㈱、㈱ミナミ、ROTOL SINGAPORE  LTD 

・持分法適用関連会社等は前連結会計年度の１社から５社に増加しました。増加した主な会社は以下の通りで

す。 

㈱コージツ、白石興産㈱、国際航業㈱、SIAM PLANET SATURN CO.,LTD 

(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

① 売上高 

 当社連結グループの中心事業であります、企業活性化を目的とした投資事業売上高5,349百万円、並びに当連

結会計年度において株式取得により小杉産業㈱を連結子会社化した繊維製品製造販売事業売上高25,565百万円が

大きく貢献し、当連結会計年度における売上高は39,520百万円となり、前期と比較して大幅な増収となりまし

た。 

② 売上原価 

 売上原価は、投資事業において59百万円、不動産事業において2,620百万円計上いたしました。また、繊維製

品製造販売事業における商品売上原価等14,957百万円、旅行クーポン事業におけるクーポン仕入高4,320百万

円、物流事業における諸経費259百万円等が発生し、当連結会計年度における売上原価は22,586百万円となり、

売上原価に占める原価率は57.2％となりました。 

 その結果、売上総利益は16,933百万円となり、売上高総利益率は42.8％となりました。 



③ 販売費及び一般管理費 

 新規事業の立ち上げ等を含む事業の拡大及びグループ組織再編等の動きの結果、賃借料、支払手数料等の本部

管理費用が増加しました。また、投資事業における人的資源への先行投資や、連結調整勘定償却も増加し、当連

結会計年度における販売費及び一般管理費は13,985百万円となり、売上高に占める販売費及び一般管理費の割合

は35.3％となりました。 

④ 営業外収益及び費用 

 当連結会計年度において国際航業㈱の株式取得により生じた持分法による投資利益407百万円、主に貸付金か

らの利息である受取利息58百万円、及び外貨建金銭債権の換算等により生じた為替差損益26百万円を計上し、当

連結会計年度における営業外収益は662百万円となりました。 

 一方、新株発行費が104百万円発生しましたが、これは連結財務諸表提出会社において投資・不動産の新規事

業等の運営資金として8,621百万円の公募増資を行い、小杉産業㈱においても無議決権型優先株式の発行（発行

総額2,000百万円）、並びに第三者割当増資（発行総額4,250百万円）を実施したことにより発生したものであり

ます。また、金融機関等からの借入金に伴う支払利息628百万円を計上した結果、当連結会計年度における営業

外費用は808百万円となりました。 

⑤ 特別利益及び損失 

 連結子会社である小杉産業㈱等の株式を一部売却したことによる関係会社株式売却益916百万円、並びに小杉

産業㈱等の新株予約権を売却したことによる投資有価証券売却益1,663百万円を計上しました。また、連結子会

社である小杉産業㈱において、有利子負債削減のための資産売却により固定資産売却益646百万円を計上し、当

連結会計年度における特別利益は3,463百万円となりました。 

 一方、場外車券場を手掛けている連結子会社㈱サテライト朝日の業績が当初計画を下回る結果となり、それに

伴う減損損失を主として連結全体で減損損失1,001百万円を計上しました。また、連結子会社である小杉産業㈱

において、財務構造再編費用263百万円、特別退職金156百万円を計上し、当連結会計年度における特別損失は

1,966百万円となりました。 

 その結果、当連結会計年度のおける当期純利益は2,450百万円、売上高当期純利益率6.2％を達成いたしまし

た。１株当たり当期純利益は46.77円となりました。 

(3）経営成績に重要な影響を与える要因についての分析 

 当社グループは、平成17年３月期より企業活性化支援ビジネスとして投資事業を立ち上げ、投資先の株式評価

益・売却益による利益拡大を進めて参りました。当社グループは当連結会年度における営業利益の大半を投資事業

に依存しており、投資先企業の既存事業とのシナジー効果や、投資先企業の中長期的な企業価値の向上を目指し

て、経営にも関与するハンズオン型投資による事業拡大を目指しておりますが、多額の先行投資を要し、対象企業

を取り巻く事業環境の変化や投資先内部の経営変化がその投資資金の回収スケジュールに影響を及ぼす可能性があ

ります。更に、投資事業は投資先の株式の評価益・売却益であるキャピタルゲインに依存する傾向にありますが、

株式市場の予期せぬ変化による投資先株価の変動は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、当社グループが計画する事業戦略や事業展開は主にM＆Aによるため、企業買収・企業提携、その他必要な

行為を行い、あるいは有効な対策を講じるのが遅れた場合、また何らかの理由でこれを実行し得なかった場合に

は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(4）経営戦略の現状と見通し 

 当社は、2004年４月から2006年３月末までの２年間をグループ事業の第１フェーズとして捉え、資金・人材の投

入による企業活性化支援ビジネスをコア事業に育てて参りましたが、平成18年５月29日付で発表した「中期３ヵ年

事業計画」では、コア事業である投資事業のキャピタルゲインに加え、グループ会社各社からのキャッシュフロー

を重視し、企業価値向上を図っていくことで、株主価値の最大化を目指して参ります。 

 当社グループの経営の基本方針は、十分潜在的な可能性がありながら、成長できていない既存ビジネスに人材、

資金を投入し、活性化を支援することで、その潜在能力を顕在化させることにあります。既存ビジネスの業界慣習

を打ち破り、従来の発想に決して捉われない新たな経営システムが、企業活性化には必要不可欠であると考えてお

ります。当社グループが活性化支援の対象と考える企業は、例えば「技術や人材は揃っているものの、資金面など

の問題で自らの成長モデルを描けない企業」であり、こうした企業に対し、資本・業務提携による資本の注入と、

人材派遣やコンサルティングなどを通じた支援先企業経営への積極的な関与により、既存事業の建て直しを図るの

みにとどまらず、新たなビジネスを創出し、さらにシナジー効果を発揮させ、企業価値の向上を目指して参りま

す。また、支援先企業との資本・業務提携はM＆Aにより行われますが、当該M＆Aは敵対的な株式公開買い付け

（TOB）などによるものではなく、新株発行による第三者割当増資の引受や、新株予約権の取得を基本としており

ます。支援先企業とはあくまで友好的な関係を堅持するというのが、当社グループの基本方針であり、理念であり

ます。 



 今後は、そうした支援先企業が活性化し、成長することから得られるグループ会社各社からの営業キャッシュフ

ローの拡大と、株式市場の変動リスクに左右されないインベストメントバンク事業から得られるフィービジネスの

拡大に注力して参ります。また、投資事業・不動産事業においては、将来の収益機会に向けた投資を引続き促進

し、営業キャッシュフローが投資キャッシュフローを上回り、フリーキャッシュフローの黒字化を達成する計画で

す。 

 このように、コア事業である投資事業のキャピタルゲインに加え、グループ会社各社からのキャッシュフローを

重視し、企業価値向上を図っていくことで、株主価値の最大化を目指して参ります。 

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当連結会計年度のキャッシュフローの状況におきましては、M＆Aや企業活性化投資、不動産投資等を目的として

公募増資等による資金調達を行った一方で、投資、不動産事業部門における仕入れ、国内外への出資の結果、現金

及び現金同等物は前連結会計年度末と比較し6,928百万円増加し、当連結会計年度末には9,394百万円となりまし

た。 

 今後も、金融機関からの借入やCPといった有利子負債と、新株発行による直接金融のバランスを充分考慮しなが

ら、必要な事業資金を機動的に確保していく方針であります。 

(6）経営者の問題認識と今後の方針について 

 今後の当社の課題としては以下のようなものがありますが、これらを着実にクリアすることにより、成長性と安

定性を両立させた収益拡大を目指せるものと考えております。 

① 株式市場の変動リスクに影響されないフィービジネスの拡大による、収益源の多角化 

② 従来のネットワークに加えて新しい紹介先の発掘やグループ企業内での投資情報の共有化等による、投資案件

発掘の強化 

③ 場外車券場運営・賃貸事業のリストラ実施による、不動産事業の黒字化 

④ 企業活性化支援ビジネス推進において最も重要な経営資源である、「専門性の高い人材」の確保 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループでは、当連結会計年度において、子会社の㈱サテライト朝日において、前連結会計年度末に計画して

おりました山形県における競輪場外車券売場施設の工事におきましては追加工事等が発生し、投資予定金額は当初の

1,100百万円から1,279百万円に変更となりました。工事は平成17年６月に完了し、同月からその営業を開始しており

ます。 

 また、子会社の小杉産業㈱において、当連結会計年度の設備投資額は275,964千円であり、その主なものは新本社

内の設備及び器具・備品等の購入203,626千円であります。 

 なお、東京都中央区の本社建物、土地等を売却したことにより売却益360,630千円、大阪府大阪市の弁天商品セン

ター建物、土地等を売却したことにより売却益285,289千円を計上しております。 

 また、埼玉県越谷市の社員寮建物、土地等を売却し、売却損60,146千円を計上しております。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 当社における主要な設備は次のとおりであります。 

 （注） 賃借している営業所、事務所 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業 
員数 
（人） 

建物及び
構築物 
（千円） 

機械装置
及び運搬
具 
（千円） 

土地 
（千円） 
(面積㎡) 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

木場町倉庫 

（名古屋市港区木場町） 

物流事業 

倉庫設備 7,990 － 
369,381 

(4,733.23) 
－ 377,371 － 

浜松営業所 

（浜松市白鳥町） 
倉庫設備 9,100 － 

80,300 

(1,905.15) 
－ 89,400 1 

茨木倉庫 

（茨木市上穂積） 
倉庫設備 59,306 － 

1,037,863 

(3,753.96) 
371 1,097,541 － 

赤坂溜池タワービル 

（港区赤坂） 

（注） 
投資事業及

び不動産事

業 

事業所設備 10,287 － 
－ 

(－) 
25,159 35,446 41 

山王パークタワービル 

（港区赤坂） 

（注） 

事業所設備 24,037 － 
－ 

(－) 
4,654 28,691 8 

名称 賃借料（千円／年） 

赤坂溜池タワービル 55,085 

山王パークタワービル 21,331 

大阪支店 6,664 



(2）国内子会社 

 （注）１ 帳簿価額「その他」欄の主なものは器具及び備品であります。 

２ 従業員数の〔 〕は、臨時従業員数を外書したものであります。 

３ 営業所については全て賃借しております。年間賃借料は名古屋倉庫70,240千円、戸田倉庫17,100千円、千葉

倉庫3,834千円、木場町倉庫4,394千円であります。なお、木場町倉庫については提出会社から賃借している

ものであります。 

４ 建物等は連結会社以外の者から賃借しております。 

５ 土地及び建物の一部は当社子会社の小杉産業㈱から賃借しているものであります。 

６ 上記の他、主要なリース設備として以下のものがあります。  

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 

従業員数 
（人） 建物及び

構築物 

機械装置
及び運搬
具 

土地 
（面積㎡） 

その他 合計 

㈱テレサイク

ルサービス長

崎 

競輪場施設 

（長崎県諫早市） 

不動産事業 
競輪場外車

券売場施設 

288,709 230 
452,910 

(11,064.71) 
185 742,035 

1 

〔7〕

㈱サテライト

朝日 

競輪場施設 

（山形県朝日町） 
424,000 919 

162,000 

(41,982.15) 
941 587,861 

17 

〔4〕

三生興産㈱ 
競輪場施設 

（静岡県伊東市） 
1,317,004 473 

3,232,027 

(122,504.84) 
5,813 4,555,319 

7 

〔34〕

㈱ジェイ・ロ

ジネット 

名古屋営業所他 

（名古屋市北区

他）（注）３ 

物流事業 倉庫設備 8,294 1,734 － 1,287 11,316 
12 

〔4〕

小杉産業㈱ 

本店 

（東京都中央区築

地）（注）４ 

繊維製品製

造販売事業 

事務所 133,574 7 － 73,609 207,191 
220 

〔7〕

松伏商品センター 

（埼玉県北葛飾郡

松伏町） 

商品センタ

ー 
1,376,520 － 

470,342 

(13,697) 
632 1,847,494 

－ 

〔－〕

㈱新潟コスギ

ニット 

関川工場 

（新潟県関川市） 

（注）５ 

工場 14,282 2,609 
27,800 

(4,318) 
－ 45,075 

1 

〔51〕

㈱栃木コスギ

ニット 

矢板工場 

（栃木県矢板市） 

（注）５ 

工場 1,845 4,482 
40,900 

(3,693) 
－ 47,399 

8 

〔16〕

㈱ミナミ 

CITY－１店 他25

店 

（東京都千代田

区） 

営業店舗 468,152 － 
721,159 

(3,886) 
78,904 1,268,215 

115 

〔128〕

会社名 設備の内容 
年間支払リース料 
（千円） 

未経過リース料期末残
高相当額（千円） 

㈱サテライト朝日 
トータリゼータシステ

ム等設備一式 
54,816 456,807 

三生興産㈱ 
トータリゼータシステ

ム等設備一式 
15,766 149,779 

小杉産業㈱及びその子

会社 

コンピュータ及び周辺

機器等 
112,267 367,993 



(3）在外子会社 

 （注） ROTOL SINGAPORE LTD他同社子会社７社では、土地、建物等について賃借しております。年間リース料は約

30,270千円であります。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 

従業員数 
（人） 建物及び

構築物 

機械装置
及び運搬
具 

土地 その他 合計 

ROTOL 

SINGAPORE LTD 

他同社子会社

７社 

（シンガポール） 
その他の事

業 
生産設備等 664,559 88,641 13,248 － 766,449 72 



３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 当連結会計年度末現在において重要な設備の新設の計画はありません。 

(2）重要な設備の除却等 

（注） 「第３ 設備の状況」における本文中及び作表中の金額には消費税等を含んでおりません。 

会社名事業所名 所在地 
事業の種類別セ

グメントの名称 
設備の内容 帳簿価額（千円） 売却の年月 概要 

ジェイ・ブリッ

ジ㈱ 

木場町倉庫 

名古屋市港区 物流事業 土地及び建物等

土地 369,381 

平成18年７月（予定） 資産の効率的活用等 

建物等 7,990 

ジェイ・ブリッ

ジ㈱ 

茨木倉庫 

大阪府茨木市 物流事業 土地及び建物等

土地 1,037,863 

平成18年５月 資産の効率的活用等 

建物等 59,306 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）１．平成16年６月15日開催の定時株主総会決議に基づき、株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数

を減じる旨、定款に定めてあります。 

２．平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、会社が発行する株式の総数は同日

より100,000,000株増加し、220,000,000株となっております。 

②【発行済株式】 

 （注１）完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

 （注２）「提出日現在発行数」欄には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 120,000,000 

計 120,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月30日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 55,475,069株 55,475,069株 
東京証券取引所 

市場第二部 
（注１） 

計 55,475,069株 55,475,069株 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成16年６月15日定時株主総会決議 

 （注） 行使価額の調整 

新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整

し、調整による１円未満の端数は切上げる。 

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合（時価発行として行う公募増資及び新株予約権の行使により

新株を発行する場合は除く。）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端

数は切上げる。 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 949 949 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 949 949 

新株予約権の行使時の払込金額（円） ※（注）１株につき    335 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年６月16日から 

平成21年６月15日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格        335 

資本組入額       168 
同左 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受け

た者は、権利行使時にお

いても、当社の取締役、

執行役員、監査役、顧問

または従業員その他これ

に準ずる地位にあること

を要す。ただし、任期満

了による退任、定年退職

その他これに準ずる正当

な理由のある場合はこの

限りではない。 

② 新株予約権の割当を受け

た者が死亡した場合は、

その死亡時において本人

が行使しうる株式数を上

限として６ヶ月以内（但

し、新株予約権の行使期

間の末日までとする。）

に相続人の行使を認め

る。 

③ その他の条件について

は、本株主総会決議およ

び取締役会決議に基づ

き、当社と対象者との間

で締結する「新株予約権

付与契約書」に定めると

ころによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するときは

取締役会の承認を要するもの

とする。 

同左 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

    
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



② 平成17年６月29日定時株主総会決議 

 （注） 行使価額の調整 

新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整

し、調整による１円未満の端数は切上げる。 

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合（時価発行として行う公募増資及び新株予約権の行使により

新株を発行する場合は除く。）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端

数は切上げる。 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 998 998 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 998 998 

新株予約権の行使時の払込金額（円） ※（注）１株につき  1,966 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年７月29日から 

平成22年７月28日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格       1,966 

資本組入額       983 
同左 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受け

た者は、権利行使時にお

いても、当社または当社

子会社の取締役、執行役

員、監査役、顧問または

従業員その他これに準ず

る地位にあることを要

す。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職その

他これに準ずる正当な理

由のある場合はこの限り

ではない。 

② 新株予約権の割当を受け

た者が死亡した場合は、

その死亡時において本人

が行使しうる株式数を上

限として６ヶ月以内（但

し、新株予約権の行使期

間の末日までとする。）

に相続人の行使を認め

る。 

③ その他の条件について

は、本株主総会決議およ

び取締役会決議に基づ

き、当社と対象者との間

で締結する「新株予約権

付与契約書」に定めると

ころによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するときは

取締役会の承認を要するもの

とする。 

同左 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

    
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注１）第三者割当有償増資 

発行価格        １株につき  58円 

資本組入額       １株につき  29円 

 （注２）第三者割当有償増資 

発行価格        １株につき 142円 

資本組入額       １株につき 71円 

 （注３）転換社債型新株予約権付社債の権利行使によるものであります。 

 （注４）第三者割当有償増資 

発行価格        １株につき 750円 

資本組入額       １株につき 375円 

割当先         コメルツバンク アセット マネージメント アジアリミテッド 

ミノテル インベストメンツ リミテッド 

 （注５）転換社債型新株予約権付社債の権利行使によるものであります。 

 （注６）新株予約権の権利行使によるものであります。 

 （注７）新株予約権の権利行使によるものであります。 

 （注８）旧商法第289条第２項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振替えたものであります。 

 （注９）有償一般募集 

発行価格        1,757円 

発行価額        1,658円 

資本組入額        829円 

 （注10）新株予約権の権利行使によるものであります。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成15年５月31日 

（注１） 
15,000 30,000 435,000 1,185,000 435,000 489,370 

平成16年３月18日 

（注２） 
3,490 33,490 247,790 1,432,790 247,790 737,160 

平成16年３月31日 

（注３） 
468 33,958 30,000 1,462,790 30,000 767,160 

平成16年４月－７月 

（注５） 
10,069 44,028 710,000 2,172,790 710,000 1,477,160 

平成16年８月11日 

（注４） 
3,340 47,368 1,252,500 3,425,290 1,252,500 2,729,660 

平成16年10月－ 

平成17年３月 

（注６） 

1,138 48,506 415,149 3,840,439 414,956 3,144,616 

平成17年４月－９月 

（注７） 
1,322 49,828 438,951 4,279,390 438,544 3,583,160 

平成17年７月31日 

（注８） 
－ 49,828 － 4,279,390 △2,184,506 1,398,653 

平成17年９月22日 

（注９） 
5,200 55,028 4,310,800 8,590,190 4,310,800 5,709,453 

平成17年10月－ 

平成18年３月 

（注10） 

447 55,475 75,096 8,665,286 74,649 5,784,102 



(4）【所有者別状況】 

 （注）１．平成18年３月31日現在において保有する自己株式は15,029株であり、そのうち15,000株は「個人その他」に

150単元を、「単元未満株式の状況」に29株を含めて記載しております。 

２．上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が、152単元含まれております。 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数

（人） 
0 15 38 190 77 13 21,185 21,518 － 

所有株式数 

（単元） 
0 31,651 35,813 17,666 198,396 152 271,037 554,715 3,569 

割合（％） 0 5.7 6.4 3.2 35.8 0.0 48.9 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

コメルツバンク（サウス イ

ースト アジア）リミテッド 
 

8,916 16.07 常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決

済業務室 

103－0026 中央区日本橋兜町６番７号 

日本証券金融株式会社  

取締役社長 増渕 稔 

103－0025 中央区日本橋茅場町１丁目２

－10  
2,285 4.12 

デクシア ビーアイエル デ

クシア トラスト アカウン

ト イーエーエル 

 

1,925 3.47 
常任代理人 株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行カストデイ業務

部 

100－8388 千代田区丸の内２丁目７番１

号  

モルガン・スタンレー・アン

ド・カンパニー・インターナ

ショナル・リミテッド 

 

1,247 2.24 

常任代理人 モルガン・スタ

ンレー証券会社東京支店 

150－6008 渋谷区恵比寿４丁目20番３号

恵比寿ガーデンプレイスタワー  

イーエフジー バンク エス

エー 
 

962 1.73 常任代理人 株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行カストデイ業務

部 

100－8388 千代田区丸の内２丁目７番１

号  

エイチエスビーシー ファン

ド サービシイズ クライア

ンツ アカウント 500 

 

853 1.53 

常任代理人 香港上海銀行東

京支店 
103－0027 中央区日本橋３丁目11番１号 

堤 成基 811－4224 福岡県遠賀郡岡垣町 750 1.35 

シービーロンドン ジェネラ

ル イタリアン レジデント 

トリーテイ ジヤス クライ

アント 

 

738 1.33 

常任代理人 シティバンク・

エヌ・エイ東京支店 
140－8639 品川区東品川２丁目３番14号 

デービーエス バンク リミ

テッド 700112 
 

710 1.27 常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決

済業務室 

103－0026 中央区日本橋兜町６番７号 

モルガン・スタンレーアンド

カンパニーインク 
 

635 1.14 
常任代理人 モルガン・スタ

ンレー証券会社東京支店 

150－6008 渋谷区恵比寿４丁目20番３号

恵比寿ガーデンプレイスタワー  

計  19,024 34.29 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式(自己株式等)」欄の普通株式は、すべて当社保有の自己株式であります。 

２．「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が15,200株含まれております。また、

「議決権数の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数152個が含まれております。 

②【自己株式等】 

③【第三者割当等による取得者の株式の移動状況】 

 前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）に行われた第三者割当増資に関して、割当先よ

り新株式の発効日から２年間については、割当てた株式を他に譲渡した場合、遅滞なく当社に書面で報告する旨

の了解を確約書にて得ております。 

 なお、平成18年３月末現在、当社は平成16年８月11日に第三者割当増資を引受けた株主２社（コメルツバンク

アセット マネージメント アジアリミテッド 引受株数2,540,000株、ミノテル インベストメンツ リミテ

ッド 引受株数800,000株）について、株主名簿上で全株式の移動を確認しております。 

 しかし、当該株主よりの通知がないために譲渡先等については不明であります。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     15,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 55,456,500 554,565 － 

単元未満株式 普通株式      3,569 － 
１単元（100株）未

満の株式 

発行済株式総数 55,475,069 － － 

総株主の議決権 － 554,565 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％） 

（自己保有株式） 

ジェイ・ブリッジ株

式会社 

東京都港区赤坂２丁

目17番７号 
15,000 － 15,000 0.03 

計 － 15,000 － 15,000 0.03 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の

規定、また会社法第361条、387条および238条の規定に基づき、新株予約権を発行する方法によるものでありま

す。 

①（平成16年６月15日定時株主総会決議） 

 旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役、執行役員および幹部社員に対して、特

に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成16年６月15日の定時株主総会において特別決議された

ものであります。 

※（注） 行使価額の調整 

新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整

し、調整による１円未満の端数は切上げる。 

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合（時価発行として行う公募増資及び新株予約権の行使により

新株を発行する場合は除く。）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端

数は切り上げる。 

決議年月日 平成16年６月15日 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役（３名）、執行役員および幹部社員（34名) 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 普通株式2,000,000株を上限とする 

新株予約権の行使時の払込金額（円） ※（注）１株につき335円 

新株予約権の行使期間 新株予約権の発行日の翌日から５年間 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時にお

いても、当社の取締役、執行役員、監査役、顧問ま

たは従業員その他これに準ずる地位にあることを要

す。ただし、任期満了による退任、定年退職その他

これに準ずる正当な理由のある場合はこの限りでは

ない。 

② 新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合は、

その死亡時において本人が行使しうる株式数を上限

として６ヶ月以内（但し、新株予約権の行使期間の

末日までとする。）に相続人の行使を認める。 

③ その他の条件については、本株主総会決議に基づ

き、当社と対象者との間で締結する「新株予約権付

与契約書」に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡制度 
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するも

のとする。 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

既発行株式数 ＋ 
新規発行株式数×１株当り払込金額 

時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



②（平成17年６月29日定時株主総会決議） 

 旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役、監査役、執行役員および幹部社員に対

して、特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成17年６月29日の定時株主総会において特別決

議されたものであります。 

※（注） 行使価額の調整 

新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整

し、調整による１円未満の端数は切上げる。 

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合（時価発行として行う公募増資及び新株予約権の行使により

新株を発行する場合は除く。）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端

数は切上げる。 

決議年月日 平成17年６月29日 

付与対象者の区分及び人数 
当社の取締役及び監査役（７名）、執行役員及び幹部社

員（43名） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 普通株式1,000,000株を上限とする 

新株予約権の行使時の払込金額（円） ※（注）１株につき1,966円 

新株予約権の行使期間 新株予約権の発行日の翌日から５年間 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時にお

いても、当社または当社子会社の取締役、執行役

員、監査役、顧問または従業員その他これに準ずる

地位にあることを要す。ただし、任期満了による退

任、定年退職その他これに準ずる正当な理由のある

場合はこの限りではない。 

② 新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合は、

その死亡時において本人が行使しうる株式数を上限

として６ヶ月以内（但し、新株予約権の行使期間の

末日までとする。）に相続人の行使を認める。 

③ その他の条件については、本株主総会決議および取

締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結す

る「新株予約権付与契約書」に定めるところによ

る。 

新株予約権の譲渡制度 
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するも

のとする。 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

    
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



③（平成18年６月29日定時株主総会決議） 

 会社法第361条、387条及び238条の規定に基づき、当社の取締役及び監査役に対して、特に有利な条件をもっ

て新株予約権を発行することを、平成18年６月29日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

※（注） 新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、新株予約権の行使に際して払込をすべき

１株当たりの金額（以下「行使価額」という。）に対象株式数を乗じた価額とする。 

行使価額は、新株予約権を割当てる日（以下「割当日」という。）の属する月の前月各日（取引が成立しない

日を除く）における東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額（１

円未満の端数は切上げ）とする。ただし、当該金額が当該割当日の前日の終値（取引が成立しない場合はその

前日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。 

なお、新株予約権の割当て後、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、次の算式によ

り行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、新株予約権の割当て後、当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式の処分をする場合（時

価発行として行う公募増資及び新株予約権の行使により新株を発行もしくは自己株式を交付する場合は除く）

は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

なお、自己株式の処分の場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分自己株式数」、「自己株式

数」は「処分前自己株式数」とそれぞれ読み替える。 

さらに、当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他行使価額の調整を必要とする場合に

は、合併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整することができ

る。 

決議年月日 平成18年６月29日 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役及び監査役（人数は未定） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 普通株式400,000株を上限とする 

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（円） ※（注） 

新株予約権の行使期間 
割当日の翌日から５年間の範囲内で、当社取締役会の定

める期間とする 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時にお

いても、当社または当社子会社の取締役、執行役

員、監査役、顧問または従業員その他これに準ずる

地位にあることを要す。ただし、任期満了による退

任、定年退職その他これに準ずる正当な理由のある

場合はこの限りではない。 

② 新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合は、

その死亡時において本人が行使しうる株式数を上限

として６ヶ月以内（但し、新株予約権の行使期間の

末日までとする。）に相続人の行使を認める。 

③ その他の新株予約権の行使の条件については、当社

取締役会において別途定めるところによる。 

新株予約権の譲渡制度 
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するも

のとする。 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割（又は併合）の比率

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

既発行株式数 ＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



④（平成18年６月29日定時株主総会決議） 

 会社法第238条の規定に基づき、当社子会社の取締役及び監査役、当社及び当社子会社の執行役員、顧問およ

び幹部従業員に対して、特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成18年６月29日の定時株主総

会において特別決議されたものであります。 

※（注） 新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、新株予約権の行使に際して払込をすべき

１株当たりの金額（以下「行使価額」という。）に対象株式数を乗じた価額とする。 

行使価額は、新株予約権を割当てる日（以下「割当日」という。）の属する月の前月各日（取引が成立しない

日を除く）における東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額（１

円未満の端数は切上げ）とする。ただし、当該金額が当該割当日の前日の終値（取引が成立しない場合はその

前日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。 

なお、新株予約権の割当て後、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、次の算式によ

り行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、新株予約権の割当て後、当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式の処分をする場合（時

価発行として行う公募増資及び新株予約権の行使により新株を発行もしくは自己株式を交付する場合は除く）

は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

なお、自己株式の処分の場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分自己株式数」、「自己株式

数」は「処分前自己株式数」とそれぞれ読み替える。 

さらに、当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他行使価額の調整を必要とする場合に

は、合併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整することができ

る。 

決議年月日 平成18年６月29日 

付与対象者の区分及び人数 
当社子会社の取締役及び監査役、当社及び当社子会社の

執行役員、顧問および幹部従業員（人数は未定） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 普通株式800,000株を上限とする 

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（円） ※（注） 

新株予約権の行使期間 
割当日の翌日から５年間の範囲内で、当社取締役会の定

める期間とする 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時にお

いても、当社または当社子会社の取締役、執行役

員、監査役、顧問または従業員その他これに準ずる

地位にあることを要す。ただし、任期満了による退

任、定年退職その他これに準ずる正当な理由のある

場合はこの限りではない。 

② 新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合は、

その死亡時において本人が行使しうる株式数を上限

として６ヶ月以内（但し、新株予約権の行使期間の

末日までとする。）に相続人の行使を認める。 

③ その他の条件については、本株主総会決議および取

締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結す

る「新株予約権割当契約書」に定めるところによ

る。 

新株予約権の譲渡制度 
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するも

のとする。 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割（又は併合）の比率

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

既発行株式数 ＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

 （注） 平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、（会社法第165条第

２項の規定に基づく、）取締役会決議によって市場取引等により自己株式を取得することができる。」

旨を定款に定めております。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要政策の一つとして認識しております。 

 当社は、利益及びフリーキャッシュフローの最大化による株式価値の拡大が、株主の皆様への最善の還元策である

と考えております。当社は、期首時点においては前期に引き続き、株主の皆様への配当を目指しておりましたが、期

中において経営の方針を大きく転換し、持株会社化へ移行するとともに投資事業をコア事業とすることに致しまし

た。投資事業に資金を振り向けるべく、今まで以上に内部留保を充実して財務基盤の強化を図るため、当面の間、復

配は見送らせていただくこととなりました。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

回次 第82期 第83期 第84期 第85期 第86期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 545 370 240 1,413 2,115 

最低（円） 204 39 70 156 705 

月別 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

最高（円） 2,080 1,873 1,796 1,890 1,358 993 

最低（円） 1,754 1,660 1,701 970 705 841 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役社

長 
 桝澤 徹 昭和36年５月11日生 

昭和60年４月 和光証券株式会社（現新光証券株

式会社）入社 

平成６年６月 コメルツ銀行マネージャー 

平成10年６月 ＨＳＢＣ銀行バイスプレジデント 

平成11年12月 バークレーズ銀行ディレクター 

平成12年12月 コメルツ銀行ディレクター 

平成15年１月 タイムスクエアベンチャーマネー

ジングディレクター 

平成15年７月 当社執行役員 

平成16年６月 当社取締役 

平成16年７月 当社代表取締役社長（現在に至

る） 

平成17年６月 株式会社ファイ（現トランスデジ

タル株式会社）取締役（現在に至

る） 

平成17年10月 ROTOL SINGAPORE LTD CEO（現在

に至る） 

－ 

取締役  野田 英孝 昭和30年４月５日生 

昭和53年７月 西海機興株式会社取締役 

昭和58年４月 ユナイテッドデータテレコム株式

会社代表取締役 

昭和63年９月 ユーエスアジア駐日代表部駐日代

表 

平成13年６月 シンプレックス・ホールディング

株式会社アドバイザー 

平成13年７月 Ｌ＆Ｍインベストメント・グルー

プ日本代表 

平成15年６月 当社取締役 

平成15年７月 当社専務取締役経営企画室長 

平成16年２月 当社代表取締役社長 

平成16年６月 多摩川電子株式会社取締役 

平成16年７月 当社代表取締役会長 

平成17年１月 株式会社ファイ（現トランスデジ

タル株式会社）取締役（現在に至

る） 

平成17年４月 小杉産業株式会社取締役会長 

平成17年５月 当社取締役会長 

平成18年４月 小杉産業株式会社取締役相談役

（現在に至る） 

平成18年６月 当社取締役（現在に至る） 

10 

取締役 企画本部長 山本 健一郎 昭和37年10月９日生 

昭和60年４月 和光証券株式会社（現新光証券株

式会社）入社 

平成12年４月 エンゼル証券株式会社入社 

平成14年６月 同社取締役 

平成16年４月 フェニックスパートナー株式会社

代表取締役社長 

平成16年６月 当社監査役 

平成17年４月 小杉産業株式会社監査役 

平成17年６月 当社代表取締役副社長 

平成17年６月 多摩川電子株式会社取締役（現在

に至る） 

平成17年８月 株式会社キムラヤセレクト代表取

締役（現在に至る） 

平成17年８月 機動建設工業株式会社取締役（現

在に至る） 

平成17年10月 ROTOL SINGAPORE LTD CEO（現在に

至る） 

平成17年12月 株式会社タスコシステム代表取締

役会長（現在に至る） 

平成18年６月 当社取締役（現在に至る） 

26 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 財務部長 西村 幸浩 昭和42年１月18日生 

平成２年４月 株式会社日本長期信用銀行（現株

式会社新生銀行）入行 

平成16年７月 当社常務執行役員 

平成17年４月 小杉産業株式会社取締役 

平成17年５月 当社常務執行役員財務部長 

平成17年６月 当社取締役副社長 

平成17年６月 株式会社ファイ（現トランスデジ

タル株式会社）取締役（現在に至

る） 

平成17年12月 株式会社タスコシステム取締役

（現在に至る） 

平成18年６月 当社取締役（現在に至る） 

－ 

取締役  瀬戸 厚 昭和45年12月16日生 

平成５年４月 株式会社日本債券信用銀行（現株

式会社あおぞら銀行）入行 

平成９年10月 野村不動産株式会社入社 

平成11年10月 アーンストアンドヤンググローバ

ルフィナンシャルサービス株式会

社入社 

平成16年１月 株式会社新生銀行入行 

平成16年５月 当社常務執行役員関連事業部長 

平成17年４月 小杉産業株式会社代表取締役社長

（現在に至る） 

平成17年６月 当社取締役（現在に至る） 

平成18年２月 株式会社コージツ取締役（現在に

至る） 

－ 

取締役  木元 栄司 昭和32年12月22日生 

昭和57年４月 株式会社日本債券信用銀行入行 

平成17年11月 当社常務執行役員 

平成17年12月 国際航業株式会社執行役員 

平成18年４月 同社執行役員新規事業開発担当事

業推進本部副本部長（現在に至

る） 

平成18年６月 当社取締役（現在に至る） 

－ 

取締役  飛岡 健 昭和19年10月20日生 

昭和50年４月 株式会社現代人間科学研究所所長

（現在に至る） 

昭和59年10月 株式会社キリンビール顧問 

平成７年12月 阿部幸製菓株式会社顧問 

平成８年11月 株式会社ホテルニューアカオ顧問

（現在に至る） 

平成12年12月 株式会社アオキインターナショナ

ル顧問 

平成14年１月 トルマリンインターナショナル株

式会社顧問（現在に至る） 

平成14年２月 株式会社東海ビルメテナス顧問

（現在に至る） 

平成15年６月 株式会社シャルレ社外取締役（現

在に至る） 

平成16年１月 株式会社ジーエスエス顧問（現在

に至る） 

平成16年５月 株式会社シンワ顧問（現在に至

る） 

平成17年１月 タカヤマ金属工業株式会社顧問

（現在に至る） 

平成17年10月 株式会社エココスモ顧問（現在に

至る） 

平成17年11月 株式会社平尾工務店顧問（現在に

至る） 

平成18年６月 当社取締役（現在に至る） 

－ 

常勤監査役  後藤 光男 昭和19年４月８日生 

昭和42年４月 株式会社東海銀行入社 

平成５年２月 同行検査部検査役 

平成12年６月 当社常勤監査役就任（現在に至

る） 

4 

 



 （注）１．取締役飛岡健は「会社法第２条第15号」に定める社外取締役であります。 

２．監査役後藤光男、唐澤稔、小林勝司は「会社法第２条第16号」に定める社外監査役であります。 

３．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、「会社法第329条第２項」に定める補欠

監査役３名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

監査役  唐澤 稔 昭和18年６月26日生 

昭和37年４月 東京国税局入局 

平成５年７月 東京国税局査察部統括国税査察官 

平成12年７月 江東東税務署長 

平成13年７月 退官 

平成13年８月 唐澤税理士事務所開設 

平成17年６月 当社監査役就任（現在に至る） 

－ 

監査役  小林 勝司 昭和22年４月13日生 

昭和46年７月 株式会社協和銀行入行（現株式会

社りそな銀行） 

平成１年１月 同行ニューヨーク支店副支店長 

平成10年６月 あさひ証券株式会社取締役 

平成13年７月 羽田ヒューム管株式会社取締役

（現株式会社ハネックス） 

平成14年７月 りそな決済サービス株式会社監査

室長 

平成18年６月 当社監査役就任（現在に至る） 

－ 

計 40 

氏名 生年月日 略歴 所有株式数（千株） 

池田 隆昭 昭和18年８月24日生 

昭和38年４月 東京国税局入局 

平成８年７月 東京国税局国税調査官 

平成13年７月 佐原税務署長 

平成14年８月 池田税理士事務所所長（現在

に至る） 

－ 

永野 信隆 昭和19年２月22日生 

昭和37年４月 熊本国税局入局 

平成７年７月 東京国税局国税調査官 

平成14年７月 千葉西税務署長 

平成15年９月 永野税理士事務所所長（現在

に至る） 

－ 

齋藤 進 昭和20年２月24日生 

昭和38年４月 仙台国税局入局 

平成７年７月 東京国税局国税調査官 

平成15年７月 日野税務署長 

平成16年９月 齋藤税理士事務所所長（現在

に至る） 

－ 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社グループは、コーポレート・ガバナンスとは「企業の適正かつ効率的な統治と経営の仕組み」と定義してお

り、コーポレート・ガバナンスの強化を図ることが極めて重要な経営課題であるとの認識を持ち、「執行役員制度」

の導入、「アドバイザリーボード」「コンプライアンス委員会」の設置などコーポレート・ガバナンス強化に努めて

おります。 

 今後についても、企業規模や経営環境の変化等に即応できるように、機動的な意思決定、内部統制機能の強化によ

り、監視機能の実効性等を勘案しつつコーポレート・ガバナンスのより一層の充実をはかってまいります。また、経

営の透明性をすべてのステークホルダーの方々に迅速に伝えるための適切な情報開示につきましても、内部体制の充

実強化を図ると共に、経営陣の陣頭指揮のもと積極的に進めております。 

(1）会社の機関の内容 

① 取締役会及び監査役会 

 現在当社取締役は、常勤取締役４名で毎月開催される取締役会（必要に応じて臨時取締役会）に出席し、経営

方針・戦略また重要な業務執行上の決議事項の決定と代表取締役の業務執行の監督を行っております。監査役３

名（社外監査役３名）も取締役会や他の重要な会議に参加し業務の適法性、妥当性の監査を行っております。

尚、社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。 

② 各種委員会の概要 

・アドバイザリーボード 

 外部有識者により、企業経営に対する助言を受けております。 

・コンプライアンス委員会 

 外部顧問３名により、経営の適法性・妥当性への指導助言を受けております。 

③ 業務執行・監視の仕組み 

 平成15年７月より執行役員制度を導入しており、取締役会で選任された執行役員が業務執行を行い、取締役会

をはじめとする各種会議等を通して、取締役が業務執行の監督を行っております。また、業務執行、監督機能等

を強化するプロセスとして、取締役は、アドバイザリーボード及びコンプライアンス委員会より、適宜、業務執

行の監督にあたっての助言等を得ております。 

(2）内部統制システムの整備の状況 

 当社は、法令遵守や企業倫理等、コンプライアンスに基づく業務執行が徹底されるよう、会社法及び会社法施行

規則に基づき、内部統制機能の整備に努めて参ります。法令違反等が報告された場合には、コンプライアンス委員

会が中心となり迅速に調査を開始し、顧問弁護士や会計監査人といった外部の専門家と連携をとり、再発防止に向

けて必要な措置を講じて参ります。 

 具体的な施策は以下の通りであります。 

１．取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 

 コンプライアンス体制にかかる規程を制定し役職員が法令・定款及び当社の社是を遵守した行動をとるための

行動指針を定めます。代表取締役社長が繰り返しその精神を役職員に伝えることにより、法令遵守をあらゆる企

業活動の前提とすることを徹底します。また、その徹底を図るため法務室を設け、全社のコンプライアンスの取

り組みを横断的に統括することとし、同室を中心に役職員教育等を行います。内部監査室は、法務室と連携の

上、コンプライアンスの状況を監査します。これらの活動は定期的に取締役会及び監査役会に報告されるものと

します。 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項 

 文書取扱規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体（以下、文書等といいます）に記

録し、保存します。取締役及び監査役は、文書取扱規程により、常時、これらの文書等を閲覧できるものとしま

す。 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 コンプライアンス、環境、災害、品質、及び情報セキュリティに係るリスクについては、それぞれの担当部署

にて、規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うものとし、組織横断的状況の

監視及び全社的対応は法務室と連携し内部監査室が行うものとします。新たに生じたリスクについては取締役会

においてすみやかに対応責任者となる取締役を定めます。 



４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保することを確保するための体制 

 取締役、使用人が共有する全社的な目標を定め、この浸透を図るとともに、この目標達成に向けて各部門が実

施すべき具体的な目標及び権限分配を含めた効率的な達成の方法を業務担当取締役が定め、ＩＴを活用したシス

テムによりその結果を迅速にデータ化することで、取締役会が定期的にその結果のレビューを実施し、効率化を

阻害する要因を排除・低減するなどの改善を促すことにより、目標達成の確度を高め、全社的な業務の効率化を

実現するシステムを構築します。 

５．当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制 

① 当社及びグループ各社における内部統制の構築を目指し、当社グループ各社全体の内部統制に関する担当部

署を設けると共に、当社及びグループ各社間での内部統制に関する協議、情報の共有化、指示・要請の伝達等

が効率的に行われるシステムを含む体制を構築します。 

② 当社取締役、グループ各社の社長は、各部門の業務施行の適正を確保する内部統制の確立と運用の権限と責

任を有します。 

③ 当社の内部監査室は、当社及びグループ各社の内部監査を実施し、その結果を①の担当部署及び②の責任者

に報告し、①の担当部署は必要に応じて、内部統制の改善策の指導、実施の支援・助言を行います。 

６．監査役会がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制ならびにその使用

人の取締役からの独立性に関する事項 

 監査役は、内部監査室所属の職員に監査業務に必要な事項を命令することができるものとし、監査役より監査

業務に必要な命令を受けた職員はその命令に関して、取締役、内部監査室長等の指揮命令を受けないものとしま

す。 

７．取締役及び使用人が監査役会に報告するための体制その他の監査役会への報告に関する体制 

 取締役または使用人は、監査役会に対して、法定の事項に加え、当社及び当社グループに重大な影響を及ぼす

事項、内部監査の実施状況、内部通報状況及びその内容をすみやかに報告する体制を整備する。報告の方法（報

告者、報告受領者、報告時期等）については、取締役と監査役会との協議により決定する方法とします。 

８．その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 監査役会による各業務執行取締役及び重要な各使用人からの個別ヒヤリングの機会を設けると共に、代表取締

役、監査法人、内部監査室とそれぞれとの間で定期的に意見交換会を開催します。 

(3）リスク管理体制の整備の状況 

 当社では、社内の情報基盤を通じて社員間でリスクに関する情報を共有し、事業活動におけるリスクの予防に努

めて参ります。特に、機密漏洩、違法行為、投資判断のミス等の発生に最大限の注意を払い、迅速な対応方針の決

定が可能となるような事業運営に取り組んでおります。 

内部統制・リスク管理体制 



(4）内部監査及び監査役監査、会計監査人の状況 

① 内部監査 

 「内部監査室」を設置し、コンプライアンスに基づいた業務遂行が成されているか、常時チェックする内部体

制を整えております。 

② 監査役監査 

 当社の監査役会は社外監査役３名で構成することにより、透明性を確保し、経営に対する監視・監査機能を果

たしております。監査役は、社内の重要な会議に出席して、経営者・管理者に対する監視を常時行っておりま

す。 

 監査役監査と内部監査との関連については、「内部監査室」との連携を強化し、内部監査情報の恒常的且つ網

羅的な把握を行って監査効率を上げております。 

③ 会計監査人の概要 

（ⅰ）監査法人名 

国際第一監査法人 

（ⅱ）当社に係る継続監査年数 

２年 

（ⅲ）業務を執行した公認会計士の氏名 

業務執行社員 公認会計士 毛利 優 

業務執行社員 公認会計士 関本 享 

（ⅳ）監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 ２名 

会計士補  ３名 

その他   １名 

(5）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 当社には、社外取締役が１名社外監査役が３名おりますが、会社と社外取締役の間に人的関係、資本関係又は取

引関係その他の利害関係はありません。また、社外監査役につきましては、うち１名が当社子会社の監査役を兼務

しておりますが、当該会社に対して資金の貸付を行っており、平成18年３月末現在の残高は2,173百万円でありま

す。 

(6）役員報酬の内容 

 当事業年度における当社の役員に対する役員報酬は以下のとおりです。 

社内取締役に支払った報酬              323百万円 

社外取締役に支払った報酬              －百万円 

監査役に支払った報酬                10百万円 

(7）監査報酬の内容 

 当事業年度における当社の監査法人に対する監査報酬は以下のとおりです。 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 18.5百万円（連結子会社を含む） 

 それ以外の報酬はありません。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）」

（以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）」（以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）の連結財務諸表及び前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）の財務諸表並びに当連結会計年

度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年

３月31日まで）の財務諸表について、国際第一監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金 ※４   2,466,210     10,941,734   

２．受取手形     2,510     －   

３．営業未収金     109,758     －   

４．売掛金     126,273     －   

５．受取手形及び売掛金 ※４   －     4,153,077   

６．商品有価証券 ※1,4   3,705,804     3,320,327   

７．営業用投資有価証券 ※4,10   500,000     4,840,379   

８．営業出資金     450,000     5,328,864   

９．販売用不動産 ※４   813,655     316,349   

10．商品 ※４   23,848     3,527,709   

11．買取債権     －     486,000   

12．前渡金     1,704,845     460,108   

13．短期貸付金     228,497     5,057,559   

14．関係会社短期貸付金     20,000     205,000   

15．未収入金     365,323     470,593   

16．繰延税金資産     －     37,600   

17．その他     99,407     331,484   

18．貸倒引当金     △2,088     △120,322   

流動資産合計     10,614,046 70.0   39,356,466 60.8 

 



   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産 ※３             

(1）建物及び構築物 ※４   456,230     4,395,724   

(2）機械装置及び運搬具     4,634     101,786   

(3）土地 ※4,8   2,198,694     5,066,591   

(4）建設仮勘定     641,797     －   

(5）その他     14,758     521,596   

計     3,316,115 21.9   10,085,699 15.5 

２．無形固定資産               

(1）連結調整勘定     148,159     2,385,791   

(2）その他     6,826     192,222   

計     154,985 1.0   2,578,013 4.0 

３．投資その他の資産               

(1）投資有価証券 ※４   220,331     1,786,567   

(2）関係会社株式 ※４   146,137     8,863,449   

(3）関係会社社債     266,220     170,500   

(4）出資金 ※2,10   213,000     216,393   

(5）差入保証金 ※４   208,888     1,920,654   

(6）長期貸付金     45,800     52,408   

(7）繰延税金資産     －     32,827   

(8）その他     781     255,859   

(9）貸倒引当金     △24,769     △576,327   

計     1,076,389 7.1   12,722,332 19.7 

固定資産合計     4,547,490 30.0   25,386,045 39.2 

資産合計     15,161,537 100.0   64,742,513 100.0 

    
 



   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．営業未払金     50,573     －   

２．買掛金     33,356     －   

３．支払手形及び買掛金 ※４   －     5,716,217   

４．コマーシャル・ペーパ
ー 

    －     7,300,000   

５．短期借入金 ※４   3,026,820     12,156,727   

６．１年以内に返済すべき
長期借入金 

※４   614,000     749,826   

７．未払法人税等     1,047,429     1,900,085   

８．預り金     517,852     －   

９．匿名組合預り金     110,100     －   

10．新株予約権     54,900     21,000   

11．繰延税金負債     －     434,862   

12．賞与引当金     －     48,178   

13．返品調整引当金     －     556,069   

14．ポイント引当金     －     132,098   

15．その他     103,527     2,291,373   

流動負債合計     5,558,560 36.7   31,306,439 48.4 

Ⅱ 固定負債               

１．社債     －     150,000   

２．長期借入金 ※４   553,334     3,660,973   

３．退職給付引当金     100,824     1,423,944   

４．長期未払金     －     1,192,694   

５．繰延税金負債     －     175,067   

６．土地再評価に係る繰延
税金負債 

※８   178,361     291,718   

７．その他     10,136     36,063   

固定負債合計     842,656 5.5   6,930,463 10.7 

負債合計     6,401,217 42.2   38,236,902 59.1 

    

（少数株主持分）               

少数株主持分     57,685 0.4   5,219,575 8.0 

    
 



   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※７   3,840,439 25.3   8,665,286 13.4 

Ⅱ 資本剰余金     3,144,616 20.8   7,968,609 12.3 

Ⅲ 利益剰余金     1,461,355 9.6   3,446,031 5.3 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※８   259,981 1.7   425,210 0.7 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

    － －   623,458 0.9 

Ⅵ 為替換算調整勘定     － －   163,231 0.3 

Ⅶ 自己株式 ※９   △3,758 △0.0   △5,792 △0.0 

資本合計     8,702,634 57.4   21,286,035 32.9 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    15,161,537 100.0   64,742,513 100.0 

    



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高 ※１   7,322,810 100.0   39,520,037 100.0 

Ⅱ 売上原価     3,265,978 44.6   22,586,346 57.2 

売上総利益     4,056,832 55.4   16,933,691 42.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２   1,144,140 15.6   13,985,202 35.3 

営業利益     2,912,691 39.8   2,948,488 7.5 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息及び受取配当
金 

  20,631     58,628     

２．匿名組合出資利益   22,389     －     

３．持分法による投資利益   －     407,128     

４．その他   18,482 61,504 0.8 196,375 662,133 1.7 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   47,453     628,851     

２．新株発行費   92,132     104,056     

３．社債発行費   23,550     －     

４．その他   16,880 180,016 2.4 75,489 808,396 2.1 

経常利益     2,794,179 38.2   2,802,225 7.1 

Ⅵ 特別利益               

１．固定資産売却益 ※３ 35,184     646,241     

２．関係会社株式売却益   139,014     916,627     

３．投資有価証券売却益   －     1,663,743     

４．賞与引当金戻入益   1,086     －     

５．貸倒引当金戻入益   －     87,591     

６．債務免除益   10,803     －     

７．その他   341 186,428 2.5 149,230 3,463,435 8.8 

    
 



   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失               

１．固定資産売却損 ※４ 133,789     60,482     

２．固定資産除却損 ※５ 11,409     86,609     

３．関係会社株式売却損   －     27,887     

４．投資有価証券評価損   80,000     85,599     

５．営業所移転費用 ※６ 135,662     34,651     

６．財務構造再編費用 ※７ －     263,200     

７．減損損失 ※８ －     1,001,955     

８．特別退職金 ※９ －     156,129     

９．持分変動差損   －     58,359     

10．その他   14,092 374,953 5.1 191,326 1,966,201 5.0 

税金等調整前当期純利益     2,605,654 35.6   4,299,458 10.9 

法人税、住民税及び事業
税 

  1,060,459     2,329,477     

法人税等調整額   29,255 1,089,714 14.9 △566,043 1,763,434 4.5 

少数株主利益     19,100 0.3   85,753 0.2 

当期純利益     1,496,839 20.4   2,450,270 6.2 

    



③【連結剰余金計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     767,160   3,144,616 

Ⅱ 資本剰余金増加高           

１ 新株予約権の行使によ
る新株式の発行 

  2,377,456   4,310,800   

２ 増資による新株の発行   －   513,193   

３ 資本準備金取崩による
増加高 

  － 2,377,456 2,184,506 7,008,499 

Ⅲ 資本剰余金減少高           

１ 資本準備金取崩額   － － 2,184,506 2,184,506 

Ⅳ 資本剰余金期末残高     3,144,616   7,968,609 

   

（利益剰余金の部）           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     2,856   1,461,355 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

１ 当期純利益   1,496,839   2,450,270   

２ 連結追加・除外による
利益剰余金増加高 

  4,301   －   

３ 利益準備金取崩による
増加額 

  － 1,501,141 134,650 2,584,920 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

１ 利益準備金取崩額   －   134,650   

２ 連結範囲の変更に伴う
利益剰余金減少額 

  －   16,709   

３ 利益剰余金から土地再
評価差額金への振替 

  －   149,753   

４ 土地再評価差額金取崩
額等 

  42,642 42,642 299,132 600,244 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     1,461,355   3,446,031 

   



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税金等調整前当期純利益   2,605,654 4,299,458 

減価償却費   62,879 415,839 

減損損失   － 1,001,955 

連結調整勘定償却   13,285 230,604 

軽貨物事業清算損失引当金の減少
額 

  △151,524 － 

退職給付引当金の減少額   △63,667 △377,525 

貸倒引当金の増加額（△減少額）   26,026 △99,934 

賞与引当金の減少額   △10,421 △9,938 

返品調整引当金の調整額   － △892,288 

受取利息及び受取配当金   △42,584 △58,628 

支払利息   69,405 628,851 

投資有価証券評価損   80,000 85,599 

売上債権の減少額（△増加額）   △92,504 220,427 

買取債権の増加額   － △486,000 

たな卸資産の減少額（△増加額）   △838,962 2,148,866 

仕入債務の減少額   △581,936 △2,345,374 

前渡金の減少額（△増加額）   △1,705,336 1,231,019 

商品有価証券の増加額   △1,562,010 △631,994 

商品有価証券の評価損（△益）   △2,143,793 1,035,769 

営業用投資有価証券の増加額   △500,000 △3,879,152 

営業出資金の増加額   △450,000 △4,900,000 

その他の流動資産の減少額（△増
加額） 

  289,965 △1,506,148 

その他の流動負債の増加額   198,311 336,717 

固定資産売却益   △35,184 △646,241 

固定資産売却損   133,789 60,482 

固定資産除却損   11,409 86,609 

営業所移転費用   135,662 34,651 

関係会社株式売却益   △139,014 △916,627 

投資有価証券売却益   － △1,663,743 

新株発行費用   92,132 104,056 

社債発行費用   23,550 － 

持分法投資利益   － △407,128 

持分変動差損   － 58,359 

その他   53,737 620,291 

小計   △4,521,140 △6,221,168 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

利息及び配当金の受取額   40,105 29,373 

利息の支払額   △68,117 △604,184 

法人税等の支払額   △49,385 △1,538,031 

営業所移転費用   △135,662 △34,651 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △4,734,199 △8,368,661 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

投資有価証券の取得による支出   △161,088 △889,545 

投資有価証券の売却による収入   － 2,278,095 

有価証券の売却による収入   230,000 － 

新規連結子会社の取得による支出   △187,377 △1,396,423 

連結子会社の売却による資金の収
入（△支出） 

  △272,321 1,147,326 

関連会社株式等の取得による支出   － △8,061,155 

関連会社社債の償還による収入   － 117,620 

有形固定資産の取得による支出   △864,223 △953,228 

有形固定資産の売却による収入   285,116 4,772,551 

営業権の取得による支出   － △100,000 

出資金の取得による支出   △56,000 － 

出資金の返還による収入   73,200 3,500 

差入保証金の取得による支出   △193,225 △474,913 

差入保証金の返還による収入   83,848 286,400 

無形固定資産の取得による支出   △5,414 △6,434 

貸付金による支出   △1,409,570 △9,749,317 

貸付金の回収による収入   474,483 4,888,006 

その他   7,828 260,059 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,994,745 △7,877,458 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

短期借入金の増減   3,809,234 1,253,598 

長期借入金による収入   560,000 2,134,000 

長期借入金の返済による支出   △758,706 △1,826,274 

CP発行による収入   － 40,500,000 

CP償還による支出   － △33,200,000 

新株予約権付社債の発行による収
入 

  476,450 － 

社債の発行による収入   － 150,000 

株式の発行等による収入   3,870,728 9,593,940 

少数株主からの払込   － 4,851,921 

自己株式の取得による支出   △18,155 △6,744 

財務構造再編費用の支出   － △263,200 

その他   － △12,876 

財務活動によるキャッシュ・フロー   7,939,551 23,174,365 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額   1,210,606 6,928,247 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   1,283,506 2,466,210 

Ⅵ 子会社の新規連結による現金及び現
金同等物減少額 

  △27,902 － 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,466,210 9,394,457 

       



連結財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数  10社 

連結子会社名 

㈱サテライト朝日、ジェイ・ベ

ックス㈱、㈱ジェイ・アセッ

ト、（有）エムイー・サービ

ス・セブン、㈱テレサイクルサ

ービス長崎、ジェイ・キャピタ

ルマネジメント㈱、ＪＢインベ

ストメントパートナーズ㈱、㈲

港ブリッジキャピタル・ワン、

㈲麻布ブリッジキャピタル・ワ

ン、Ｊファイナンス㈱ 

(1）連結子会社の数  37社 

連結子会社名 

㈱ジェイ・アセット、㈱テレサイ

クルサービス長崎、㈱サテライト

朝日、㈲エムイー・サービス・セ

ブン、㈲港ブリッジキャピタル・

ワン、㈲麻布ブリッジキャピタ

ル・ワン、Jファイナンス㈱、ジ

ェイ・ベックス㈱、㈲狸穴ブリッ

ジキャピタル・ワン、有限責任中

間法人ジェービーシーワン、ＪSI

NGAPORE INVESTMENT PTE.,LTD、R

OTOL SINGAPORE LTD、小杉産業

㈱、㈱ミナミ、㈲ニーズ、㈱グッ

ドタイム、㈱グレース南部、㈱フ

ァミリーウエイ、㈱ジェーエヌジ

ェー、㈱コスギファッションネッ

ト、㈱タガラ、㈱新潟コスギニッ

ト、㈱栃木コスギニット、ＪＥＭ

㈱、㈲Ｊインシュランス、三生興

産㈱、㈱ジェイ・ロジネット、㈱

ジェイ・フィナンシャルホールデ

ィングス、その他９社 

 なお、小杉産業㈱、三生興産

㈱、㈱ミナミ、ROTOL  

SINGAPORE LTD他17社は株式の取

得により、㈱ジェイ・ロジネッ

ト、㈱ジェイ・フィナンシャルホ

ールディングス他４社は新規設立

により、㈲狸穴ブリッジキャピタ

ル・ワン他２社は重要性が増した

ため当連結会計年度から連結の範

囲に含めております。 

 また、ジェイ・キャピタルマネ

ジメント㈱、JBインベストメント

パートナーズ㈱は株式の売却によ

り、㈱トレインは清算により連結

の範囲から除いております。 
 (2）非連結子会社   ３社 

主要な非連結子会社 

（有）狸穴ブリッジキャピタ

ル・ワン 

 なお、非連結子会社３社の、

合計の総資産、売上高、当期純

損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等

はいずれも少額であり、連結財

務諸表に及ぼす影響は軽微であ

ります。 

(2）非連結子会社の数 １社 

非連結子会社名 

㈱コージツ 

 なお、㈱コージツは平成18年２

月に取得した株式であり、今期の

連結財務諸表に及ぼす影響は軽微

であります。 

２．持分法の適用に関する事項 (1）持分法適用の関連会社の数  １社

オートキューブ㈱ 

(1）持分法適用の関連会社 ５社 

非連結子会社     １社 

㈱コージツ 

関連会社       ４社 

オートキューブ㈱、白石興産㈱、

SIAM PLANET SATURN CO.,LTD、国際

航業㈱ 

 



項目 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

  白石興産㈱及びSIAM PLANET  

SATURN CO.,LTD、国際航業㈱、㈱

コージツについては、株式の取得

により当連結会計期間より持分法

を適用しております。 
 (2）持分法を適用していない非連結子

会社 

 非連結子会社３社（（有）狸穴ブ

リッジキャピタル・ワン他計３社）

は、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除い

ても連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重要

性がないため、持分法の適用範囲か

ら除外しております。 

(2）持分法を適用していない非連結子

会社 

────── 

３．連結子会社の決算日等に関

する事項 

 すべての連結子会社の事業年度の末

日は、連結決算日と一致しておりま

す。 

 連結子会社のうち小杉産業㈱、㈲ニ

ーズ、㈱ミナミ、㈱グッドタイム、㈱

ファミリーウェイ、㈱ジェーエヌジェ

ー、㈱コスギファッションネット、㈱

新潟コスギニット、㈱栃木コスギニッ

ト及び㈱タガラの決算日は１月31日で

あります。連結財務諸表の作成にあた

っては、同決算日現在の財務諸表を使

用し連結決算日との間に生じた重要な

取引については連結上必要な調整を行

っております。 

 連結子会社のうち、㈱グレース南部

の決算日は12月31日であります。連結

財務諸表の作成に当たっては、同決算

日現在の財務諸表を使用し、連結決算

日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

 ROTOL SINGAPORE LTDグループの決算

日は12月31日であります。連結財務諸

表の作成にあたっては、同決算日現在

の財務諸表を使用し連結決算日との間

に生じた重要な取引については連結上

必要な調整を行っております。 

 それ以外の連結子会社の決算日は、

連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

① 有価証券 

イ．売買目的有価証券 

時価法（売却原価は移動平均法

により算定） 

① 有価証券 

イ．売買目的有価証券 

同左 

 ロ．その他有価証券 

────── 

ロ．その他有価証券 

時価のあるもの・・・期末日の

市場価格等による時価法（評

価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 
 時価のないもの・・・総平均法

による原

価法 

時価のないもの・・・総平均法

による原

価法 

なお、一部の子会社について

は、移動平均法による原価法 

 



項目 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

 ────── ② デリバティブ 

時価法によっております。 
 ③ たな卸資産 

販売用不動産・・・個別法による

原価法 

③ たな卸資産 

販売用不動産・・・同左 

商品・・・主として最終仕入原価

法による原価法によっておりま

すが、季節商品については販売

可能価額まで評価減を実施し、

これによる評価減は売上原価に

算入しております。 

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

① 有形固定資産 

 建物（附属設備を除く）について

は定額法、建物以外については定率

法 

 なお耐用年数及び残存価額は法人

税法の定めと同一の基準によってお

ります。 

① 有形固定資産 

同左 

 ② 無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアについ

て、社内における見込利用可能期間

（５年）による定額法 

② 無形固定資産 

同左 

 ────── ③ 長期前払費用 

 定額法を採用しております。ただ

し、償却年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

(3）重要な引当金の計上方法 ① 貸倒引当金 

 期末の債権残高に対する貸倒れに

備えるため、一般債権について、過

年度の貸倒実績率を基礎とした、将

来の貸倒見積率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

簡便法により、期末における退職給

付債務の見込額（自己都合により退

職する場合の期末要支給額相当額）

を計上しております。 

② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

簡便法により、連結会計年度末にお

ける退職給付債務の見込額（自己都

合により退職する場合の期末要支給

額相当額）を計上しております。 

 なお、一部の子会社については、

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において発生して

いると認められる額を計上しており

ます。 

 過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により

発生年度から費用処理をすることと

しております。 

 数理計算上の差異は、各期の発生

時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌期から費用処理をすること

としております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

   

────── 

③ 返品調整引当金 

 連結会計年度末日後に予想される

販売した商品の返品による損失に備

えるため、連結会計年度末前２ヶ月

間の売上高及び返品の実績率等を基

にして算出した損失見込額を計上し

ております。 
   

────── 

④ 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。 
   

────── 

⑤ 役員退職金引当金 

 役員退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく連結会計年度末要

支給額を計上しております。 
   

────── 

⑥ ポイント引当金 

 ポイントカードにより顧客に付与

したポイントの使用に備えるため、

連結会計年度末において将来使用さ

れると見込まれる額を計上しており

ます。 

(4）重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算

の基準 

  

────── 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。 

 在外子会社等の資産及び負債は、決

算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額は少数株主

持分及び資本の部における為替換算調

整勘定に含めて計上しております。 

(5）リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法   

────── 

① ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理によっ

ております。 

 ただし、金利スワップ取引につい

ては、特例処理の要件を満たしてい

る場合は特例処理を採用しておりま

す。 
   

────── 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段… 

 金利スワップ取引 

・ヘッジ対象… 

 借入金の利息 

 



項目 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

   

────── 

③ ヘッジ方針 

 子会社の一部は、金利相場の変動

に伴うリスクをヘッジする目的でデ

リバティブ取引を利用する方針であ

り、短期的な売買差益を獲得する目

的（トレーディング目的）や投機目

的のために、単独でデリバティブ取

引を利用することは行わない方針で

す。また、デリバティブ取引につい

ての基本方針は取締役会で決定さ

れ、金利スワップ取引の実行及び管

理は経理部が行っております。 
   

────── 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップ取引においては、原

則として、ヘッジ開始時から有効性

判定時点までの期間において、ヘッ

ジ対象のキャッシュ・フローの変動

の累計額とヘッジ手段のキャッシ

ュ・フローの変動の累計額とを比較

し、その比率を基礎に判断しており

ますが、特例処理の要件に該当する

と判定される場合については有効性

の判定を省略しております。 

(7）その他連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜き方式を採用しております。 

ａ．消費税等の会計処理 

 税抜き方式を採用しております。

なお、控除対象外消費税及び地方消

費税は、当期の費用として処理して

おります。 
   

────── 

ｂ．営業用投資有価証券の会計処理 

 当社グループがM＆A事業の営業取

引として営業投資目的で取得した有

価証券については、「営業用投資有

価証券」として「流動資産の部」に

計上しており、かつ、その損益は、

営業損益として表示することとして

おります。 

 なお、当該投資により、一時的に

営業投資先の意思決定機関を支配し

ている要件、及び営業投資先に重要

な影響を与えている要件を満たすこ

ともありますが、その所有目的は営

業投資であり、傘下に入れる目的で

行われていないことから、当該営業

投資先は子会社及び関連会社に該当

しないものとし、連結の範囲に含め

ておらず、また、持分法も適用して

おりません。 
   

────── 

ｃ．連結子会社が管理運営する匿名組

合の連結上の取扱い 

 連結子会社である、㈲狸穴ブリッ

ジキャピタル・ワン、㈲港ブリッジ

キャピタル・ワン、㈲麻布ブリッジ

キャピタル・ワン等は、匿名組合契

約方式による投資事業を行う営業者

であり、匿名組合の資産・負債及び

収益・費用は実質的に営業者には帰

属しないため、連結財務諸表規則第

５条１項第２号の規定に基づき連結

の範囲から除外しております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方

法については全面時価評価法によって

おります。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関す

る事項 

 連結調整勘定の償却については、原

則的に10年間で均等償却しておりま

す。但し、金額が僅少なものについて

は、発生時に一括償却しております。 

 連結調整勘定の償却については、効

果の発現する期間を合理的に見積もり

できるものはその見積り期間に応じ

て、５年∼20年間で均等償却しており

ます。但し、金額が僅少なものについ

ては、発生時一括償却しております。 

７．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。 

同左 



重要な会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適要指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

 これにより税金等調整前当期純利益は1,001,955千円減

少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（貸借対照表関係） 

────── 

（貸借対照表関係） 

１．前連結会計年度まで「受取手形」、「営業未収入

金」、「売掛金」は、それぞれ区分掲記しておりまし

たが、「営業未収金」の金額的重要性が乏しくなった

ため、「受取手形及び売掛金」として一括して表示し

ております。なお、当連結会計年度末の残高は「受取

手形」123,798千円、「営業未収入金」316,447千円、

「売掛金」3,712,831千円であります。 

２．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「営業

未払金」、「買掛金」は金額的重要性が乏しくなった

ため、「支払手形及び買掛金」に含めて表示しており

ます。なお、当連結会計年度末の残高は「支払手形」

441,218千円、「営業未払金」24,149千円、「買掛金」

5,250,848千円であります。 

３．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「預り

金」は金額的重要性が乏しくなったため、流動負債の

「その他」に含めて表示しております。なお、当連結

会計年度末の「預り金」の残高は78,167千円でありま

す。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 売買目的有価証券 

 売買目的有価証券の内訳は次のとおりでありま

す。 

※１ 売買目的有価証券 

 売買目的有価証券の内訳は次のとおりでありま

す。 

商品有価証券 3,705,804千円 

（うち株式 3,705,804千円）

合計 3,705,804千円 

商品有価証券 3,320,327千円 

（うち株式 3,320,327千円）

合計 3,320,327千円 

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

────── 

出資金 6,000千円  

※３ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,180,978千円 

※３ 有形固定資産の減価償却累計額 

6,763,289千円 

※４ 担保に供している資産 

 下記の資産は短期借入金3,477,722千円（一年以内

に返済すべき長期借入金を含む）の担保に供してい

ます。 

※４ 担保に供している資産 

 下記の資産は買掛金13,185千円、短期借入金

11,098,541千円（一年以内に返済すべき長期借入金

を含む）、長期借入金3,096,319千円の担保に供して

います。 

現金及び預金 400,000千円 

商品有価証券 3,305,500千円 

販売用不動産 273,655千円 

建物及び構築物 77,478千円 

土地 1,636,071千円 

合計 5,692,704千円 

現金及び預金 876,679千円 

受取手形及び売掛金 49,358千円 

商品 604,263千円 

投資有価証券 750,732千円 

差入保証金 781,905千円 

建物及び構築物 3,637,062千円 

土地 3,752,826千円 

販売用不動産 285,171千円 

商品有価証券 2,365,350千円 

営業用投資有価証券 1,134,700千円 

関係会社株式 5,498,632千円 

関係会社短期貸付金 300,000千円 

合計 20,036,679千円 

────── ５ 受取手形割引高         723,732千円 

６ 偶発債務 

────── 

６ 偶発債務 

債務保証 

 次の連結子会社以外の会社等の金融機関からの借

入等に対し債務保証を行っております。 

 
保証先 

金額 
（千円） 

内容 

機動建設工業㈱ 1,450,000 借入債務 

㈱双葉 300,000 仕入債務 

㈱TASCOキャピタル 22,994 仕入債務 

白石興産㈱ 18,515 リース債務 

計 1,791,509   

 



前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

損害賠償請求訴訟について 

 平成17年５月12日、東京地方裁判所において、原

告㈱エヌビーシーから、当社を被告として、当社の

旧保有の戸田営業所の建物賃貸契約に係わる移転補

償料請求（請求額約１億86百万円）が提起されまし

た。 

 しかしながら、当社はすでに移転補償料として原

告に１億円を支払っており、合意により支払い義務

のある補償料は全額完済したものと認識しておりま

す。 

 当社としては、今回の提訴は正当性のないものと

考えており、今後裁判において当社の主張が正しい

ことを明らかにする所存であります。 

損害賠償請求訴訟について 

同左 

※７ 発行済株式総数   普通株式   48,506千株 ※７ 発行済株式総数   普通株式   55,475千株 

※８ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を

行っております。なお、評価差額については、当該

評価差額に係る税金相当額を「土地再評価に係る繰

延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に

計上しております。 

・再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第119

号）第２条第４号に定める路線価

及び路線価のない土地は第２条第

３号に定める固定資産税評価額に

基づいて、奥行価格補正等合理的

な調整を行って算出しておりま

す。 

・再評価を行った年月日…平成12年３月31日 

・再評価を行った土地の当期末の時価の合計額が、

当該再評価後の帳簿価額を下回る金額は725,461千

円であります。 

・土地再評価差額金259,981千円は、土地の再評価に

関する法律の規定により、配当に充当することを

制限されております。 

※８ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31

日公布法律34号）及び「土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法

律19号）に基づき、平成12年３月31日（第80期）

付、また平成14年１月31日で事業用の土地の再評価

を行っております。 

 評価差額については、当該評価差額に対する税金

相当額を「土地再評価に係る繰延税金負債」として

負債の部に計上し、これを控除した金額425,210千円

（配当に充当することを制限されております。）を

「土地再評価差額金」として資本の部に計上してお

ります。 

 なお、再評価を行った土地の当期末の時価の合計

額が、当該再評価後の帳簿価額を下回る金額は

210,978千円であります。 

※９ 自己株式数     普通株式    13,579株 ※９ 自己株式数     普通株式    15,029株 

────── ※10 営業用投資有価証券、出資金の中には、当社及び

当社子会社が運営するファンドへの出資が以下のと

おり含まれております。 

営業用投資有価証券 

 キムラヤセレクト再生フ

ァンド 
299,238千円 

狸穴ブリッジファンド 363,600千円 

計 662,838千円 

 出資金 

 ＪＢベンチャー企業再生

ファンド 
206,363千円 

計 206,363千円 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 売上高に含まれる売買目的有価証券損益の内訳 

 
実現損益 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

計 
（千円） 

株券等の損益 917,332 2,143,793 3,061,125 

債券等の損益 － － － 

計 917,332 2,143,793 3,061,125 

※１ 売上高に含まれる売買目的有価証券損益の内訳 

 
実現損益 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

計 
（千円） 

株券等の損益 217,066 △1,035,769 △818,703

債券等の損益 － － －

計 217,066 △1,035,769 △818,703

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの 

給料 279,275千円 

支払手数料 112,370千円 

賃借料 119,481千円 

貸倒引当金繰入額 17,916千円 

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの 

給料 2,667,416千円 

雑給 3,461,618千円 

運搬費 1,143,967千円 

賞与引当金繰入額 96,339千円 

退職給付引当金繰入額 208,917千円 

※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

建物 35,184千円 

※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

 主に当社子会社である小杉産業㈱の中央区日本橋

堀留町及び大坂市港区の土地・建物等の売却に伴う

ものであります。 

※４ 固定資産売却損の主な内容は次のとおりでありま

す。 

土地 121,961千円 

※４ 固定資産売却損の主な内容は次のとおりでありま

す。 

 主に当社子会社である小杉産業㈱の越谷市の土

地・建物等の売却に伴うものであります。 

────── ※５ 固定資産除却損の主な内容は次のとおりでありま

す。 

 器具及び備品 70,775千円 

────── ※６ 営業所移転費用 

 当社子会社の小杉産業㈱の本社及び商品センター

移転費用の内訳は次のとおりであります。 

 器具及び備品除却損 6,846千円 

引越・移設・運搬費

用等 
27,805千円 

計 34,651千円 

────── ※７ 財務構造再編費用 

 当社子会社の小杉産業㈱が資本増強策を実行する

にあたり、①経営改善に関する資本・負債構造の再

編を中心とした財務構造改善スキームの策定、②資

本提携先の発掘、交渉及び実行、③取引金融機関と

の交渉への助言、調整等のアドバイザリー業務にか

かる支出であります。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── ※８ 減損損失 

 当連結会計期間において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上致しました。 

 
場所 用途 種類 

減損損失 
（千円） 

名古屋市港区
木場町 

倉庫設備 土地 163,851 

茨木市上穂積 倉庫設備 
土地及び建
物 

68,865 

浜松市白鳥町 倉庫設備 
土地及び建
物 

55,111 

山形県 
競輪場外車
券売場施設

土地及び建
物等 

642,325 

その他 事業設備 
無形固定資
産 

71,801 

  当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す

最小単位として事業所を基本単位としてグルーピン

グしております。 

 営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであ

る資産グループ及び土地等の時価の下落が著しい資

産グループについては、帳簿価格を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額1,001,955千円を減損損失とし

て特別損失に計上致しました。 

 その内訳は次のとおりであります。 

 建物 547,783千円 

構築物 4,096千円 

器具備品 12,576千円 

土地 365,697千円 

無形固定資産 71,801千円 

計 1,001,955千円 

  なお、資産グループごとの回収可能価額は、正味

売却予想価額又は、路線価を基準に算定した時価に

より評価しています。 

────── ※９ 早期退職措置関連損失 

 早期退職措置関連損失は、早期退職特別優遇措置

による退職者への特別退職金等であり、内訳は次の

とおりであります。 

 特別退職金 137,459千円 

再就職関連費用 18,670千円 

計 156,129千円 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

  （平成17年３月31日現在）

現金及び現金勘定 2,466,210千円 

預入期間が３か月を超える定

期預金 
－  

現金及び現金同等物 2,466,210千円 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

 （平成18年３月31日現在）

現金及び現金勘定 10,941,734千円 

預入期間が３か月を超える定

期預金 
△1,547,277千円 

現金及び現金同等物 9,394,457千円 

２ 重要な非資金取引の内容 

新株予約権付社債に付された

新株予約権の行使による資本

金増加 

710,000千円 

新株予約権付社債に付された

新株予約権の行使による資本

準備金増加 

710,000千円 

新株予約権の行使による新株

予約権付社債減少額 
1,420,000千円 

２ 重要な非資金取引の内容 

────── 

３ 持分の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

 持分の取得により新たに連結したことに伴う連

結開始時の資産及び負債の内訳並びに持分の取得

価額と取得のための支出（純額）との関係は次の

とおりであります。 

[1］㈲エムイー・サービス・セブン（平成16年４月

１日現在） 

 （千円）

流動資産 2,715

固定資産 －

連結調整勘定 －

流動負債 △70

固定負債 －

少数株主持分 －

新規連結子会社株式の取得価

額 
2,645

新規連結子会社現金及び現金

同等物 
△2,715

差引：新規連結子会社取得の

ための支出 
△70

３ 持分の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

 持分の取得により新たに連結したことに伴う連

結開始時の資産及び負債の内訳並びに持分の取得

価額と取得のための支出（純額）との関係は次の

とおりであります。 

[1］小杉グループ９社「小杉産業㈱、㈱トレイン、

㈱グッドタイム、㈱グレース南部、㈱ファミリ

ーウェイ、㈱ジェーエヌジェー、㈱コスギファ

ッションネット、㈱新潟コスギニット、㈱栃木

コスギニット」 

 （千円）

流動資産 10,936,189

固定資産 8,271,140

連結調整勘定 1,976,756

流動負債 △16,815,971

固定負債 △2,893,028

少数株主持分 △1,475,086

新規連結子会社株式の取得価

額 
0

新規連結子会社現金及び現金

同等物 
△1,202,900

差引：新規連結子会社取得に

よる収入 
1,202,900

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

[2］㈱ジェイ・アセット（平成16年９月30日現在） 

 （千円）

流動資産 925,403

固定資産 30,000

連結調整勘定 859

流動負債 △946,262

固定負債 －

少数株主持分 －

新規連結子会社株式の取得価

額 
10,000

新規連結子会社現金及び現金

同等物 
△5,372

差引：新規連結子会社取得の

ための支出 
4,627

[2］三生興産㈱（平成17年11月30日現在） 

 （千円）

流動資産 115,117

固定資産 2,518,631

連結調整勘定 99,788

流動負債 △1,050,742

固定負債 △1,581,794

少数株主持分 －

新規連結子会社株式の取得価

額 
101,000

新規連結子会社現金及び現金

同等物 
△56,073

差引：新規連結子会社取得の

ための支出 
44,927

[3］㈱サテライト朝日（平成16年９月30日現在） 

 （千円）

流動資産 307,831

固定資産 24,000

連結調整勘定 46,222

流動負債 △348,054

固定負債 －

少数株主持分 －

新規連結子会社株式の取得価

額 
30,000

新規連結子会社現金及び現金

同等物 
△5,471

差引：新規連結子会社取得の

ための支出 
24,528

[3］ROTOL SINGAPORE LTD（平成17年12月31日現在） 

 （千円）

流動資産 1,858,457

固定資産 795,456

連結調整勘定 422,512

流動負債 △140,011

固定負債 △343,116

少数株主持分 △942,944

為替換算調整勘定 △53,374

新規連結子会社株式の取得価

額 
1,596,980

新規連結子会社現金及び現金

同等物 
△195,535

差引：新規連結子会社取得の

ための支出 
1,401,445

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

[4］㈱テレサイクルサービス長崎（平成16年９月30

日現在） 

 （千円）

流動資産 10,664

固定資産 788,475

連結調整勘定 105,772

流動負債 △4,912

固定負債 △838,000

少数株主持分 －

新規連結子会社株式の取得価

額 
62,000

新規連結子会社現金及び現金

同等物 
△4,119

差引：新規連結子会社取得の

ための支出 
57,880

[4］㈱ミナミ（平成17年11月30日現在） 

  

 （千円）

流動資産 2,695,538

固定資産 2,453,809

連結調整勘定 △651,690

流動負債 △1,312,370

固定負債 △1,485,247

少数株主持分 －

新規連結子会社株式の取得価

額 
1,700,039

新規連結子会社現金及び現金

同等物 
△494,609

差引：新規連結子会社取得の

ための支出 
1,205,429

[5］ジェイ・ベックス㈱（平成16年９月30日現在） 

 （千円）

流動資産 9,670

固定資産 －

連結調整勘定 592

流動負債 △263

固定負債 －

少数株主持分 －

新規連結子会社株式の取得価

額 
10,000

新規連結子会社現金及び現金

同等物 
△4,653

差引：新規連結子会社取得の

ための支出 
5,347

 

[6］オートキューブ㈱（平成16年９月30日現在） 

 （千円）

流動資産 57,181

固定資産 49,210

連結調整勘定 113,508

流動負債 △57,398

固定負債 △142

少数株主持分 △17,869

新規連結子会社株式の取得価

額 
144,490

新規連結子会社現金及び現金

同等物 
△42,900

差引：新規連結子会社取得の

ための支出 
101,590

 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

[7］ジェイ・キャピタルマネジメント㈱（平成16年

10月１日現在） 

 （千円）

流動資産 20,616

固定資産 322

連結調整勘定 18,109

流動負債 △5,764

固定負債 －

少数株主持分 △7,283

新規連結子会社株式の取得価

額 
26,000

新規連結子会社現金及び現金

同等物 
△14,302

差引：新規連結子会社取得の

ための支出 
11,698

 

４ 株式の売却により連結子会社でなくなった会社の

資産及び負債の主な内訳 

 株式の売却によりオートキューブ㈱が連結子会

社でなくなったことに伴う売却時の資産及び負債

の内訳並びにオートキューブ㈱株式の売却価額と

売却による収入（純額）は次のとおりでありま

す。 

[8］オートキューブ㈱（平成17年３月31日現在） 

 （千円）

流動資産 477,082

固定資産 240,803

繰延資産 3,564

流動負債 △35,241

固定負債 △284,310

少数株主持分 37,083

株式売却益 70,340

オートキューブ㈱社株式の売

却価額 
509,321

オートキューブ㈱社現金及び

現金同等物 
△390,821

差引：売却による収入 118,500

 



（リース取引関係） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── (1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

 
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却累
計相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

車両運搬具 107,767 65,156 42,609 

器具及び備品 1,554,952 577,604 977,348 

合計 1,662,719 642,760 1,019,957 

 (2）未経過リース料期末残高相当額 

 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

１年内 281,726千円 

１年超 738,231千円 

合計 1,019,957千円 

 (3）支払リース料、減価償却費相当額 

 支払リース料 197,976千円 

減価償却費相当額 197,976千円 

 (4）減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数として、残存価額を零とす

る定額法によっております。 



（有価証券関係） 

(1）前連結会計年度（平成17年３月31日） 

① 売買目的有価証券 

② その他有価証券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

③ 時価評価されていない主な有価証券 

④ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

連結貸借対照表計上額（千円） 当連結会計年度の損益に含まれた評価差額（千円） 

3,705,804 2,143,793 

内容 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

(1）非上場株式 220,331 

(2）非上場外国債券 266,220 

(3）匿名組合出資金 500,000 

区分 
１年以内 
（千円） 

１年超５年以内 
（千円） 

５年超10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

債券     

その他 ― 266,220 ― ― 

合計 ― 266,220 ― ― 



当連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

１．売買目的有価証券 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

４．時価評価されていない主な有価証券 

５．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

連結貸借対照表計上額（千円） 当連結会計年度の損益に含まれた評価差額（千円） 

3,320,327 △1,035,769 

  種類 
取得原価 

（千円） 

連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

(1）株 式 1,524,493 2,285,572 761,078 

(2）その他 30,000 30,000 ― 

小計 1,554,493 2,315,572 761,078 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

株 式 921,851 905,474 △16,377 

小計 921,851 905,474 △16,377 

合計 2,476,344 3,221,047 744,702 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

10,285,933 5,645,012 ― 

内容 連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）満期保有目的の債券  

非上場国内債券 50,000 

非上場外国債券 120,500 

(2）その他有価証券  

非上場株式 791,794 

匿名組合出資金 1,973,438 

その他 640,666 

区分 
１年以内 
（千円） 

１年超５年以内 
（千円） 

５年超10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

 債券     

社債 ― 170,500 ― ― 

合計 ― 170,500 ― ― 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

１．取引の状況に関する事項 

① 取引の内容及び利用目的 

当社グループは、資金調達上の金利リスクを回避するため、金利スワップ取引を行っております。 

② 取引に対する取組方針 

当社グループは、変動相場リスクをヘッジする目的でデリバティブ取引を利用する方針であり、短期的な

売買差益を獲得する目的（トレーディング目的）や投機目的のために、単独でデリバティブ取引を利用す

ることはしない方針であります。 

③ 取引に係るリスクの内容 

当社グループが利用している金利スワップ取引は、その後の市場変動による利得の機会を失うことを除き

リスクを有しておりません。また、当社グループのデリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い

国内の銀行であり、相手先の契約不履行による信用リスクは、ほとんどないと判断しております。 

④ 取引に係るリスクの管理体制 

デリバティブ取引についての基本方針は取締役会で決定され、金利スワップ取引の実行及び管理は経理部

が行っております。 

２．取引の時価等に関する事項 

  当社グループが行っているデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されるため、記載の対象から除いて

おります。 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、退職給付制度として、退職一時金制度を採

用しております。 

 当社は小規模企業等に該当するため、退職給付に係

る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成10年６月16日））

に基づき、退職給付債務の算定は、簡便法（期末自己

都合要支給額を退職給付債務とする方法）によってお

ります。 

１．採用している退職給付制度の概要 

  当社グループは、退職給付制度として、退職一時金

制度を採用しております。 

  当社グループは小規模企業等に該当するため、退職

給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審議会 平成10年６月

16日））に基づき、退職給付債務の算定は、簡便法

（期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法）

によっております。 

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項 

  （千円）

イ．退職給付債務 100,824

ロ．会計基準変更時差異の未処理額 －

ハ．退職給付引当金 △100,824

  （千円）

イ．退職給付債務 124,128

ロ．会計基準変更時差異の未処理額 －

ハ．退職給付引当金 △124,128

３．退職給付費用に関する事項 

  （千円）

イ．期末退職給付引当金 △100,824

ロ．期首退職給付引当金 △164,349

ハ．退職金支払額 77,128

ニ．退職給付費用（ロ＋ハ－イ） 

（退職給付引当金繰入額） 

13,604

３．退職給付費用に関する事項 

  （千円）

イ．期末退職給付引当金 △124,128

ロ．期首退職給付引当金 △100,824

ハ．退職金支払額 －

ニ．新規連結子会社分増加 4,670

ホ．退職給付費用（ロ＋ハ－イ－ニ） 

（退職給付引当金繰入額） 

18,633

 ４．採用している退職給付制度の概要（小杉グループ） 

  なお、一部の子会社グループ（小杉産業㈱他10社）

については、確定給付型の制度として、適格退職年金

制度及び退職一時金制度を採用しております。 

 ５．退職給付債務に関する事項（小杉グループ） 

△1,299,816千円 

（注）一部の子会社は退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。 

① 退職給付債務  △1,541,246千円

② 年金資産 109,949千円

③ 未積立退職給付債務（①＋②） △1,431,297千円

④ 未認識数理計算上の差異 320,615千円

⑤ 未認識過去勤務債 △189,135千円

⑥ 連結貸借対照表計上額純額（③＋④＋⑤） 

⑦ 前払年金費用  －千円

⑧ 退職給付引当金（⑥－⑦） △1,299,816千円

 ６．退職給付費用に関する事項（小杉グループ） 

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は「① 勤務費用」に計上しております。 

① 勤務費用 133,831千円

② 利息費用 33,145千円

③ 期待運用収益 △11,358千円

④ 過去勤務債務の費用処理額 △23,641千円

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 72,956千円

⑥ 退職給付費用 204,932千円

 



次へ  

前連結会計年度 
（平成17年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

 ７．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項（小杉グ

ループ） 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

② 割引率 1.5％ 

③ 期待運用収益率 2.0％ 

④ 数理計算上の差異の処理年数 10年 

⑤ 過去勤務債務の処理年数 10年 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 （千円）

退職給付引当金損金算入限度超過額 37,470

未払事業税 6,933

その他 2,992

繰延税金資産小計 47,396

評価性引当額 △47,396

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債合計 －

繰延税金資産の純額 －

  繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。 

繰延税金資産 （千円）

繰越欠損金 6,430,520

未払事業税 145,938

たな卸資産 347,345

貸倒引当金 349,600

減損否認額 175,468

退職給付引当金 554,742

減損否認額（連結時価評価） 863,091

その他 495,005

繰延税金資産小計 9,361,709

評価性引当額 △7,036,771

繰延税金資産合計 2,324,938

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △304,825

借入金（連結時価評価） △895,180

未払金（連結時価評価） △2,477,702

土地（連結時価評価） △27,197

その他 △22,626

繰延税金負債小計 △3,727,530

評価性引当額 863,091

繰延税金負債合計 △2,864,439

繰延税金資産（△負債）の純額 △539,501

流動資産―繰延税金資産 37,600

固定資産―繰延税金資産 32,827

流動負債―繰延税金負債 434,862

固定負債―繰延税金負債 175,067

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため注記を省略しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため注記を省略しております。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は556,153千円であり、その主なもの

は当社の総務・経理部門等の管理部門に係わる費用であります。 

４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,054,292千円であり、その主なものは親会社で

の現金及び預金及び管理部門に係わる資産であります。 

 
物流事業 
（千円） 

不動産事業 
（千円） 

投資事業 
（千円） 

その他の事
業（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高        

(1）外部顧客に対す

る売上高 
696,349 1,755,001 3,704,214 1,167,245 7,322,810 ― 7,322,810 

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

― ― ― ― ― ― ― 

計 696,349 1,755,001 3,704,214 1,167,245 7,322,810 ― 7,322,810 

営業費用 730,145 1,640,940 266,408 1,216,471 3,853,965 556,153 4,410,118 

営業利益及び営業

損失（△） 
△33,795 114,060 3,437,805 △49,225 3,468,844 (556,153) 2,912,691 

Ⅱ 資産、減価償却費

及び資本的支出 
       

資産 2,136,607 4,826,811 9,525,996 73,020 16,562,435 (1,400,897) 15,161,537 

減価償却費 18,685 24,157 38 ― 42,881 ― 42,881 

資本的支出 32,247 3,326 35,574 ― 71,148 ― 71,148 

事業区分 事業内容 

物流事業 保管、荷役、倉庫賃貸、運送事業 

不動産事業 不動産売買、不動産賃貸料収受 

投資事業 有価証券の保有及び運用 

その他の事業 車輌事業・健康食品の輸入販売等 



当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,549,833千円であり、その主なも

のは当社の総務・経理部門等の管理部門に係わる費用であります。 

４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は3,910,458千円であり、その主なものは親会社で

の現金及び預金及び管理部門に係わる資産であります。 

５．事業区分の新設 

事業区分については、従来４区分していましたが、当連結会計年度より営業譲受及び新規連結に伴い「旅行

クーポン事業」及び「繊維製品製造販売事業」の２区分を新設し、計６区分としております。 

 
物流事業 

（千円） 

不動産事業 

（千円） 

投資事業 

（千円） 

旅行クーポ

ン事業 

（千円） 

繊維製品製

造販売事業

（千円） 

その他の事

業 

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は全

社 

（千円） 

連結 

（千円） 

Ⅰ 売上高          

(1）外部顧客に対す

る売上高 
574,536 3,539,961 5,349,649 4,380,306 25,565,301 110,282 39,520,037 ― 39,520,037

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

5,156 ― 57 ― ― 99,940 105,154 △105,154 ―

計 579,693 3,539,961 5,349,707 4,380,306 25,565,301 210,222 39,625,192 △105,154 39,520,037

営業費用 584,579 3,548,650 542,300 4,370,894 25,863,768 216,677 35,126,870 1,444,678 36,571,549

営業利益 △4,886 △8,688 4,807,406 9,411 △298,467 △6,454 4,498,321 △1,549,833 2,948,488

Ⅱ 資産、減価償却費

及び資本的支出 
         

資産 670,059 11,679,668 36,582,290 774,893 19,551,323 159,891 69,418,127 (4,675,614) 64,742,513

減価償却費 4,879 92,300 188 ― 274,712 ― 372,081 12,581 384,662

減損損失 290,969 642,775 ― ― 68,210 ― 1,001,955 ― 1,001,955

資本的支出 ― 673,417 3,391 ― 318,409 22,161 1,017,380 ― 1,017,380

事業区分 事業内容 

物流事業 保管、荷役、倉庫賃貸、運送事業 

不動産事業 不動産売買、不動産賃貸料収受 

投資事業 有価証券の保有及び運用 

旅行クーポン事業 旅行宿泊券、観光券等のサービス事業 

繊維製品製造販売事業 各種繊維二次製品の製造販売事業 

その他の事業 健康食品の輸入販売等 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．韓国の連結子会社でありましたオートキューブ㈱、プレミアモータース㈱は平成17年３月に、連結子会社で

なくなりました。 

２．国又は地域は、地理的接度により区分しております。 

３．本邦以外の区分に属する地域は韓国のみであります。 

４．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は556,153千円であり、その主なもの

は当社の総務・経理部門等の管理部門に係わる費用であります。 

５．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,054,292千円であり、その主なものは親会社で

の現金及び預金であります。 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自平成17年４月１日 至

平成18年３月31日） 

 海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 
日本 
（千円） 

韓国 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高      

(1）外部顧客に対する売

上高 
6,179,767 1,143,043 7,322,810 ― 7,322,810 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
― ― ― ― ― 

計 6,179,767 1,143,043 7,322,810 ― 7,322,810 

営業費用 2,676,653 1,177,312 3,853,965 556,153 4,410,118 

営業利益及び営業損失

（△） 
3,503,114 △34,269 3,468,844 (556,153) 2,912,691 

Ⅱ 資産 16,562,435 ― 16,562,435 (1,400,897) 15,161,537 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

(1）役員及び個人株主等 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

１．金銭消費貸借の利率に関しては市場実勢を勘案検討の上、決定しております。 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

１．上記の金額のうち取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２．顧問料に関しては㈱野田実アソシエイツより提示された価格と市場実勢を勘案検討の上、決定しております。 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

１．上記の金額のうち取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２．顧問料に関してはフェニックスパートナーズ株式会社より提示された価格と市場実勢を勘案検討の上、決定して

おります。 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

１．上記の金額のうち取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２．賃貸料に関しては株式会社チェスナッツコミュニケーションズより提示された価格と市場実勢を勘案検討の上、

決定しております。 

属性 会社名等 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の
内容又
は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 桝澤徹 

99JervoisR 

d Casa 

Jervoise,S

ingapore 

― 

当社代

表取締

役社長 

― ― 
金銭消

費賃貸 

短期貸付金 50,000 短期貸付金 50,000 

受取利息 5 未収入金 5 

属性 会社名等 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の
内容又
は職業 

議決権等の 
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等 

㈱野田

実アソ

シエイ

ツ 

東京都千代

田区永田町

２－10－２

TBR812号 

10,000 

コンサ

ルティ

ング業 

― ― 

経営全

般の顧

問 

顧問料の支

払 
4,700 ― ― 

属性 会社名等 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の
内容又
は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等 

フェニ

ックス

パート

ナー株

式会社 

東京都港区

赤坂１－３

－18コカド

ビル６F 

30,000 

コンサ

ルティ

ング業 

― 
兼任 

１名 

アドバ

イザリ

ー契約 

顧問料の受

取 
38,095 

未収入金 

（顧問料） 
40,000 

属性 会社名等 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の
内容又
は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等 

株式会

社チェ

スナッ

ツコミ

ュニケ

ーショ

ンズ 

東京都港区

赤坂２－17

－７赤坂溜

池タワー９

F 

10,000 
文房具

販売 
― 

兼任 

１名 

不動産

の賃貸 

不動産賃貸

料の受取 
3,074 ― ― 



(2）子会社等 

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

(1）役員及び個人株主等 

（注）野田英孝に対する貸付金は、当社役員貸付金規程に基づいて決定しており、市場金利を勘案して利率を合理的に

決定しております。 

（注）桝澤徹に対する貸付金は、当社役員貸付金規程に基づいて決定しており、市場金利を勘案して利率を合理的に決

定しております。 

（注）山本健一郎に対する貸付金は、当社役員貸付金規程に基づいて決定しており、市場金利を勘案して利率を合理的

に決定しております。 

属性 会社名等 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の
内容又
は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

関連会社 

オート

キュー

ブ㈱ 

韓国 227,282 

車輛・

部品販

売等 

（所有） 

直接 

25.22％ 

間接 

0.00％ 

― ― 

資金の貸付 20,000 
関係会社短

期貸付金 
20,000 

社債の引受 266,220 
関係会社社

債 
266,220 

属性 会社名等 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の
内容又
は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

子会社 

（有）

狸穴ブ

リッジ

キャピ

タル・

ワン 

東京都港区 3,000 投資業 

（所有） 

直接 

100.00％ 

間接 

0.00％ 

― ― 資金の立替 302 立替金 302 

属性 会社名等 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の
内容又
は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 
野田英

孝 
― ― 

当社取

締役会

長 

― ― ― 
短期貸付金 32,339 

 ― ― 
受取利息 444 

属性 会社名等 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の
内容又
は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 桝澤徹 ― ― 

当社代

表取締

役社長 

― ― ― 
短期貸付金 32,444 短期貸付金 

未収収益 

未収金 

50,000 

1,002 

1,008 受取利息 2,455 

属性 会社名等 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の
内容又
は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 
山本健

一郎 
― ― 

当社代

表取締

役副社

長 

― ― ― 

短期貸付金 26,642 

― ― 

受取利息 366 



（注）西村幸浩に対する貸付金は、当社役員貸付金規程に基づいて決定しており、市場金利を勘案して利率を合理的に

決定しております。 

（注）瀬戸厚に対する貸付金は、当社役員貸付金規程に基づいて決定しており、市場金利を勘案して利率を合理的に決

定しております。 

（注）吉舌徹に対する貸付金は、当社役員貸付金規程に基づいて決定しており、市場金利を勘案して利率を合理的に決

定しております。 

(2）子会社等 

属性 会社名等 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の
内容又
は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 
西村幸

浩 
― ― 

当社取

締役副

社長 

― ― ― 
短期貸付金 7,066 

― ― 
受取利息 97 

属性 会社名等 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の
内容又
は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 瀬戸厚 ― ― 
当社取

締役 
― ― ― 

短期貸付金 18,935 
― ― 

受取利息 122 

属性 会社名等 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の
内容又
は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 吉舌徹 ― ― 
当社取

締役 
― ― ― 

短期貸付金 2,100 
― ― 

受取利息 28 

属性 会社名等 住所 
資本金又
は出資金 

事業の
内容又
は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

関連会社 

オート

キュー

ブ㈱ 

韓国 
3,965,065

千ウォン 

車輛・

部品販

売等 

（所有） 

直接 

26.36％ 

間接 

0.00％ 

― ― 

資金の貸付 ― 

 関係会社

短期貸付金 
20,000 

関係会社社

債 
120,500 

社債の引受 ― 未収収益 808 

利息の受取 8,083 未収入金 2,347 

属性 会社名等 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の
内容又
は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

関連会社 
白石興

産㈱ 

宮城県白

石市大畑

一番１の

２ 

80,000 
製麺加

工業 

（所有） 

直接 

47.50％ 

間接 

0.00％ 

兼任 

２名 
― 

社債の引受 50,000 
関係会社社

債 
50,000 

利息の受取 575 未収収益 50 

債務の保証 18,515 
債務の保証

残高 
18,515 経営指導料

収入 
20,000 

属性 会社名等 住所 
資本金又
は出資金 

事業の
内容又
は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

関連会社 

SIAM  

PLANET 

SATURN 

Co.,Ltd 

タイ 
30,000千

バーツ 

電子通

信機器

製造・

販売 

（所有） 

直接 

0.00％ 

間接 

30.00％ 

― ― 

資金の貸付 185,000 
関係会社短

期貸付金 
185,000 

利息の受取 7,938 未収収益 7,938 

資金の立替 211 立替金 211 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 179.46円 １株当たり純資産額 383.81円 

１株当たり当期純利益額 33.47円 １株当たり当期純利益額 46.77円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
32.27円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
45.68円 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円） 1,496 2,450 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,496 2,450 

期中平均株式数（千株） 44,720 52,394 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
    

当期純利益調整額（百万円） － － 

（うち支払利息（税額相当額控除

後）） 
(－) (－) 

（うち事務手数料（税額相当額控除

後）） 
(－) (－) 

普通株式増加数（千株） 1,666 1,246 

（うち転換社債） (399) (－) 

（うち新株予約権） (1,267) (1,246) 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

－  平成17年６月29日株主総会決議、平成

17年７月28日取締役会決議によるスト

ックオプション（新株予約権の数998

個） 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．小杉産業株式会社との資本提携契約の件 

 当社は、小杉産業株式会社の企業活性化支援を目的

として、同社のメインスポンサーに就任することが決

定しました。 

(1）支援の概要 

① 資金支援 

ａ．当社、再生ファンド及び事業提携予定先数社に

よる第三者割当増資の引受 

第三者割当増資の概要 

ｂ．当社による新株予約権の引受 

新株予約権の発行概要 

② 経営面の支援 

ａ．ジェイ・ブリッジグループからの人材及び企業

活性化ノウハウの提供 

ｂ．ジェイ・ブリッジグループの持つあらゆるネッ

トワークの提供による経営支援 

(2）小杉産業株式会社の概要 

・発行株式数 普通株式 50,000,000株 

・発行価額 １株につき85円 

・発行価額の合計 4,250,000,000円 

・割当先 ジェイ・ブリッジ株式会社 

再生ファンド 

事業パートナー 

・申込期間 
平成17年５月31日を目処とす

る。 

・発行日 同上 

・新株予約権の個

数 
70,000個 

・株式の種類及び

株式数 
普通株式 70,000,000株 

・発行価額 １個あたり3,000円 

・発行価額の合計 210,000,000円 

・割当先 ジェイ・ブリッジ株式会社 

・申込期間 
平成17年５月31日を目処とす

る。 

・発行日 同上 

・一株あたり払込

金額 
60円 

・払込金額の総額 4,200,000,000円 

・権利行使期間 発行日より３年間 

① 商号 ：小杉産業株式会社 

② 主な事業内容 ：アパレル製品の企画、生産、販売

および輸出入業務 

③ 設立年月日 ：昭和18年３月６日 

④ 本店の所在地 ：東京都中央区日本橋堀留町２－８

－５ 

⑤ 代表者 ：代表取締役  瀬戸 厚 

⑥ 資本の額 ：22億3,940万円 

１．ストックオプション（第３回新株予約権）の発行条

件等の決定 

 当社の子会社である小杉産業株式会社は、旧商法第

280条ノ20ならびに第280条ノ21の規定に基づき、平成

18年４月27日開催の定時株主総会において決議いたし

ました新株予約権の具体的な発行内容について、同

日、引き続き行なわれた取締役会において、下記のと

おり決定いたしました。 

(1）新株予約権の発行日 平成18年４月27日 

(2）新株予約権の発行数 2,000個（新株予約権１個につ

き1,000株） 

(3）新株予約権の発行価額 無償とする。 

(4）新株予約権の目的たる株式の種類及び数 

同社普通株式2,000,000株 

(5）新株予約権の行使に際して払込価額 

１株につき194円 

(6）新株予約権の行使により発行する株式の発行価額の

総額 388,000,000円 

(7）新株予約権の行使期間 平成20年５月１日から平成

25年４月30日まで 

(8）新株予約権の行使により新たに同社普通株式を発行

する場合の発行価額のうち資本に組み入れない額 

１株につき97円 

(9）割当対象者の人数及び内訳 

２．ストックオプション（第４回新株予約権）の発行条

件等の決定 

 当社の子会社である小杉産業株式会社は、平成18年

４月27日開催の取締役会において、平成17年７月26日

開催の同社臨時株主総会で承認されました旧商法第280

条ノ20ならびに第280条ノ21の規定に基づき、ストック

オプションとして発行する新株予約権の具体的内容に

ついて決議いたしました。 

(1）新株予約権の発行日 平成18年４月27日 

(2）新株予約権の発行数 345個（新株予約権１個につき

1,000株） 

(3）新株予約権の発行価額 無償とする。 

(4）新株予約権の目的たる株式の種類及び数 同社普通

株式345,000株 

割当対象者 人数 割当数 

同社の取締役 ９名 1,360個 

同社の監査役 ３名 60個 

同社の従業員 14名 580個 

合計 26名 2,000個 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

２．ロトール・シンガポール社との資本提携契約の件 

 当社は、アジアにおける企業活性化支援事業を本格

展開するにあたり、平成17年４月７日開催の取締役会

において、シンガポール取引所メインボード上場のシ

ンガポール共和国法人であるロトール・シンガポール

社と資本提携契約の締結を決議いたしました。 

(1）取得株式の内容 

① 第三者割当増資引受けの概要 

② コールオプションによる新株取得の概要 

(2）ロトール社の概要 

ａ．引受株式数 ：110百万株 

ｂ．取得価格の総額 ：Ｓ＄11,000,000 

（約715百万円） 

ｃ．引受け先 ：ジェイ・ブリッジ株式会社及

び再生ファンド 

ｄ．払込期日 ：７月中旬から８月 

ａ．取得可能株式数 ：110百万株（全オプション行

使時） 

ｂ．取得価格の総額 ：Ｓ＄11,000,000 

（約715百万円、全オプション

行使時） 

ｃ．引受け先 ：ジェイ・ブリッジ株式会社及

び再生ファンド 

ｄ．行使期間 ：契約日から24ヶ月以内 

① 商号 ：ロトール・シンガポール 

② 代表者 ：Tan Khee Bak 

③ 所在地 ：17 Tuas Ave9,Jurong,Singapore 

639197 

④ 資本金 ：Ｓ＄16,400,000 

（約1,066百万円） 

⑤ 事業概要 ：カーテンウォール（アルミ製張壁）・

間仕切り壁・外壁タイル等のデザイ

ン、製造、張り付け、塗装（コーティ

ング） 

(5）新株予約権の行使に際して払込価額 １株につき194

円 

(6）新株予約権の行使により発行する株式の発行価額の

総額 66,930,000円 

(7）新株予約権の行使期間 平成19年８月１日から平成

24年７月31日まで 

(8）新株予約権の行使により新たに同社普通株式を発行

する場合の発行価額のうち資本に組み入れない額 

１株につき97円 

(9）割当対象者の人数及び内訳 

３．株式会社ツー・アンド・ワンの子会社化 

 当社の子会社である小杉産業株式会社は、平成18年

５月31日付開催の取締役会において、ゴルフ用品販売

業等の株式会社ツー・アンド・ワンの発行済株式の

100％を取得し、子会社化することを決議しました。 

(1）株式会社ツー・アンド・ワンの概要 

(2）取得株式数等 

割当対象者 人数 割当数 

同社の従業員 46名 295個 

子会社取締役 １名 50個 

合計 47名 345個 

① 主な事業内容 ：ゴルフ用品及びゴルフウェア等の

企画・製造・販売 

② 設立年月日 ：平成２年８月２日 

③ 所在地 ：大阪府大阪市西区新町２－４－２

なにわ筋SIA ビル 

④ 代表者 ：勝又 清之 

⑤ 従業員数 ：127名 

⑥ 資本の額 ：206百万円 

① 取得株式数 ：8,020株 

② 取得価額の総額 ：700百万円 

（１株につき87,281円） 

③ 株式の取得日 ：平成18年５月31日 

④ 株式の取得先 ：OPEパートナーズ株式会社 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．㈱ピーシーデポコーポレーションとの資本、業務提

携の件 

 当社は、平成17年４月20日開催の取締役会におい

て、株式会社ピーシーデポコーポレーションとの間

に、家電・量販の事業再生支援を目的とする合弁会社

の設立に向けて資本・業務提携を進めていくことを決

議いたしました。 

(1）資本提携の内容 

 当社とＰＣデポ社の共同出資による合弁会社を設立

し、家電・量販企業再生事業を強力に推進するための

Driving－Forceとなります。また、ＰＣデポ社との資

本・業務提携をより確実・強固なものとするために、

ＰＣデポ社の実施する第三者割当増資を当社及び有限

会社Ｊ活性化ファンドＩ2005で各２億５千80万円、総

額５億160万円を引き受けます。 

(2）株式会社ピーシーデポコーポレーションの概要 

① 商号 ：株式会社ピーシーデポコーポレーシ

ョン 

② 事業内容 ：パソコン等販売事業、インターネッ

ト関連事業 

③ 設立年月日 ：平成６年８月11日 

④ 本社所在地 ：横浜市港北区新横浜２－３－19 

⑤ 代表者 ：野島 隆久 

⑥ 資本金 ：10億4,601万円 

４．株式会社タスコシステムに対する債務保証 

 当社は、平成18年５月29日開催の取締役会におい

て、投資先である株式会社タスコシステムの銀行借入

に対して債務保証を行うことを決議しました。 

(1）債務保証の内容 

(2）株式会社タスコシステムの概要 

① 被保証人 

（原債務者） 

：株式会社タスコシステム 

② 債権者 ：株式会社中央三井信託銀行 

③ 保証金額 ：20億円 

④ 借入利率 ：2.375％ 

⑤ 保証期間 ：平成18年５月31日から同年10月30

日まで 

⑥ 保証料 ：0.250％ 

⑦ 実行予定日 ：平成18年５月31日 

① 主な事業内容：飲食店経営およびフランチャイズ

本部の運営 

② 設立年月日 ：昭和63年10月 

③ 本店所在地 ：札幌市中央区南一条西二丁目５番

地 

④ 代表者 ：樫埜 由昭 

⑤ 資本の額 ：5,327百万円 

（平成18年３月31日現在） 

４．パチスロメーカーの子会社化の件 

 当社は、平成17年４月26日開催の取締役会におい

て、パチスロメーカーの株式会社イレブンの過半数の

株式を取得し、子会社化することを決議いたしまし

た。 

(1）取得株式数等 

(2）イレブン社の概要 

① 取得株式数 ：260株（所有割合65.0％） 

② 取得価格の総額 ：1,300万円 

（１株につき５万円） 

③ 取得日 ：平成17年５月10日 

① 商号 ：株式会社イレブン 

② 事業内容 ：回胴式遊技機（業務用スロットマシ

ーン）の開発、製造、販売 

③ 設立年月日 ：平成８年８月２日 

④ 本社所在地 ：東京都千代田区外神田６－11－11 

⑤ 代表者 ：根津 友幸 

⑥ 資本金 ：2,000万円 

  

  

  

  

    

    

  

    

    

    

    

    

    

    

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．当社に対する提訴について 

 平成17年５月12日、東京地方裁判所において、原告

㈱エヌビーシーから、当社を被告として、当社の旧保

有の戸田営業所の建物賃貸契約に係わる移転補償料請

求（請求額約１億86百万円）が提起されました。 

 しかしながら、当社はすでに移転補償料として原告

に１億円を支払っており、合意により支払い義務のあ

る補償料は全額完済したものと認識しております。 

 当社としては、今回の提訴は正当性の無いものと考

えており、今後裁判において当社の主張が正しいこと

を明らかにする所存であります。 

６．株式会社ティーシーエープラザの営業譲渡について 

 平成17年５月17日、当社の全額出資子会社であるJフ

ァイナンス株式会社は株式会社ティーシーエープラザ

から、旅行宿泊券等の精算サービスの営業譲渡に係わ

る基本合意契約を締結いたしました。 

(1）Jファイナンスの概要 

(2）ティーシーエープラザの概要 

７．機動建設工業株式会社との資本提携について 

 当社は、機動建設工業株式会社の企業活性化支援を

目的として、平成17年５月23日に同社が発行する新株

予約権の取得を決議いたしました。また、平成17年６

月21日に当該新株予約権の一部を行使しております。 

名称 Jファイナンス株式会社 

主な事業内容 貸金業 

設立年月日 2005年３月 

本店所在地 東京都港区赤坂２－17－７赤坂溜池

タワー９階 

代表者 西村 幸浩 

資本の額 10百万円 

名称 株式会社ティーシーエープラザ 

主な事業内容 旅行クーポン券の精算代行業務 

設立年月日 1999年９月 

住所 東京都千代田区九段南４－１－８ 

代表者 代表取締役社長 石川 太一 

資本の額 50百万円 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）新株予約権取得の概要 

① 取得個数 15,500個（15,500,000株） 

② 取得価額の総額 341百万円 

③ 払込期日 平成17年６月10日 

④ 行使期間 平成17年６月13日から平成

18年６月12日 

⑤ 新株予約権行使時の

一株あたり払込金額 

190円 

⑥ 新株予約権行使時の

払込金額の総額 

2,945百万円 

  

    

    

    

    

    

    

(2）平成17年６月21日の新株予約権行使の概要 

(3）機動建設工業株式会社の概要 

① 行使した予約権個数 2,700個（2,700,000株） 

② 払込金額の総額 513百万円 

③ 当社所有株式が議決

権に占める割合 

17.48％（予定） 

① 商号 ：機動建設工業株式会社 

② 主な事業内容 ：建設事業等 

③ 設立年月日 ：昭和21年10月29日 

④ 本店所在地 ：大阪市福島区福島４丁目６番31号

⑤ 代表者 ：代表取締役社長 木村 信彦 

⑥ 資本の額 ：1,150百万円 

  

  

    

    

    

    

    

    

    

    

    

８．１単元の株式の数の変更の決定について 

 当社は、平成17年５月30日開催の取締役会におい

て、１単元の株式の数について、1,000株から100株に

変更することを決定いたしました。 

 変更の実施日は、平成17年８月１日であります。 

  

  

  

９．小杉産業株式会社の連結子会社化について 

 当社は、平成17年６月29日開催の取締役会におい

て、小杉産業株式会社の株式を新株予約権行使により

取得し、連結子会社化することを決議いたしました。 

(1）取得株式数、取得価額および取得前後の所有株式

の状況 

① 異動前の所有株式数 

       1,570万株 （所有割合20.3％） 

（議決権の数 1,570万株） 

② 取得株式数  

       2,600万株 （取得価額1,560百万円）

（議決権の数 2,600万株） 

③ 異動後の所有株式数 

       4,170万株 （所有割合40.2％） 

（議決権の数 4,170万株） 

(2）日程 

① 平成17年６月29日  取締役会決議 

② 平成17年６月29日  払込日 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．（ ）内書は１年以内の償還予定額であります。 

２．連結決算日後５年間の償還予定額は次のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。なお、平均金利を算定す

る際の利率及び借入金の残高は、当該連結会計年度末のものを使用しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

株式会社ジェイ・ア

セット 

無担保 

普通社債 

2005年９月

30日 
－ 

150,000 

(－) 
5.0 なし 

2007年９月

30日 

合計 － － － 
150,000 

(－) 
－ － － 

１年以内（千円） 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

－ 150,000 － － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 3,026,820 12,156,727 2.229 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 614,000 749,826 2.979 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 553,334 3,660,973 2.597 平成19年～27年 

その他の有利子負債         

コマーシャル・ペーパー（１年以内返済） － 7,300,000 3.317 － 

合計 4,194,154 23,867,526 － － 

 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 802,376 608,521 340,203 816,455 



(2）【その他】 

① 決算日後の状況 

 該当事項はありません。 

② 訴訟 

 当社グループの重要な訴訟については当社に係るもののみであり、その詳細は「２ 財務諸表等 (3）その他

② 訴訟」に記載しております。 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日現在） 
当事業年度 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金 ※１  2,054,014   3,675,552  

２．受取手形   2,510   －  

３．営業未収金   107,972   280,378  

４．商品有価証券 ※１  3,705,804   3,320,255  

５．営業用投資有価証券 ※１  500,000   4,840,379  

６．営業出資金   450,000   5,328,864  

７．販売用不動産 ※１  273,655   211,125  

８．前払費用   16,275   50,402  

９．未収入金   365,187   442,561  

10．関係会社未収入金   111,956   207,190  

11．前渡金   1,512,545   338,927  

12．短期貸付金   －   3,953,000  

13．関係会社短期貸付金 ※１  1,948,500   4,973,760  

14．繰延税金資産   －   589,527  

15．その他 ※６  122,973   82,066  

16．貸倒引当金   △2,088   △862,410  

流動資産合計   11,169,308 78.4  27,431,581 64.8 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物 ※１ 710,070   686,537   

減価償却累計額  567,468 142,602  576,230 110,307  

２．構築物 ※１ 14,114   10,195   

減価償却累計額  11,069 3,045  9,471 724  

３．車両運搬具  78,181   613   

減価償却累計額  73,822 4,358  419 193  

４．器具及び備品  74,766   46,159   

減価償却累計額  61,203 13,562  14,517 31,642  

５．土地 ※1,4  1,746,467   1,487,544  

有形固定資産合計   1,910,036 13.4  1,630,413 3.9 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日現在） 
当事業年度 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

(2）無形固定資産        

１．電話加入権   3,141   －  

２．ソフトウエア   3,234   24,375  

無形固定資産合計   6,376 0.0  24,375 0.1 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   220,331   483,081  

２．関係会社株式 ※１  242,330   12,213,903  

３．関係会社社債   266,220   170,500  

４．関係会社出資金   11,645   11,645  

５．出資金   200,000   206,363  

６．投資損失引当金   －   △60,000  

７．長期前払費用   271   －  

８．差入保証金   203,888   133,522  

９．長期貸付金   45,800   37,200  

10．繰延税金資産   －   43,000  

11．貸倒引当金   △24,769   △18,752  

投資その他の資産合計   1,165,718 8.2  13,220,464 31.2 

固定資産合計   3,082,131 21.6  14,875,252 35.2 

資産合計   14,251,439 100.0  42,306,834 100.0 

        
 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日現在） 
当事業年度 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．営業未払金   50,573   1,884  

２．コマーシャル・ペーパ
ー 

  －   7,300,000  

３．短期借入金 ※１  2,863,722   10,457,715  

４．関係会社短期借入金    －   200,000  

５．１年以内に返済すべき
長期借入金 

※１  614,000   100,000  

６．未払金   27,221   75,288  

７．未払法人税等   992,510   1,839,107  

８．未払事業所税   1,849   －  

９．未払費用   42,794   59,538  

10．前受金   25,992   48,503  

11．預り金   513,943   －  

12．新株予約権   54,900   －  

13．債務保証引当金   －   656,000  

14．その他   －   27,195  

流動負債合計   5,187,507 36.4  20,765,233 49.1 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ※１  －   400,000  

２．退職給付引当金   100,824   64,902  

３．預り保証金   10,136   98  

４．土地再評価に係る繰延
税金負債 

※４  178,361   291,718  

固定負債合計   289,322 2.0  756,719 1.8 

負債合計   5,476,829 38.4  21,521,952 50.9 

        
 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日現在） 
当事業年度 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※３  3,840,439 26.9  8,665,286 20.5 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  3,144,616   5,784,102   

２．その他資本剰余金        

(1）資本準備金減少差益  －   2,184,506   

資本剰余金合計   3,144,616 22.1  7,968,609 18.8 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  134,650   －   

２．当期未処分利益  1,398,681   3,462,679   

利益剰余金合計   1,533,331 10.8  3,462,679 8.2 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※４  259,981 1.8  425,210 1.0 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

   － －  268,888 0.6 

Ⅵ 自己株式 ※５  △3,758 △0.0  △5,792 △0.0 

資本合計   8,774,609 61.6  20,784,882 49.1 

負債資本合計   14,251,439 100.0  42,306,834 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．倉庫・運送事業収入  696,349   308,173   

２．不動産関連売上高  1,686,208   2,554,708   

３．商品有価証券運用益  3,061,125   △818,703   

４．営業用投資有価証券等
収益 

 207,936   5,871,989   

５．その他売上高  265,783 5,917,403 100.0 198,633 8,114,802 100.0

Ⅱ 売上原価        

１．倉庫・運送事業原価  730,145   322,588   

２．不動産関連売上原価 ※４ 1,408,240   2,258,517   

３．その他売上原価  95,360 2,233,745 37.7 23,023 2,604,129 32.1

売上総利益   3,683,657 62.3  5,510,673 67.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１       

１．役員報酬  50,047   321,835   

２．給料手当  176,123   427,094   

３．退職給付引当金繰入額  3,007   8,734   

４．福利厚生費  30,618   43,891   

５．租税公課  77,940   179,186   

６．事業所税  539   800   

７．減価償却費  6,459   14,004   

８．貸倒引当金繰入額  26,284   5,146   

９．支払手数料  －   421,227   

10．賃借料  －   107,066   

11．その他  335,833 706,855 12.0 330,538 1,859,527 22.9

営業利益   2,976,802 50.3  3,651,146 45.0

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息 ※４ 20,951   136,110   

２．受取配当金  701   6,268   

３．匿名組合出資利益  22,389   －   

４．為替差益  －   22,104   

５．雑収入  2,909 46,952 0.8 19,135 183,618 2.3

 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  40,243   331,854   

２．新株発行費用  92,132   29,133   

３．社債発行費用  23,550   －   

４．雑損失  6,965 162,892 2.8 589 361,577 4.5

経常利益   2,860,862 48.3  3,473,186 42.8 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益  35,184   －   

２．投資有価証券売却益  －   1,393,000   

３．関係会社株式売却益  70,340   835,640   

４．賞与引当金戻入益  1,086   －   

５．その他  － 106,610 1.8 13,463 2,242,103 27.6

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産売却損 ※３ 131,351   －   

２．固定資産除却損 ※２ 11,409   7,426   

３．投資有価証券評価損  80,000   67,000   

４．減損損失 ※５ －   289,640   

５．関係会社株式売却損  －   49,999   

６．貸倒引当金繰入額 ※４ －   849,158   

７．投資損失引当金繰入額 ※４ －   60,000   

８．債務保証引当金繰入額 ※４ －   656,000   

９．営業所移転費用  135,662   －   

10．その他  － 358,423 6.0 53,897 2,033,121 25.0

税引前当期純利益   2,609,049 44.1  3,682,168 45.4 

法人税、住民税及び事業
税 

 1,006,677   2,291,233   

法人税等調整額  29,255 1,035,932 17.5 △703,643 1,587,590 19.6 

当期純利益   1,573,116 26.6  2,094,578 25.8 

前期繰越利益   －   1,398,681  

前期繰越損失   131,793   －  

利益準備金取崩額   －   134,650  

土地再評価差額金取崩額   42,642   165,229  

当期未処分利益   1,398,681   3,462,679  

        



③【利益処分計算書】 

利益処分計算書   

   
前事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年6月29日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年6月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（当期未処分利益の処分）           

Ⅰ 当期未処分利益     1,398,681   3,462,679 

Ⅱ 利益処分額     ―   ― 

Ⅲ 次期繰越利益     1,398,681   3,462,679 

      

（その他資本剰余金の処分）           

Ⅰ その他資本剰余金     ―   2,184,506 

Ⅱ その他資本剰余金処分額     ―   ― 

Ⅲ その他資本剰余金次期繰
越額 

    ―   2,184,506 

      



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (2）売買目的有価証券 

時価法（売却原価は移動平均法によ

り算定） 

(2）売買目的有価証券 

同左 

 (3）その他有価証券 

時価のあるもの    － 

(3）その他有価証券 

時価のあるもの…期末日の市場価格

等による時価法

（評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定） 

 時価のないもの…総平均法による原

価法 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）販売用不動産…個別法による原価法 (1）販売用不動産    同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 建物（附属設備を除く）については

定額法、建物以外については定率法 

 なお耐用年数及び残存価額は法人税

法の定めと同一の基準によっておりま

す。 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアについて、

社内における見込利用可能期間（５

年）による定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

４．繰延資産の処理方法 (1）新株発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。 

(1）新株発行費 

同左 

 (2）社債発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。 

  

────── 

５．収益及び費用の計上基準 (1）営業用投資有価証券等収益 

 営業用投資有価証券等収益には、投

資育成目的の営業投資有価証券、営業

出資金の売上高（ネット表示）、受取

配当金及び受取利息等を計上しており

ます。 

(1）営業用投資有価証券等収益 

同左 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 期末の債権残高に対する貸倒れに備

えるため、一般債権について、過年度

の貸倒実績率を基礎とした、将来の貸

倒見積率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、簡

便法により、期末における退職給付債

務の見込額（自己都合により退職する

場合の期末要支給額相当額）を計上し

ております。 

(2）退職給付引当金 

同左 

 (3） 

────── 

(3）債務保証引当金 

 債務保証による損失に備えるため、

保証先の資産内容等を勘案して必要額

を計上しております。 

 (4） 

────── 

(4）投資損失引当金 

 投資先の財政状況・資産状況の悪化

に伴う損失発生に備えるため、損失負

担見込額を計上しております。 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に準じた会計処理によっております。 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の処理方法 

 税抜き方式を採用しております。 

(1）消費税等の処理方法 

 税抜き方式を採用しております。な

お、控除対象外消費税及び地方消費税

は、当期の費用として処理しておりま

す。 

 (2） 

────── 

(2）営業用投資有価証券の会計処理 

 当社がＭ＆Ａ事業の営業取引として

営業投資目的で取得した有価証券につ

いては、「営業用投資有価証券」とし

て「流動資産の部」に計上しており、

かつ、その損益は、営業損益として表

示することとしております。 

 なお、当該投資により、一時的に営

業投資先の意思決定機関を支配してい

る要件、及び営業投資先に重要な影響

を与えている要件を満たすこともあり

ますが、その所有目的は営業投資であ

り、傘下に入れる目的で行われていな

いことから、当該営業投資先は子会社

及び関連会社に該当しないものとし、

連結の範囲に含めておらず、また、持

分法も適用しておりません。 



重要な会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適要指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

 これにより税引前当期純利益は289,640千円減少してお

ります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（貸借対照表関係） 

① 匿名組合出資金の表示方法の変更 

 証券取引法及び証券取引法施行令が改正され、一定の

匿名組合契約上の権利が証券取引法上の有価証券として

取扱われることとなったこと及び当社の事業として匿名

組合出資金の転売を業と行うことから、当中間会計期間

までは、投資その他の資産の「匿名組合出資金」として

表示しておりました投資事業組合の出資金（当中間会計

期間末360,000千円）について、平成16年12月１日より流

動資産の「営業用投資有価証券」として表示しておりま

す。 

② 出資金の表示方法の変更 

 組合契約に基づく出資金のうち、転売が可能なもの

を、当中間期間までは投資その他の資産の「出資金」と

して表示しておりましたが（当中間会計期間末300,000千

円）、当社が転売を業として行うため、下期より流動資

産の「営業出資金」として表示しております。 

（貸借対照表関係） 

① 前期まで流動資産の「その他」に含めて表示してお

りました「短期貸付金」は、当期において、資産の総額

の100分の１を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前期末の「短期貸付金」は20,000千円でありま

す。 

② 「未払事業所税」、「預り金」の表示方法の変更 

 前期まで区分掲記しておりました「未払事業所税」

（当期末残高1,489千円）は金額的重要性が乏しくなった

ため、流動負債の「未払金」に含めて表示することにし

ました。 

 前期まで区分掲記しておりました「預り金」（当期末

残高26,795千円）は負債及び資本の合計額の100分の１と

なったため、流動負債の「その他」に含めて表示するこ

とにしました。 

（損益計算書関係） 

① 「営業収益」「営業費用」「一般管理費」の表示方

法の変更 

 当期から既存事業（倉庫業、不動産事業）の他、新規

事業としての投資事業を行うようになったため、「営業

収益」を「売上高」として、「営業費用」を「売上原

価」として、また「一般管理費」を「販売費及び一般管

理費」として表示しております。 

（損益計算書関係） 

① 前期まで販売費及び一般管理費の「その他」に含め

て表示しておりました「支払手数料」は、販売費及び

一般管理費の総額の100分の５を超えたため区分掲記し

ました。 

 なお、前期における「支払手数料」の金額は78,759

千円であります。 

② 前期まで販売費及び一般管理費の「その他」に含め

て表示しておりました「賃借料」は、販売費及び一般

管理費の総額の100分の５を超えたため区分掲記しまし

た。 

 なお、前期における「賃借料」の金額は60,135千円

であります。 



追加情報 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（外形標準課税） ────── 

   「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当期から「法人事業税における外形標準課

税部分の実務上の取扱い」（平成16年２月13日企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号）に従い、法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に

計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が17,039千円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、17,039千円

減少しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日現在） 

当事業年度 
（平成18年３月31日現在） 

１．※１ 下記の資産は短期借入金3,477,722千円（一年

以内に返済すべき長期借入金を含む）の担保に供し

ています。 

１．※１ 下記の資産は短期借入金10,353,715千円（一

年以内に返済すべき長期借入金を含む）、長期借入

金400,000千円の担保に供しています。 

現金及び預金 400,000千円

商品有価証券 3,305,500千円

販売用不動産 273,655千円

建物及び構築物 77,478千円

土地 1,636,071千円

計 5,692,704千円

建物 58,387千円

構築物 469千円

土地 1,037,863千円

販売用不動産 179,946千円

商品有価証券 2,365,350千円

営業用投資有価証券 1,134,700千円

関係会社株式 5,468,632千円

関係会社短期貸付金 300,000千円

計 10,545,799千円

２．保証債務 

 次の連結子会社について金融機関からの借入に対し

債務保証を行っております。 

２．保証債務 

 次の連結子会社等について金融機関からの借入等に

対し債務保証を行っております。 

損害賠償請求訴訟について 

 平成17年５月12日、東京地方裁判所において、原告

㈱エヌビーシーから、当社を被告として、当社の旧保

有の戸田営業所の建物賃貸契約に係わる移転補償料請

求（請求額約１億86百万円）が提起されました。 

 しかしながら、当社はすでに移転補償料として原告

に１億円を支払っており、合意により支払い義務のあ

る補償料は全額完済したものと認識しております。 

 当社としては、今回の提訴は正当性の無いものと考

えており、今後裁判において当社の主張が正しいこと

を明らかにする所存であります。 

保証先 
金額 
（千円） 

内容 

㈱テレサイクル

サービス長崎 
560,000 借入債務 

計 560,000  

保証先 
金額 
（千円） 

内容 

小杉産業㈱ 1,000,000 借入債務 

機動建設工業㈱ 1,450,000 借入債務 

㈱タガラ  294,933 リース・仕入債務

㈱ミナミ 130,240 リース債務 

㈱双葉 300,000 仕入債務 

㈱TASCOキャピタ

ル 
22,994 仕入債務 

㈱サテライト朝

日 
344,000 借入債務 

㈱ジェイ・アセ

ット 
95,000 借入債務 

Ｊファイナンス

㈱ 
1,700,000 借入債務 

白石興産㈱  18,515 リース債務 

三生興産㈱ 975,000 借入債務 

㈱テレサイクル

サービス長崎 
560,000 借入債務 

計 6,890,682  

損害賠償請求訴訟について 

 平成17年５月12日、東京地方裁判所において、原告

㈱エヌビーシーから、当社を被告として、当社の旧保

有の戸田営業所の建物賃貸契約に係わる移転補償料請

求（請求額約１億86百万円）が提起されました。 

 しかしながら、当社はすでに移転補償料として原告

に１億円を支払っており、合意により支払い義務のあ

る補償料は全額完済したものと認識しております。 

 当社としては、今回の提訴は正当性の無いものと考

えており、今後裁判において当社の主張が正しいこと

を明らかにする所存であります。 

 



前事業年度 
（平成17年３月31日現在） 

当事業年度 
（平成18年３月31日現在） 

３． ※３ 授権株式数 普通株式 120,000千株

  発行済株式数 普通株式 48,506千株

３．※３ 授権株式数 普通株式 120,000千株

  発行済株式数 普通株式 55,475千株

４．※４ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31

日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評

価を行っております。なお、評価差額については、

当該評価差額に係る税金相当額を「土地再評価に係

る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを

控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の

部に計上しております。 

４．※４ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31

日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評

価を行っております。なお、評価差額については、

当該評価差額に係る税金相当額を「土地再評価に係

る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを

控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の

部に計上しております。 

・再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第119

号）第２条第４号に定める路線価

及び路線価のない土地は第２条第

３号に定める固定資産税評価額に

基づいて、奥行価格補正等合理的

な調整を行って算出しておりま

す。 

・再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第119

号）第２条第４号に定める路線価

及び路線価のない土地は第２条第

３号に定める固定資産税評価額に

基づいて、奥行価格補正等合理的

な調整を行って算出しておりま

す。 

・再評価を行った年月日…平成12年３月31日 ・再評価を行った年月日…平成12年３月31日 

・再評価を行った土地の当期末の時価の合計額が、

当該再評価後の帳簿価額を下回る金額は 

725,461千円であります。 

・土地再評価差額金425,210千円は、土地の再評価に

関する法律の規定により、配当に充当することを

制限されております。 

・土地再評価差額金259,981千円は、土地の再評価に

関する法律の規定により、配当に充当することを

制限されております。 

 

５．※５ 当社が保有する自己株式の数は普通株式 

13,579株であります。 

５．※５ 当社が保有する自己株式の数は普通株式

15,029株であります。 

６．※６ 関係会社項目 ６．※６ 関係会社項目 

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。 

流動資産「その他」 15,573千円 

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。 

流動資産「その他」 57,585千円 

貸倒引当金     844,558千円 

投資損失引当金   60,000千円 

債務保証引当金   656,000千円 

未払金       15,009千円 

７．配当制限資産 ７．配当制限資産 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は1,531,250千円で

あります。 

 旧商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は1,351,346千円

であります。 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．※１ 販売費及び一般管理費 

 販売費に属する費用のおおよその割合は32.0％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は68.0％

であります。 

 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

１．        ────── 

役員報酬 50,047千円 

給料 169,763千円 

雑給 5,844千円 

法定福利費 21,447千円 

通信交通費 20,836千円 

租税公課 78,479千円 

支払手数料 78,759千円 

賃借料 60,135千円 

減価償却費 6,459千円 

貸倒引当金繰入 26,284千円 

    

    

    

    

    

    

    

    

２．※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりでありま

す。 

２．※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりでありま

す。 

建物 7,165千円 

車輌運搬具 1,586千円 

器具備品 2,657千円 

計 11,409千円 

建物 1,511千円 

構築物 128千円 

車輌運搬具 2,264千円 

器具備品 3,521千円 

計 7,426千円 

３．※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりでありま

す。 

３．        ────── 

土地 121,961千円 

その他 9,390千円 

計 131,351千円 

 

４．※４ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含

まれております。 

４．※４ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含

まれております。 

関係会社不動産関連売上原価 137,723千円 

関係会社受取利息 4,616千円 

関係会社受取利息 103,526千円 

貸倒引当金繰入額 844,558千円 

投資損失引当金繰入額 60,000千円 

債務保証引当金繰入額 656,000千円 

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ５．※５ 減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上致しました。 

  
場所 用途 種類 

減損損失 
（千円） 

名古屋市港区
木場町 

倉庫設備 土地 163,851 

茨木市上穂積 倉庫設備 
土地及び建
物 

68,865 

浜松市白鳥町 倉庫設備 
土地及び建
物 

55,111 

その他 事業設備 
無形固定資
産 

1,812 

   当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位

として事業所を基本単位としてグルーピングしてお

ります。 

 営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであ

る資産グループ及び土地等の時価の下落が著しい資

産グループについては、帳簿価格を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額289,640千円を減損損失として

特別損失に計上致しました。 

 その内訳は次のとおりであります。 

  建物 28,905千円 

土地 258,922千円 

無形固定資産 1,812千円 

計 289,640千円 

   なお、資産グループごとの回収可能価額は、正味

売却予想価額又は、路線価を基準に算定した時価に

より評価しています。 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前事業年度末（平成17年３月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度末（平成18年３月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 当期においては、前期まで開示対象であったファ

イナンス・リース取引はなくなりました。 

 パソコン等の器具備品は前期中にリース期間が満

了し、また軽貨急配㈱との業務提携においてリース

していた車両については、その契約解消に伴いリー

ス債務を業務提携先に移管させたためであります。 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

  （単位：千円）

 
取得価額 
相当額 

減価償却累
計相当額 

期末残高 
相当額 

車両運搬具 18,328 5,143 13,184 

器具及び備品 17,100 4,892 12,207 

合計 35,428 10,036 25,392 

 (2）未経過リース料期末残高相当額 

 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

１年内 9,729千円 

１年超 15,662千円 

合計 25,392千円 

  (3）支払リース料、減価償却費相当額 

  支払リース料 7,649千円 

減価償却費相当額 7,649千円 

  

  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数として、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

 
貸借対照表計上額 
（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

子会社株式 5,023,140 16,060,500 11,037,360 

関連会社株式 5,381,310 5,072,895 △308,415 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日現在） 

当事業年度 
（平成18年３月31日現在） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 （千円）

賞与引当金 －

退職給付引当金損金算入限度超過額 37,470

未払事業税 6,933

軽貨物事業清算損失引当金 －

その他 2,992

繰延税金資産小計 47,396

評価性引当額 △47,396

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債合計 －

繰延税金資産の純額 －

繰延税金資産 （千円）

退職給付引当金損金算入限度超過額 26,408

未払事業税 145,938

貸倒引当金 287,227

債務保証損失引当金 266,926

投資損失引当金 20,345

減損否認 162,968

その他 20,928

繰延税金資産小計 930,740

評価性引当額  △113,740

繰延税金資産合計 817,000

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △184,472

繰延税金負債合計  △184,472

繰延税金資産の純額 632,527

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため注記を省略しております。 

  （％）

法定実効税率 40.69

（調整）  

評価性引当額の設定 3.08

交際費等永久に損金に算入されない項

目 

0.32

住民税均等割額 0.19

その他 △1.17

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.11



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 180.95円

１株当たり当期純利益金額 35.17円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 33.91円

１株当たり純資産額 374.77円

１株当たり当期純利益金額 39.98円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 39.05円

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 1,573 2,094 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － 

普通株式に係る当期純利益 

（百万円） 
1,573 2,094 

期中平均株式数（千株） 44,720 52,394 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 
  

当期純利益調整額（百万円） － － 

（うち支払利息（税額相当額控

除後）） 
(－) (－) 

（うち事務手数料（税額相当額

控除後）） 
(－) (－) 

普通株式増加数（千株） 1,666 1,246 

（うち転換社債） (399) (－) 

（うち新株予約権） (1,267) (1,246) 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

────── 平成17年６月29日株主総会決議、平

成17年７月28日取締役会決議による

ストックオプション（新株予約権の

数998個） 



（重要な後発事象） 

前事業年度（平成17年３月31日現在） 当事業年度（平成18年３月31日現在） 

１．小杉産業株式会社との資本提携契約の件 

 当社は、小杉産業株式会社の企業活性化支援を目的

として、同社のメインスポンサーに就任することが決

定しました。 

(1）支援の概要 

① 資金支援 

ａ．当社、再生ファンド及び事業提携予定先数社

による第三者割当増資の引受 

第三者割当増資の概要 

・発行株式数   普通株式50,000,000株 

・発行価額    １株につき85円 

・発行価額の合計 4,250,000,000円 

・割当先     ジェイ・ブリッジ株式会

社 

再生ファンド 

事業パートナー 

・申込期間    平成17年５月31日を目処

とする。 

・発行日     同上 

ｂ．当社による新株予約権の引受 

新株予約権の発行概要 

・新株予約権の個数 70,000個 

・株式の種類及び株式数 

普通株式70,000,000株 

・発行価額    １個あたり3,000円 

・発行価額の合計 210,000,000円 

・割当先     ジェイ・ブリッジ株式会

社 

・申込期間    平成17年５月31日を目処

とする。 

・発行日     同上 

・一株あたり払込金額 60円 

・払込金額の総額 4,200,000,000円 

・権利行使期間  発行日より３年間 

② 経営面の支援 

ａ．ジェイ・ブリッジグループからの人材及び企

業活性化ノウハウの提供 

ｂ．ジェイ・ブリッジグループの持つあらゆるネ

ットワークの提供による経営支援 

１．株式会社タスコシステムに対する債務保証 

 当社は、平成18年５月29日開催の取締役会におい

て、投資先である株式会社タスコシステムの銀行借入

に対して債務保証を行うことを決議しました。 

(1）債務保証の内容 

(2）株式会社タスコシステムの概要 

① 被保証人 

（原債務者） 

：株式会社タスコシステム 

② 債権者 ：株式会社中央三井信託銀行 

③ 保証金額 ：20億円 

④ 借入利率 ：2.375％ 

⑤ 保証期間 ：平成18年５月31日から同年10月

30日まで 

⑥ 保証料 ：0.250％ 

⑦ 実行予定日 ：平成18年５月31日 

① 主な事業内容：飲食店経営およびフランチャイ

ズ本部の運営 

② 設立年月日 ：昭和63年10月 

③ 本店所在地 ：札幌市中央区南一条西二丁目５

番地 

④ 代表者 ：樫埜 由昭 

⑤ 資本の額 ：5,327百万円 

（平成18年３月31日現在） 

 



前事業年度（平成17年３月31日現在） 当事業年度（平成18年３月31日現在） 

(2）小杉産業株式会社の概要 

① 商号：小杉産業株式会社 

② 主な事業内容：アパレル製品の企画、生産、販

売および輸出入業務 

③ 設立年月日：昭和18年３月６日 

④ 本店の所在地：東京都中央区日本橋堀留町２－

８－５ 

⑤ 代表者：代表取締役  瀬戸 厚 

⑥ 資本の額：22億3,940万円 

２．ロトール・シンガポール社との資本提携契約の件 

 当社は、アジアにおける企業活性化支援事業を本格

展開するにあたり、平成17年４月７日開催の取締役会

において、シンガポール取引所メインボード上場のシ

ンガポール共和国法人であるロトール・シンガポール

社と資本提携契約の締結を決議いたしました。 

(1）取得株式の内容 

① 第三者割当増資引受けの概要 

ａ．引受株式数：110百万株 

ｂ．取得価格の総額：Ｓ＄11,000,000（約715百万

円） 

ｃ．引受け先：ジェイ・ブリッジ株式会社及び再

生ファンド 

ｄ．払込期日：７月中旬から８月 

② コールオプションによる新株取得の概要 

ａ．取得可能株式数：110百万株（全オプション行

使時） 

ｂ．取得価格の総額：Ｓ＄11,000,000（約715百万

円、全オプション行使時） 

ｃ．引受け先：ジェイ・ブリッジ株式会社及び再

生ファンド 

ｄ．行使期間：契約日から24ヶ月以内 

(2）ロトール社の概要 

① 商号：ロトール・シンガポール 

② 代表者：Tan Khee Bak 

③ 所在地：17 Tuas Ave9,Jurong,Singapore 

639197 

④ 資本金：Ｓ＄16,400,000（約1,066百万円） 

⑤ 事業概要：カーテンウォール（アルミ製張

壁）・間仕切り壁・外壁タイル等の

デザイン、製造、張り付け、塗装

（コーティング） 

 

 



前事業年度（平成17年３月31日現在） 当事業年度（平成18年３月31日現在） 

３．㈱ピーシーデポコーポレーションとの資本業務提携

の件 

 当社は、平成17年４月20日開催の取締役会におい

て、株式会社ピーシーデポコーポレーションとの間

に、家電・量販の事業再生支援を目的とする合弁会社

の設立に向けて資本・業務提携を進めていくことを決

議いたしました。 

(1）資本提携の内容 

 当社とＰＣデポ社の共同出資による合弁会社を設

立し、家電・量販企業再生事業を強力に推進するた

めのDriving－Forceとなります。また、ＰＣデポ社

との資本・業務提携をより確実・強固なものとする

ために、ＰＣデポ社の実施する第三者割当増資を当

社及び有限会社Ｊ活性化ファンドＩ2005で各２億５

千80万円、総額５億160万円を引き受けます。 

(2）株式会社ピーシーデポコーポレーションの概要 

① 商号：株式会社ピーシーデポコーポレーション 

② 事業内容：パソコン等販売事業、インターネッ

ト関連事業 

③ 設立年月日：平成６年８月11日 

④ 本社所在地：横浜市港北区新横浜２－３－19 

⑤ 代表者：野島 隆久 

⑥ 資本金：10億4,601万円 

４．パチスロメーカーの子会社化の件 

 当社は、平成17年４月26日開催の取締役会におい

て、パチスロメーカーの株式会社イレブンの過半数の

株式を取得し、子会社化することを決議いたしまし

た。 

(1）取得株式数等 

① 取得株式数：260株（所有割合65.0％） 

② 取得価格の総額：1,300万円（１株につき５万

円） 

③ 取得日：平成17年５月10日 

(2）イレブン社の概要 

① 商号：株式会社イレブン 

② 事業内容：回胴式遊技機（業務用スロットマシ

ーン）の開発、製造、販売 

③ 設立年月日：平成８年８月２日 

④ 本社所在地：東京都千代田区外神田６－11－11 

⑤ 代表者：根津 友幸 

⑥ 資本金：2,000万円 

 

 



前事業年度（平成17年３月31日現在） 当事業年度（平成18年３月31日現在） 

５．当社に対する提訴について 

 平成17年５月12日、東京地方裁判所において、原告

㈱エヌビーシーから、当社を被告として、当社の旧保

有の戸田営業所の建物賃貸契約に係わる移転補償料請

求（請求額約１億86百万円）が提起されました。 

 しかしながら、当社はすでに移転補償料として原告

に１億円を支払っており、合意により支払い義務のあ

る補償料は全額完済したものと認識しております。 

 当社としては、今回の提訴は正当性の無いものと考

えており、今後裁判において当社の主張が正しいこと

を明らかにする所存であります。 

６．株式会社ティーシーエープラザの営業譲渡について 

 平成17年５月17日、当社の全額出資子会社であるJフ

ァイナンス株式会社は株式会社ティーシーエープラザ

から、旅行宿泊券等の精算サービスの営業譲渡に係わ

る基本合意契約を締結いたしました。 

(1）Jファイナンスの概要 

(2）ティーシーエープラザの概要 

７．機動建設工業株式会社との資本提携について 

 当社は、機動建設工業株式会社の企業活性化支援を

目的として、平成17年５月23日に同社が発行する新株

予約権の取得を決議いたしました。また、平成17年６

月21日に当該新株予約権の一部を行使しております。 

(1）新株予約権取得の概要 

名称 Jファイナンス株式会社 

主な事業内容 貸金業 

設立年月日 2005年３月 

本店所在地 東京都港区赤坂２－17－７赤坂溜

池タワー９階 

代表者 西村 幸浩 

資本の額 10百万円 

名称 株式会社ティーシーエープラザ 

主な事業内容 旅行クーポン券の精算代行業務 

設立年月日 1999年９月 

住所 東京都千代田区九段南４－１－８ 

代表者 代表取締役社長 石川 太一 

資本の額 50百万円 

① 取得個数 15,500個（15,500,000株） 

② 取得価額の総額 341百万円 

③ 払込期日 平成17年６月10日 

④ 行使期間 平成17年６月13日から平成

18年６月12日 

⑤ 新株予約権行使時の

一株あたり払込金額 

190円 

⑥ 新株予約権行使時の

払込金額の総額 

2,945百万円 

 

 



前事業年度（平成17年３月31日現在） 当事業年度（平成18年３月31日現在） 

(2）平成17年６月21日の新株予約権行使の概要 

(3）機動建設工業株式会社の概要 

８．１単元の株式の数の変更の決定について 

 当社は、平成17年５月30日開催の取締役会におい

て、１単元の株式の数について、1,000株から100株に

変更することを決定いたしました。 

 変更の実施日は、平成17年８月１日であります。 

① 行使した予約権個数 2,700個（2,700,000株） 

② 払込金額の総額 513百万円 

③ 当社所有株式が議決

権に占める割合 

17.48％（予定） 

① 商号 ：機動建設工業株式会社 

② 主な事業内容 ：建設事業等 

③ 設立年月日 ：昭和21年10月29日 

④ 本店所在地 ：大阪市福島区福島４丁目６番31

号 

⑤ 代表者 ：代表取締役社長 木村 信彦 

⑥ 資本の額 ：1,150百万円 

 

９．小杉産業株式会社の連結子会社化について 

 当社は、平成17年６月29日開催の取締役会におい

て、小杉産業株式会社の株式を新株予約権行使により

取得し、連結子会社化することを決議いたしました。 

(1）取得株式数、取得価額および取得前後の所有株式

の状況 

① 異動前の所有株式数 

       1,570万株 （所有割合20.3％） 

（議決権の数 1,570万株） 

② 取得株式数  

       2,600万株 （取得価額1,560百万円）

（議決権の数 2,600万株） 

③ 異動後の所有株式数 

       4,170万株 （所有割合40.2％） 

（議決権の数 4,170万株） 

(2）日程 

① 平成17年６月29日  取締役会決議 

② 平成17年６月29日  払込日 

 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

商品有価証

券 

売買目的

有価証券 

トランスデジタル㈱ 4,000,000 1,580,000 

ソフトバンク㈱ 10,000 34,500 

新日本製鉄㈱  30,000 13,680 

朝日工業㈱  29 16,675 

㈱レイコフ 500 150,000 

エンジャパン㈱ 25 17,150 

㈱きょくとう 20,000 13,060 

㈱多摩川電子 970,000 693,550 

㈱篠崎屋 7,400 784,400 

日産ディーゼル工業㈱ 20,000 13,340 

㈱エフェクター細胞研究所 40 3,900 

小計 5,057,994 3,320,255 

営業用投資

有価証券 

その他有

価証券 

機動建設工業㈱ 3,000,000 1,302,000 

㈱タスコシステム 11,250 889,875 

ブリッジインターナショナル㈱ 150 45,000 

小計 3,011,400 2,236,875 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

Ｊキャピタルマネジメント㈱ 220 11,000 

日本振興銀行㈱ 5,850 438,750 

東京団地倉庫㈱ 22 220 

その他２銘柄 15,222 3,111 

小計 21,314 453,081 

計 8,090,708 6,010,211 



【その他】 

銘柄 投資口数等 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 
りそな小型株ファンド上場受益証券 1,974.86 30,000 

営業用投資

有価証券 

その他有

価証券 

㈱タスコシステム新株予約権 791 632,800 

㈱篠崎屋新株予約権 36 7,866 

（匿名組合出資金）     

㈲ミレニアキャピタル － 1,300,000 

狸穴ブリッジファンド － 363,600 

キムラヤセレクト再生ファンド － 299,238 

小計 － 2,603,504 

計 － 2,633,504 



【有形固定資産等明細表】 

（注）１．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

２．無形固定資産の金額が資産の総額の100分の１以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減

少額」の記載を省略してあります。 

３．「当期減少額」欄のうち、（ ）内は内書きで減損損失の計上額であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

減価償却累計
額又は償却累
計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産        

建物 710,070 21,168 
44,701 

(28,905)
686,537 576,230 16,053 110,307 

構築物 14,114 － 3,919 10,195 9,471 194 724 

車両運搬具 78,181 613 78,181 613 419 469 193 

器具及び備品 74,766 29,663 58,270 46,159 14,517 6,665 31,642 

土地 1,746,467 － 
258,922 

(258,922)
1,487,544 － － 1,487,544 

有形固定資産計 2,623,601 51,445 
443,995 

(287,828)
2,231,050 600,637 23,382 1,630,413 

無形固定資産        

電話加入権 － － － － － － － 

ソフトウエア － － － 26,348 1,972 1,244 24,375 

無形固定資産計 － － － 26,348 1,972 1,244 24,375 

長期前払費用 － － － － － － － 

繰延資産 － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

資産の種類 
茨木営業所 
（千円） 

木場町営業所 
（千円） 

浜松営業所 
（千円） 

土地 64,975 163,851 30,096 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期増加額は、平成17年９月22日付の有償一般募集による増加及び新株予約権の権利行使による増加であり

ます。 

２．当期末における自己株式数は15,029株であります。 

３．当期減少額は、旧商法第289条第２項の規定に基づく資本準備金の取崩によるものであります。 

４．当期増加額は、旧商法第289条第２項の規定に基づく資本準備金の取崩によるものであります。 

５．当期減少額は、旧商法第289条第２項の規定に基づく利益準備金の取崩によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額の（その他）」は、一般債権に対する貸倒実績率による洗替額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円）（注１） 3,840,439 4,824,847 － 8,665,286 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注１・２） （株） (48,506,069) (6,969,000) － (55,475,069) 

普通株式（注１） （千円） 3,840,439 4,824,847 － 8,665,286 

計 （株） (48,506,069) (6,969,000) － (55,475,069) 

計 （千円） 3,840,439 4,824,847 － 8,665,286 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

合併差益 （千円） 45,835 － － 45,835 

再評価積立金 （千円） 7,500 － － 7,500 

株式払込剰余金 

（注１）（注３） 
（千円） 3,091,280 4,823,993 2,184,506 5,730,766 

（その他資本剰余金）      

資本準備金減少差益 

（注４） 
（千円） － 2,184,506 － 2,184,506 

計 （千円） 3,144,616 7,008,499 2,184,506 7,968,609 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金）（注５） （千円） 134,650 － 134,650 － 

計 （千円） 134,650 － 134,650 － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金（注１） 26,857 858,162 － 3,857 881,162 

投資損失引当金 － 60,000 － － 60,000 

債務保証引当金 － 656,000 － － 656,000 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．営業未収金 

相手先別内訳 

営業未収金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

ハ．販売用不動産 

区分 金額（千円） 

現金 140 

預金  

当座預金 38 

普通預金 3,374,198 

通知預金 300,000 

別段預金 1,106 

郵便振替貯金 68 

小計 3,675,412 

合計 3,675,552 

相手先 金額（千円） 

㈱いばらきプロパティーズ 223,013 

ＪＢベンチャー企業再生ファンド 31,905 

㈲狸穴ブリッジキャピタルワン 10,973 

㈲ジェイビーベイ 10,025 

その他 4,461 

合計 280,378 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

107,972 630,564 458,158 280,378 62.0 112.4 

地域 面積（㎡） 金額（千円） 

東京都内 172 211,125 

合計 172 211,125 



ニ．営業出資金 

ホ．短期貸付金 

ヘ．関係会社短期貸付金 

② 固定資産 

 関係会社株式 

相手先 金額（千円） 

ＡＳＩＡ Ｍ＆Ａ ＦＵＮＤ 5,000,000 

ＧＬＯＢＡＬ ＴＡＲＧＥＴ ＳＰＣ 328,864 

合計 5,328,864 

相手先 金額（千円） 

㈱ＫＭＧ 1,190,000 

㈱タスコシステム 900,000 

㈱アイデアワークス 900,000 

㈲Ａｎ 600,000 

トランスデジタル㈱ 225,000 

㈱ピージーエム 115,000 

その他 23,000 

合計 3,953,000 

相手先 金額（千円） 

㈱ジェイ・アセット 2,173,260 

小杉産業㈱ 1,300,000 

Ｊファイナンス㈱ 1,095,000 

㈱ジェイフィナンシャルホールディングス 250,000 

㈱サテライト朝日 105,500 

ジェイ・ベックス㈱ 30,000 

オートキューブ㈱ 20,000 

合計 4,973,760 

相手先 金額（千円） 

国際航業㈱ 5,381,310 

小杉産業㈱ 5,023,140 

J Singapore Investment Pte.,Ltd 1,487,122 

㈱ジェイ・ロジネット 100,900 

オートキューブ㈱ 96,330 

その他 125,100 

  12,213,903 



③ 流動負債 

イ．営業未払金 

ロ．短期借入金 

ハ．コマーシャル・ペーパー 

(3）【その他】 

① 決算日後の状況 

 該当事項はありません。 

② 訴訟 

 損害賠償請求訴訟について 

 平成17年５月12日、東京地方裁判所において、原告㈱エヌビーシーから、当社を被告として、当社の旧保有

の戸田営業所の建物賃貸契約に係わる移転補償料請求（請求額約１億86百万円）が提起されました。 

 しかしながら、当社はすでに移転補償料として原告に１億円を支払っており、合意により支払い義務のある

補償料は全額完済したものと認識しております。 

 当社としては、今回の提訴は正当性の無いものと考えており、今後裁判において当社の主張が正しいことを

明らかにする所存であります。 

相手先 金額（千円） 

㈱マーリス 953 

㈱グッドウィル 340 

㈲トライ 126 

その他 463 

合計 1,884 

相手先 金額（千円） 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行主幹事シンジケートローン 1,900,000 

㈱セントラル短資 1,373,715 

㈱十六銀行 1,000,000 

㈱バンコク銀行 1,000,000 

その他 5,184,000 

合計 10,457,715 

相手先 金額（千円） 

三菱東京ＵＦＪ証券㈱ 6,200,000 

㈱新生銀行  1,000,000 

吉田興業㈱ 100,000 

合計 7,300,000 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注） 平成18年６月29日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなりま

した。 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告

ができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
10,000株券、1,000株券、100株券および100株券に満たない株式の数を表

示した株券 

中間配当基準日 中間配当制度なし 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝３－33－１ 

 中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝３－33－１ 

 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 

株券１枚につき印紙税相当額（ただし、不所持株券の発行請求により株

券を再発行する場合、および分割、汚損、毀損により株券を再発行する

場合） 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都港区芝３－33－１ 

 中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝３－33－１ 

 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

買取手数料 株主の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法    （注） 東京都において発行する日本経済新聞により行う 

貸借対照表及び損益計算書掲載

のホームページアドレス 
http://www.j-bridge.jp/ 

株主に対する特典 該当事項はありません 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は親会社はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づくもの 

平成17年５月17日関東財務局長に提出 

(2）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第85期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

平成17年６月30日関東財務局長に提出 

(3）臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づくもの 

平成17年７月25日関東財務局長に提出 

(4）臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（ストックオプションとしての新株予約権発行の

決議）の規定に基づくもの 

平成17年７月29日関東財務局長に提出 

(5）臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号（簡易分割による新設分割）の規定に基づくもの 

平成17年８月12日関東財務局長に提出 

(6）臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項及び同条第２項第１号（海外市場での募集による新規株式発

行）の規定に基づくもの 

平成17年８月26日関東財務局長に提出 

(7）有価証券届出書及びその添付書類 

（新株式の発行） 

平成17年８月26日関東財務局長に提出 

(8）臨時報告書の訂正報告書 

（上記(6）に係る訂正報告書） 

平成17年９月13日関東財務局長に提出 

(9）有価証券届出書の訂正届出書 

（上記(7）に係る訂正届出書） 

平成17年９月13日関東財務局長に提出 

(10）半期報告書 

（第86期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月28日関東財務局長に提出 

(11）半期報告書の訂正報告書 

（上記(10）に係る訂正報告書） 

平成18年２月３日関東財務局長に提出 

(12）企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（提出会社及び提出会社グループの財政状

態及び経営成績に著しい影響を与える事象）に基づくもの 

平成18年５月12日関東財務局長に提出 

(13）企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づくもの 

平成18年５月31日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月30日

ジェイ・ブリッジ株式会社   

 取締役会 御中   

 国際第一監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 毛利 優   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 関本 享   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジェ

イ・ブリッジ株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジェ

イ・ブリッジ株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月30日

ジェイ・ブリッジ株式会社   

 取締役会 御中   

 国際第一監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 毛利 優   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 関本 享   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジェ

イ・ブリッジ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジェ

イ・ブリッジ株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

（追記情報） 

重要な会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基

準により連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月30日

ジェイ・ブリッジ株式会社   

 取締役会 御中   

 国際第一監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 毛利 優   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 関本 享   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジェ

イ・ブリッジ株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第85期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジェイ・

ブリッジ株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月30日

ジェイ・ブリッジ株式会社   

 取締役会 御中   

 国際第一監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 毛利 優   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 関本 享   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジェ

イ・ブリッジ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第86期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジェイ・

ブリッジ株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

（追記情報） 

重要な会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準に

より財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２仕入及び営業の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）発行済株式総数、資本金等の推移
	(4）所有者別状況
	(5）大株主の状況
	(6）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等
	③第三者割当等による取得者の株式の移動状況

	(7）ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	(1）定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の取得等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況

	(2）資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の買受け等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等


	３配当政策
	４株価の推移
	(1）最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2）最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1）連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書
	③連結剰余金計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	関連当事者との取引
	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表

	(2）その他

	２財務諸表等
	(1）財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③利益処分計算書
	④附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	その他
	有形固定資産等明細表
	資本金等明細表
	引当金明細表

	(2）主な資産及び負債の内容
	(3）その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/128
	pageform2: 2/128
	form1: EDINET提出書類  2006/06/30 提出
	form2: ジェイ・ブリッジ株式会社(661016)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/128
	pageform4: 4/128
	pageform5: 5/128
	pageform6: 6/128
	pageform7: 7/128
	pageform8: 8/128
	pageform9: 9/128
	pageform10: 10/128
	pageform11: 11/128
	pageform12: 12/128
	pageform13: 13/128
	pageform14: 14/128
	pageform15: 15/128
	pageform16: 16/128
	pageform17: 17/128
	pageform18: 18/128
	pageform19: 19/128
	pageform20: 20/128
	pageform21: 21/128
	pageform22: 22/128
	pageform23: 23/128
	pageform24: 24/128
	pageform25: 25/128
	pageform26: 26/128
	pageform27: 27/128
	pageform28: 28/128
	pageform29: 29/128
	pageform30: 30/128
	pageform31: 31/128
	pageform32: 32/128
	pageform33: 33/128
	pageform34: 34/128
	pageform35: 35/128
	pageform36: 36/128
	pageform37: 37/128
	pageform38: 38/128
	pageform39: 39/128
	pageform40: 40/128
	pageform41: 41/128
	pageform42: 42/128
	pageform43: 43/128
	pageform44: 44/128
	pageform45: 45/128
	pageform46: 46/128
	pageform47: 47/128
	pageform48: 48/128
	pageform49: 49/128
	pageform50: 50/128
	pageform51: 51/128
	pageform52: 52/128
	pageform53: 53/128
	pageform54: 54/128
	pageform55: 55/128
	pageform56: 56/128
	pageform57: 57/128
	pageform58: 58/128
	pageform59: 59/128
	pageform60: 60/128
	pageform61: 61/128
	pageform62: 62/128
	pageform63: 63/128
	pageform64: 64/128
	pageform65: 65/128
	pageform66: 66/128
	pageform67: 67/128
	pageform68: 68/128
	pageform69: 69/128
	pageform70: 70/128
	pageform71: 71/128
	pageform72: 72/128
	pageform73: 73/128
	pageform74: 74/128
	pageform75: 75/128
	pageform76: 76/128
	pageform77: 77/128
	pageform78: 78/128
	pageform79: 79/128
	pageform80: 80/128
	pageform81: 81/128
	pageform82: 82/128
	pageform83: 83/128
	pageform84: 84/128
	pageform85: 85/128
	pageform86: 86/128
	pageform87: 87/128
	pageform88: 88/128
	pageform89: 89/128
	pageform90: 90/128
	pageform91: 91/128
	pageform92: 92/128
	pageform93: 93/128
	pageform94: 94/128
	pageform95: 95/128
	pageform96: 96/128
	pageform97: 97/128
	pageform98: 98/128
	pageform99: 99/128
	pageform100: 100/128
	pageform101: 101/128
	pageform102: 102/128
	pageform103: 103/128
	pageform104: 104/128
	pageform105: 105/128
	pageform106: 106/128
	pageform107: 107/128
	pageform108: 108/128
	pageform109: 109/128
	pageform110: 110/128
	pageform111: 111/128
	pageform112: 112/128
	pageform113: 113/128
	pageform114: 114/128
	pageform115: 115/128
	pageform116: 116/128
	pageform117: 117/128
	pageform118: 118/128
	pageform119: 119/128
	pageform120: 120/128
	pageform121: 121/128
	pageform122: 122/128
	pageform123: 123/128
	pageform124: 124/128
	pageform125: 125/128
	pageform126: 126/128
	pageform127: 127/128
	pageform128: 128/128


